
   

 

  

 

博士論文 2025 年度 

 

 

 

スタートアップ企業における成長戦略 ： 

 優秀 IT 企業の成長戦略とマーケッターの 

SEO 成功要因に関する質的調査 

 

 

 

 

 

慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 

千野根 陵 

 



   

 

  

 

  主 論 文 要 旨    No.1 

報告番号 甲 乙 第      号 氏 名 千野根 陵 

 

主 論 文 題 目： 

スタートアップ企業における成長戦略 ： 優秀 IT 企業の成長戦略とマーケッター

の SEO 成功要因に関する質的調査 

（内容の要旨） 

政府の起業支援を背景に、国内の VC 投資は 2013 年 907 億円から 2022 年 9,664

億円へと拡大した一方で、開業率は 4.2%、生存率は 5 年 15%、10 年 6.3%、20 年

0.3%と依然として厳しい水準にある。なぜ起業支援が拡大しているにもかかわら

ず、開業率、生存率が低い状況となっているのか。一部の起業し、業績を伸ばし続

けている企業はどのような経営戦略を立て、顧客との関係を築いているのだろう

か。 

 こうした問いに答えるべく、本研究はスタートアップ経営の成功要因とスタート

アップの SEO 戦略の成功に関する要因を明らかにし、IT スタートアップ企業が持

続的成長を遂げるための包括的な経営戦略を提示することを目的とする。 

 企業の成長戦略に関する先行研究として、競争戦略論における外部環境の視点

（ポーター）と内部資源の視点（バーニー）に学びつつ、その後に発展した四つの

統合的視角、すなわち、①イノベーションを軸にした学習・再構成プロセス（両利

き／ダイナミック・ケイパビリティ）、②企業境界の中間領域におけるリレーショ

ンベースド・ビュー（プラットフォーム／エコシステム／コミュニティを含む）、

③制度要因を扱うインスティチューション・ベースド・ビュー（IBV）、④より微視

的なマイクロファウンデーション、を踏まえる。 

 先行研究を概観すると大企業を中心に、企業規模・経営資源・ビジネスモデル等

に着目したものが多く、特定の業種・業態、なかでも IT 分野のスタートアップに

特化した事例研究は十分とは言えない。清水（1986）や新原（2006）は優秀な中堅・

中小企業に共通する成長要因や特徴を示しているものの、IT スタートアップ固有

の成功要因には未解明の点が多い。さらに SEO については、検索行動や広告効果

に関する量的研究は散見される一方で、マーケッターがキーワードをどのように選

定し、いかに競合分析を行い、どのように継続的に価値提供を実現しているのかと



   

 

  

 

いう質的知見が不足している。 

 よって本研究は、スタートアップの成長要因に焦点を当て、IT スタートアップ

企業の中でも上場に至った IT 企業および SEO 実務に強いマーケッターを対象領

域とし、半構造化インタビューによる定性調査を実施した。調査 1 では、マザーズ

上場 IT 企業 7 社の経営層を対象に、経営戦略の成功要因を明らかにし、調査 2 で

は、10 万 PV 超のオウンドメディア運営経験と 5 年以上の SEO 実務経験を有する

経営者・マーケッター6 名に対して半構造化インタビューを行い、マーケッターは

消費者との接点を生み出すための有効な SEO 施策の体系化プロセスを明らかにし

た。 

 調査 1 では、成功している企業の経営者層は、①ニッチ市場への参入、②M&A

による転換、③会社は人が大事、④経営者の倫理観、⑤強固な財務、⑥営業とマー

ケティングの強化に注力していることが明らかになった。優秀 IT 企業に共通する

経営戦略の傾向が確認され、いくつかの企業で類似した経営戦略の傾向があること

がわかったことで、起業し、多くの課題や困難を解決し、継続的に成長している成

功要因の手がかりをつかむことができた。  

 調査 2 は、7 つの概念カテゴリーのコードが抽出された。7 つとは、①《キーワ

ード選定が重要》、②《SEO 施策による戦略的なアプローチと精緻な管理手法の確

立》、③《変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供を追求する》、 ④《戦略的最

適化とアルゴリズムへの対応》、⑤《質と信頼性を重視したユーザー中心設計》、⑥

《SEO でブランドの強化と AI による最適化》⑦《収益拡大のための 集客と SEO

による最適化戦略》である。7 つの概念カテゴリーのコードから SEO 施策におい

て、①⇒②⇒⑤⇒⑦という大きな流れに加えて、②において③、④に取り組むこと、

⑤において⑥への発展が可能な概念モデルを見いだすことができた。すなわち、キ

ーワードを選定する①から②の流れ、②において目標設定となる KPI を設定し、コ

ンテンツの質、ユーザーの満足度を上げ、ユーザーを中心とした設計にする②から

⑤へと取り組みを進める。さらに、収益拡大をさせるためのマネタイズを考える⑤

から⑦へと発展させる。また、⑤において、コンテンツの質を向上させ、検索エン

ジンで上位にくるようになると、サイトのブランド力が向上するという⑥への発展

が可能となる。  

 本研究の「スタートアップ IT 企業の経営における成功要因」と「SEO による消

費者との接点を生み出す有効な手法」という二つの視点により、スタートアップ企

業が成長する要因の知見が得られた。 
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Thesis Title 

Growth Strategies in Startup Companies: A Qualitative Study on Growth Strategies of 

Leading IT Companies and Success Factors for Marketers in SEO 

Thesis Summary 

Despite a decade of expanded government support for entrepreneurship in Japan—and a 

more than tenfold rise in domestic venture capital investment from ¥90.7 billion in 2013 to 

¥966.4 billion in 2022—the start‑up rate remains modest (4.2%), and survival rates are 

starkly low (15% at five years, 6.3% at ten years, and 0.3% at twenty years). This 

dissertation asks why start‑up formation and survival remain depressed notwithstanding 

policy and capital, and what differentiates the minority of IT start‑ups that achieve sustained 

growth. It further examines how search engine optimization (SEO) functions as a strategic 

mechanism for building enduring customer touchpoints. 

 Anchored in the external–internal strategy dialogue (Porter; Barney), the study synthesizes 

four integrative lenses: (1) innovation‑centered learning and reconfiguration (organizational 

ambidexterity/dynamic capabilities), (2) the relation ‑based view at the firm boundary 

(platforms, ecosystems, and communities), (3) the institution ‑ based view, and (4) 

microfoundations. Prior research has focused largely on large incumbents; fine‑grained, IT 

start‑up–specific evidence—particularly qualitative knowledge on how marketers select 

keywords, analyze competitors, and deliver continuous value through SEO—remains 

limited. 

 To address these gaps, I conducted two qualitative studies using semi ‑ structured 

interviews. Study 1 interviewed top managers at seven IT firms listed on the Tokyo Stock 

Exchange’s Mothers market to identify management success factors. Study 2 interviewed 

six entrepreneurs/marketers with experience operating owned media exceeding 100,000 

pageviews and more than five years of hands‑on SEO practice, to inductively map the 



   

 

  

 

processes through which SEO creates customer contact and revenue. 

 Findings. Successful firms systematically emphasized: (i) entry into defensible niche 

markets, (ii) strategic pivots via M&A, (iii) people‑first management, (iv) ethical leadership, 

(v) robust finances, and (vi) the strengthening of sales and marketing. The SEO analysis 

yielded seven conceptual categories: the primacy of keyword selection; KPI‑driven, tightly 

managed execution; embracing change and uncertainty to sustain value delivery; algorithm

‑aware strategic optimization; user‑centered design prioritizing quality and credibility; brand 

reinforcement and AI‑assisted optimization; and acquisition/monetization strategies. The 

resulting process model traces a dominant flow—keyword selection →  KPI ‑ driven 

execution → user‑centered quality → acquisition & monetization—with two reinforcing 

pathways: during execution, organizations internalize uncertainty and algorithm shifts; and 

as user‑centered quality improves, search rankings elevate brand strength, enabling further 

AI‑enabled optimization. 

 Contribution. By combining an evidence‑based account of managerial success factors with 

a practitioner‑grounded SEO process model, the dissertation proposes a comprehensive 

growth strategy for IT start‑ups. It shows how dynamic capabilities, relational assets, and 

institutional alignment can be operationalized through data‑driven, user‑centric SEO to 

build durable customer relationships and sustain growth. 

 

Keywords: start‑ups, growth strategy, semi‑structured interviews, conceptual model, SEO 
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序章 研究の背景 

第 1節  問題意識・研究の背景 

 

近年、我が国ではスタートアップ企業への注目が急速に高まっている。2022 年 1 月には、

岸田文雄前首相が「戦後の創業期に次ぐ日本の創業期を実現するため、本年をスタートアッ

プ創出元年として、スタートアップ 5カ年計画を設定して、その創出に強力に取り組む」旨

を年頭記者会見で表明し（政府広報オンライン, 2022）、上場前に高い企業価値を有するスタ

ートアップ企業を増やす方針を掲げた。 

さらに内閣府（2024）は、創業 10年以内に 10 億ドル以上の評価額が付けられる非上場の

ベンチャー企業、すなわちユニコーン企業を 100社創出するとともに、スタートアップを 10

万社創出することによって我が国をアジア最大のスタートアップハブとして世界有数のスタ

ートアップ集積地へと育成する方針を示している。 

このような政策的な後押しを背景に、国内スタートアップへの投資額は、2013 年の 907 億

円から 2022 年には 9,664 億円へと約 10年で 10倍に増加しており（経済産業省, 2024）、今

後もスタートアップ投資額は増大する見込みがあるとされる。 

しかしながら、政府が積極的な支援策を講じるのは、日本では起業家が十分に育っていな

い現状に起因する。実際に主要先進国（イギリス、フランス、アメリカ、ドイツ、日本）の

開業率を比較すると、日本は 4.2％と最下位に位置している。このようにスタートアップの

経営環境は変化を見せているものの、日本人全体として起業に挑戦する人材は依然として限

られている。鷲見（2023）は、日本人起業家の多くがリスクに対して保守的であることを指

摘し、岩崎（2018）も日本人の起業意欲自体が低いという見解を示しているが、こうした現

象を単に精神性だけの問題として論じることは適切ではない。 

実際、スタートアップの起業と持続的成長においては、非常に高い難易度が伴う。中小企

業庁（2017）の調査によれば、創業後 5年経過時点でのベンチャー企業の生存率は 15％まで
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低下し、10 年後 6.3％、20 年後 0.3％という厳しい数字が示されている。また、国内企業数

約 368万社（総務省, 2023）のうち上場企業数は 3,975社（JPX, 2024）にとどまり、その割

合は 0.108％にすぎない。ここでこうした過酷な経営環境の中で、起業家はどのように生き

残り、上場に至るまで成長を遂げることが可能なのかという点が大きな課題として浮かび上

がる。この課題を考えるにあたり、スタートアップにとっての経営戦略はマーケティングが

中核となっていることを切り口とする。 

浜口（2024）は、スタートアップ企業は大企業と比較して顧客との関係構築が弱い傾向に

あり、顧客獲得においてマーケッターの果たす役割がきわめて重要であるとしているが、特

に SEO（Search Engine Optimization＝検索エンジン最適化）を中心としたコンテンツマー

ケティングが費用対効果を重視するスタートアップにとって有効と論じている。堀（2013）

は、2011年以降、自社サイトに商品・サービスに関するコンテンツを掲載することでオウン

ドメディア化を進め、直接顧客を呼び込む動きが顕在化していると報告しているほか、丸岡

（2015）は検索連動型広告市場の拡大を指摘し、検索エンジンによって潜在顧客から発見さ

れることの重要性を強調している。 

実際、2010 年には検索連動型広告に 2,035 億円が投じられており、これは 2006 年の 930

億円から 2 倍以上の増加である。こうしたデジタルマーケティングの手法は、限られた経営

資源しか持たないスタートアップにおいても導入しやすく、効果的に機能し得る手段として

注目されている。 
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第 2節  研究の目的 

 

本研究の目的は、スタートアップ経営の成功要因とスタートアップの SEO 戦略の成功に関

する要因を明らかにすることで、スタートアップ企業における成長戦略を明らかにすること

である。 

 すなわち「マザーズ市場に上場する ITスタートアップ企業の成功要因」と「SEO 施策を軸

とした消費者との接点創出手法」―これらを順を追い考察し、IT スタートアップ企業が持続

的成長を遂げるための包括的な経営戦略を明らかにする点にある。具体的には、マザーズ上

場後も安定して業績を伸ばし、東証一部（現・プライム市場）への市場変更が可能な優秀 IT

企業を対象に、半構造化インタビューを実施し、それらの企業がどのように差別化戦略や人

材活用、M&A、倫理的経営などを行い、成長を実現しているかを定性的に分析する。同時に、

スタートアップ IT 企業の経営者やフリーランスのマーケッターへの聞き取りを通じ、オウ

ンドメディアを軸に SEO 施策を展開している具体的なプロセスを探り、消費者との接点を生

み出す際に重要な要素を抽出し、体系化することを目指す。 

 先行研究では、清水（1986）や新原（2006）が示すように、優秀な中堅・中小企業には共

通する成長要因や特徴が見られるものの、IT分野のスタートアップに特化した事例研究はま

だ十分とは言えない。また、SEO に関しては、検索行動や広告効果の量的研究こそ散見され

るが、マーケッターがキーワードをいかに選定し、競合分析を行い、継続的に価値を提供し

ているかといった質的知見は不足している。 

よって、本研究では「スタートアップ IT企業の経営における成功要因」と「SEOによる消

費者との接点を生み出す有効な手法」という二つの視点から定性調査による分析を行い、ス

タートアップ企業の成功戦略の理論を具体的に検討する。 
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第 3節   本論文の構成 

 

本稿では以下の順序で叙述し、課題に対する結論を導き出す。 

 序章では、第 1 節で日本のスタートアップ企業が置かれている現状を報告し、政策の後押

しに対して、開業率が依然低く、資金調達が困難である等の問題点を浮き彫りにし、研究上

の問題意識を提示する。第 2 節では、その問題意識を基盤とした本研究の目的を論じる。第

3節では、本論文の章構を提示し、全体像を示す。  

  第 1章 1節では、スタートアップ企業の定義として、1970 年代以降のシリコンバレーを起

源とする新たな企業形態であり、単なる新規創業を指す者ではなく、再現可能かつスケーラ

ブルなビジネスモデルの探索と実現を目的とする特異な組織であることを示す。 

 また、スタートアップ企業の起業の現状を整理し、これまでのスタートアップ企業の歴史、

政府による積極的な支援策、投資環境の整備などを明らかにする。欧米諸国をはじめとする

他国と比較すると、日本の開業率は依然として低水準にとどまっており、さらにユニコーン

企業（企業評価額 10億ドル以上の未上場企業）の数も極端に少ないという課題が浮き彫りに

なっている。背景としては、個人保証を伴う銀行融資によるリスクの高さや、失敗を許容し

ない社会的風潮、エンジェル投資の不足などが明らかになっている。起業家を保守的な選択

へと向かわせ、失敗を恐れるあまり大胆な事業運営やビジネスモデルのピボットをためらう

傾向を助長している。他にも、ディープテック系スタートアップでは、研究開発に長期的な

投資を要するため、VCやエンジェルの資金調達に苦戦するケースが多いという構造的な問題

を明らかにする。 

 第 2 節では、成長戦略を考えるにあたり、これまでの理論的枠組みとして有効と考えられ

てきた外部環境分析によるポーターのファイブ・フォースと、内部資源分析によるバーニー

の資源ベース理論（RBV）を示す。ファイブ・フォースは産業構造の静態的な分析枠組みであ

り、デジタル化による動態的市場変化やプラットフォーム型ビジネスの特性を十分に説明で
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きない限界があるため、内部資源やエコシステム視点を統合した包括的分析が求められてい

ることを示す。 

 第 3 節では、実証研究を行う前に、ポーターのファイブ・フォース分析とバーニーの資源

ベース理論（RBV）のそれぞれの研究内容と意義、そして、その限界点を確認する。ポーター

はファイブ・フォース分析によって、新規参入、代替品、売り手・買い手の交渉力、企業間

競争という五要因から産業構造を静態的に分析する代表的な枠組みを説いた。しかし、技術

革新の急速な変化やプラットフォーム型ビジネスにおける協調・エコシステムの重要性を十

分に捉えることが難しいため、動的かつ複雑化するデジタル市場環境では説明力に限界があ

ることを明らかにする。 

 バーニーは RBV 理論によって、競争優位の源泉を企業内部の資源に求め、VRIOフレームワ

ークによって戦略構築の理論的基盤を提供した。一方で、変化の激しいスタートアップ環境

においては、RBV の静態性や資源創出過程への説明力に限界があり、動的環境に対応するダ

イナミック・ケイパビリティの視点との統合が重要であることを示す。 

 第 4 節のポーターの競争戦略論とバーニーの RBV 理論は、経営戦略論の基盤を成すが、変

化の激しいスタートアップ IT 企業には適用に限界があることを考察する。外部環境と内部

資源の二項対立的な視点では不十分であり、エコシステムや探索的戦略を含む統合的かつ動

態的な分析枠組みの構築が必要であることを述べる。 

 第 5節は、外部環境／内部資源の二分法を越えるため、①両利き経営と DCV に基づく学習・

再構成、②企業境界の中間領域におけるリレーショナル・ビュー（プラットフォーム／エコ

システム／コミュニティ）、③制度要因を扱う IBV、④微視的なマイクロ・ファンデーション

の四視角を統合することを述べる。 

 第 6節は、外部環境と内部資源という二分法を超えるために提唱されてきた四つの理論（イ

ノベーション学習、リレーショナル・ビュー、制度要因の視点、マイクロ・ファンデーショ

ン）を紹介し、その限界点を整理する。 
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 第 7 節では、上記の空白を充たすために本論が実施する二つの質的調査研究の必要性と位

置づけを示す。 

 第 2 章では、スタートアップの成長戦略を明らかにするため、研究方法として半構造化イ

ンタビューを用いる。調査 1 では、マザーズ上場 IT 企業 7 社の経営層を対象に経営戦略の

成功要因を探索する。調査 2 では、10万 PV超のオウンドメディア運営経験と 5年以上の SEO

実務経験を有する経営者・マーケッター6名に聞き取りを行い、SEO 施策による集客と顧客接

点形成のプロセスの概念モデルを示す。 

 第 3 章では、調査 1 として、日本のスタートアップ企業が起業後の生存率低下や資金調達

の難しさなど厳しい環境に直面しているが、その現状を踏まえ、マザーズ市場に上場してい

る優秀 IT 企業を対象にインタビュー調査を実施し、その企業がどのような経営戦略をとっ

ているのかを明らかにする。既存研究では大企業中心の分析が多く、IT 業界という特定業種

に焦点をあてた研究は十分に行われていなかった。そこで、マザーズ市場に上場した 7社の

IT 企業の経営者層に対して半構造化インタビューを行った。調査結果から、優秀 IT 企業に

見られる共通する成功要因が浮かび上がる。これら成功要因の実情と背景を事例ごとに整理

し、スタートアップ企業が困難を乗り越え持続的に成長していくための具体的な経営戦略を

示す。 

 第 4章では、調査 2として、スタートアップ IT企業を対象に、消費者との接点を生み出す

有効な手法の一つである SEO 施策に着目し、実際のオペレーションの内実を明らかにする。

スタートアップ IT企業に着目し、6名の経営者およびフリーランスのマーケッターに対して

半構造化インタビューを実施した。質的データ分析法（佐藤，2008）を用いて得られたその

発言内容をコード化・整理した。これらを分析の結果、概念の抽象化をおこなった。分析の

結果、概念的カテゴリーが浮かび上がった。これらを組み合わせた概念モデルを提示し、ス

タートアップ IT 企業がデジタルマーケティングを戦略的に活用する際の具体的プロセスや

成功要因を体系的し、消費者との接点をどのように生み出し、維持・発展させているかを明
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らかにする。 

 第 5章では、第 1章から第 5章までの成果を総括し、本研究の主要仮説と知見を統合して

提示する。本章は「第 1節 結論」「第 2節 考察」「第 3節 意義」「第 4節 課題」から構成さ

れる。  

 第 1節では、調査 1（マザーズ市場に上場する IT スタートアップ 7社への半構造化インタ

ビュー）と調査 2（オウンドメディア／SEO 実務者 6 名への半構造化インタビュー）の結果を

統合し、研究課題に対する最終的な結論を示す。具体的には、（1）上場 ITスタートアップに

共通して観察される成長戦略の要諦、（2）オウンドメディアを基盤とする SEO 施策による消

費者接点創出のプロセスモデル、（3）外部環境と内部資源の二分法を越える統合的枠組み（両

利き経営とダイナミック・ケイパビリティ、エコシステム活用等）の三点に整理して提示す

る。   

 第 2 節では、上記結論を、ポーターのファイブ・フォースおよびバーニーの資源ベース理

論（RBV）の意義と限界に照らし、デジタル市場に特有の動態性・プラットフォーム性を踏ま

えて理論的に検討する。さらに、両利き経営とダイナミック・ケイパビリティ・ビュー、企

業間関係に着目するリレーショナル・ビュー、制度要因を扱う視点（IBV）、およびマイクロ・

ファンデーションの四視角を用いて、スタートアップにおける学習・資源再構成・ガバナン

ス・組織能力の相互作用を解釈し、既存理論との整合性と拡張可能性を論じる。   

 第 3節では、本研究の学術的意義として、外部環境分析と内部資源分析の架橋、および SEO

施策を含むデジタル実務の知見を戦略論の文脈へ体系化した点を明確化する。実務的意義と

しては、マザーズ上場 IT 企業の成功要因の可視化、オウンドメディアを中核とした SEO実装

のプロセス設計指針、ならびに資金調達・人材・組織学習を統合した成長マネジメントの実

務フレームを提示し、起業家・マーケッター・投資家・政策担当者に対する含意を示す。   

 第 4 節では、本研究の限界と今後の課題を整理する。主として、質的サンプルの規模と選

定に伴う一般化可能性の制約、成功企業に偏るサンプルによるバイアス、発言データ解釈に
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内在する研究者バイアス、SEO 領域におけるアルゴリズム変動の影響、業種・市場期の限定

性などを明示する。併せて、量的検証（仮説の統計的検定）、縦断的追跡（成長過程の時間発

展）、国際比較、行動ログやテキストマイニング等の計量的手法の導入、準実験・因果推論デ

ザインによる外的妥当性の強化など、今後の研究課題を提示する。 
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第 1 章 研究領域とスタートアップ IT 企業の経営戦略に関する先行研究

第 1節 スタートアップ企業の定義 

 

 最初に、スタートアップ企業が現在、どのような状態に置かれているのかをその歴史から

おさえるにあたり、スタートアップ企業とはいかなるものかを定義したい。 

 「スタートアップ（Startup）」という語は、今日では単に「新しい企業」という意味にと

どまらず、特定の性質をもった企業形態を指す用語として定着している。琴坂（2019）はス

タートアップを、「成長を目的として新たに設立された小規模な企業」と定義する。 

 OECD（2025）においては、スタートアップは「設立から 5 年以内の若い企業」と定義して

いる。スタートアップ（新興企業）は、イノベーションおよび雇用創出において中心的な役

割を果たす存在として位置づけられており、よって、OECD 諸国では設立 5年以内の新興企業

が雇用の約 20%を占め、新規雇用のほぼ半分を創出していると推定されている。一方で、ス

ケールアップ企業は、中小企業が創出する新規雇用の半分近くを占める傾向があり、政策的

支援の対象として重視されている。このように、OECD はスタートアップおよびスケールアッ

プ企業を、経済成長と雇用創出のための重要な位置付けとなっている。 

 スタートアップという用語は、現代のイノベーション経済の中核的存在として広く用いら

れているが、その概念は時代とともに変容してきた。本節では、1970 年代以前の歴史的文脈

を含めた上で、現代的なスタートアップの定義を再構築したい。 

 企業が新規に設立される現象自体は産業革命以降の資本主義経済において普遍的に観察さ

れてきた。17世紀の東インド会社のような株式会社制度の導入に始まり、19世紀後半から 20

世紀前半にかけての産業資本主義の発展は、多数の新興企業（new ventures）を生み出して

きた。Schumpeter（1934）は、イノベーションを通じて「新結合（new combination）」を生

み出す起業家（entrepreneur）を経済発展の駆動力と位置づけている。彼の理論における「創



   

 

10 

 

造的破壊」は、まさに現在のスタートアップが体現する価値創造の本質と共鳴する。 

 一方で、1970 年代以前の新興企業は主に地場産業や製造業に基盤を置き、技術革新よりも

市場ニーズへの対応や職人的技能の継承によって成長するケースが多かった。この時代の企

業創業は、リスク回避的で、家族経営や中小企業的な性質を強く帯びていた（Chandler, 1977）。

この点において、現代のスタートアップが志向する「急速な成長」や「スケーラビリティ」

とは本質的に異なる経済的ロジックに基づいていた。 

「スタートアップ企業」という言葉が現代的な意味で用いられるようになったのは、1970年

代以降、特に米国シリコンバレーのテクノロジー企業を指して使われるようになってからで

ある。しかし、こうした言葉が普及する以前にも、今日のスタートアップ企業に見られる特

徴──すなわち新しいアイデアの創出、急速な成長志向、イノベーション、外部資金の導入

──を有する企業は存在していた。 

 例えば、17世紀に設立されたオランダ東インド会社（1602 年）は、世界初の公開会社であ

り、現代のグローバル企業の先駆とも言える性質を備えていた。また、19世紀後半から 20世

紀初頭にかけてのエジソン・ゼネラル・エレクトリック社（現 GE）やフォード・モーター・

カンパニーも、創業当初において革新的な技術やビジネスモデルを武器に急成長を目指した

企業であり、現代のスタートアップ企業と共通する側面が見られる。さらに、第二次世界大

戦後の日本においては、ソニー（1946年設立）、ホンダ（1948年設立）、オムロンなどが、新

たな技術や製品をもって市場開拓を進め、急成長を遂げた事例として挙げられる。   

 これらの企業はいずれも「スタートアップ企業」という言葉では呼ばれていなかったが、

その事業内容や成長のプロセスには、現代的なスタートアップの定義に合致する要素が多く

含まれていると言える。すなわち、「スタートアップ企業」という用語が一般的に用いられる

ようになったのは 1970年代以降であるが、その概念的背景に該当する企業は、それ以前から

存在していたのである。1970年代以降、特にベンチャーキャピタルの台頭とハイテク産業の

発展を背景として、「ベンチャー企業」や「スタートアップ企業」といった言葉が広く認知さ
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れるに至った。 

 1970年代から 1980年代にかけて、シリコンバレーを中心とする情報通信技術（ICT）の発

展が、スタートアップという新たな企業形態の台頭を促した（Saxenian, 1994）。特にベンチ

ャーキャピタル（VC）の勃興は、従来の中小企業には見られなかった「ハイリスク・ハイリ

ターン」の資金調達手法を可能にし、短期間での急成長を志向する企業群の出現を加速させ

た。 

 この潮流の中で、「スタートアップ」という言葉は、単なる新規創業を指すものではなく、

再現可能かつスケーラブルなビジネスモデルの探索と実現を目的とする組織形態として認識

されるようになった（Blank, 2010；Ries, 2011）。特にソフトウェア産業、インターネット

産業、そして後のプラットフォーム産業において、スタートアップはネットワーク効果や規

模の経済を前提とした成長戦略を採用する。 

 スタートアップの本質は、Schumpeter が示した創造的破壊のメカニズムを、デジタル技術

とグローバル資本市場の文脈で再解釈した存在である。すなわち、1970 年代以前における「新

興企業」と、現代の「スタートアップ」は、共に新たな事業の創出を目的とする点で連続性

を持ちながらも、その組織論的特徴、資本構造、成長戦略において非連続な進化を遂げたと

いえる。 

 これまで述べてきたように、本研究では、スタートアップについて、高度な不確実性のも

と、再現可能かつスケーラブルなビジネスモデルの発見と検証を目的とし、急速な成長を志

向する一時的な組織形態であり、これは 1970 年代以前の中小企業的創業とは異なり、ベンチ

ャーキャピタルの資金調達モデル、ネットワーク効果、技術革新を前提とした急成長モデル

を特徴としている。 
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第 2節 スタートアップ企業の現状と問題点 

2.1 日本のスタートアップブームと起業環境の変遷 

  

 これまでスタートアップ企業の定義について述べてきたが、次に現在スタートアップ企業

が置かれている状況について考察する。 

 日本においては、1990年代以降インターネット創成期（第一次）、2000年代の ITバブル期

（第二次）、2010 年代のクラウド・モバイル化期（第三次）といった形でスタートアップが

活発化する時期があったが、依然として「ベンチャー企業（スタートアップ）は育たない」

という認識が根強いと指摘されてきた（岩崎, 2018）。一方で、石黒（2005）は、かつての起

業家が「正規ルートから外れたアウトロー」として社会的に認知されていたことを示し、こ

のような社会的評価が日本における起業家数の伸びを阻んできた可能性を論じている。 

 しかし近年、AIやブロックチェーン技術の台頭、投資環境の成熟などを背景とした「第四

次スタートアップブーム」が起こりつつあると岩崎（2018）は論じる。従来の日本ではスタ

ートアップ数や投資額の少なさが課題とされていたが、中村・本庄・池内（2019）は、近年

の起業件数や投資環境の変化により「一定の改善が見られる」と指摘し、とりわけシリコン

バレー型の投資モデルの出現や政府による規制緩和の進展などが起業家・投資家双方にとっ

て大きな後押しとなっていると述べている。また、中村ら（2019）の研究では、テクノロジ

ーの進歩が新規事業立ち上げの初期コストを大幅に削減し、さらに終身雇用に対する認識変

化も相まって、スタートアップが従来よりも魅力的なキャリア選択肢になっていることが示

唆されている。 

 この流れを受け、日本総合研究所（2017）は、起業家の学歴や経歴が変化している点を明

らかにしている。同調査によれば、創業者の約 80％が大学または大学院を卒業・修了してお

り、特に東京大学、慶應義塾大学、早稲田大学といった難関大学の出身者が高い割合を占め

ると報告されている。これは、石黒（2005）の指摘する「アウトロー」イメージとは対照的

に、近年の起業家が「エリートコース」から新たなキャリアパスを模索する傾向を示してお
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り、楽天の三木谷浩史氏のように旧来の大企業を経てスタートアップを興す事例が増えてき

たことを象徴的に示すものである。 

 以上のように、石黒（2005）の「アウトロー」論から岩崎（2018）が提起する「第四次ス

タートアップブーム」に至るまで、先行研究は日本における起業家観の変容や投資環境の整

備プロセスを描き出している。そして、中村・本庄・池内（2019）らの研究や日本総合研究

所（2017）の調査結果が示唆するように、エリート層の起業参入は社会の変化や技術革新と

密接に連動しながら進んでおり、日本のスタートアップは新たなフェーズを迎えていると考

えられる。 

 

2. 2 日本における開業率・廃業率の国際比較と起業動向の実態 

 

図 1 と 2（中小企業庁, 2021）は、2008 年から 2019 年までの期間における日本、アメリ

カ、イギリス、ドイツ、フランスの 5カ国における開業率（図 1）および廃業率（図 2）の推

移を示したものである。 

 まず、図 1 の開業率について見ると、2019 年度時点で最も高いのはアメリカ（13.5%）で

あり、次いでフランス（10.9%）、イギリス（9.1%）、ドイツ（8.0%）、日本（4.2%）の順とな

っている。アメリカは全体を通して高水準の開業率を維持しており、とりわけ 2014 年から

2017 年にかけては 15%前後の水準で推移している。一方、日本の開業率は期間を通じて最も

低く、緩やかな増加傾向を示していたが、2018年度をピークに再び低下している。 
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図 1 各国における開業率の推移（2008～2019 年） 

※（出所）中小企業庁（2021） 

『2021 年版小規模企業白書』図 1-2-20を基に筆者作成 

 

 

 次に、図 2 の廃業率を見ると、2019 年度において最も高いのはイギリス（11.3%）であり、

アメリカ（8.9%）、フランス（8.5%）、ドイツ（4.7%）、日本（3.4%）と続く。イギリスは 2009

年度に 15%近い高い廃業率を記録しており、その後は一定の変動を示しつつも、依然として

高水準で推移している。対照的に、日本は期間を通じて最も低い廃業率を維持しており、2019

年度には 3.4%にとどまっている。 

 以上の結果から、日本は他国と比較して開業率・廃業率ともに低い水準にあることが明ら

かである。このことは、企業の新陳代謝の活発さという観点において、日本が相対的に低調

であることを示唆している。また、開業率の低さが経済のダイナミズムの弱さを反映してい

る可能性がある一方、廃業率の低さは企業の安定性や退出障壁の高さを示す要素ともなり得

るため、その背景には制度的・文化的要因の検討が必要である。 



   

 

15 

 

 

図 2 各国における廃業率の推移（2008～2019 年） 

 ※（出所）中小企業庁（2021） 

『2021 年版小規模企業白書』図 1-2-21を基に筆者作成 

 

 

 一方で、スタートアップを取り巻く環境が整備されつつあるとはいえ、日本社会全体とし

ては依然として起業自体への意欲が低調であると指摘されている。岩崎（2018）は、他国と

の比較において日本の開業率が著しく低いことを問題視し、『2019 年版 中小企業白書』のデ

ータを引用して、日本の開業率（4.2％）は英国（13.5％）、フランス（10.9％）、米国（9.1％）、

ドイツ（8.0％）に比して最下位であると論じている。  

 起業家の数や率の少なさの要因としては、まずベンチャーキャピタル（VC）の資金量やユ

ニコーン企業数が「世界から大きく遅れをとっている」点が挙げられる。内閣府（2022）は、

日本の VC が海外に比べて脆弱であることを指摘し、「由々しき事態」であるとして警鐘を鳴

らしている。また、同調査によれば、日本の規制環境は Web 3.0 を活用したビジネスの展開

を困難にしており、国内ファンダーもこれを問題視しているという。さらに、VCによる投資
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額の規模が米国とは桁違いであることがスタートアップの成長機会を著しく制限していると

され、その結果、Web 3.0 分野の企業が国内で成立しにくく、米国やシンガポールへ優秀な

人材が流出する傾向が続いている（内閣府, 2022）。  

 加えて、日本ではエンジェル投資家やメンターが圧倒的に不足しており、起業家が十分に

育たないという構造的問題も指摘される（内閣府, 2022）。Exit などで会社を売却した起業

家が再び起業に挑戦し、さらに次の世代を支援するような循環型のエコシステムを早期に形

成することが重要であるが、現状では政策面でも未整備の部分が多いとされている。こうし

た課題を踏まえ、日本のスタートアップ・エコシステム構築に向けた施策の必要性が一層強

調されていると言える。 

 

2.3 日本のスタートアップの現状 

近年、日本のスタートアップを取り巻く環境は徐々に改善の兆しを見せている。中村・本

庄・池内（2019）は、シリコンバレー型の投資モデルの普及やテクノロジーの進化によるイ

ンフラコストの低減を指摘し、終身雇用に対する意識変容が起業家にとって追い風になって

いると論じている。一方で、岩崎（2018）は、日本における官僚制度の制限的な性格や、リ

スク・イノベーションに対する文化的な嫌悪感が依然として強く残っている点を強調してお

り、これらが起業率の低迷に結びついていると主張する。 

 さらに、日本社会全体の人口減少に伴う若い起業家層の不足も深刻化している。内閣府

（2022）の調査によれば、ベンチャーキャピタル（VC）の資金量やユニコーン企業数の少な

さに加え、規制の厳しさが Web 3.0 など新興分野のビジネスを阻害していると報告されてい

る。また、米国をはじめとする諸外国と比較すると、日本は VC投資総額やエンジェル投資家

数が圧倒的に少なく、スタートアップ・エコシステム自体が未成熟であることが再三指摘さ

れてきた（内閣府, 2022）。こうした脆弱な資金調達基盤やエコシステムの未整備により、日

本では成功体験を積んだ起業家が再度起業に挑戦したり、新たな世代の起業家を支援したり



   

 

17 

 

する好循環が生まれにくい現状が続いている。 

 以上のように、日本のスタートアップを取り巻く環境は確かに改善傾向にあるものの、官

僚制度や文化的要因による制約、人口減少の進行、資金調達やエコシステムの未熟さなど、

多面的な課題を抱えていることが先行研究から明らかになっている。本論文では、こうした

日本のスタートアップの現状と成長阻害要因を、先行研究の知見を踏まえながらさらに整理・

検討していく。 

 

2.4 スタートアップ、ベンチャーのこれまでの歴史 

  

先にスタートアップの歴史について触れたが、もう一度細かく企業の歴史を述べていきた

い。実際のスタートアップ企業がどのように成長しているのかについて分析していきたい。

後藤（1998）や岩崎（2018）、上谷田（2022）などの先行研究を参照すると、日本におけるス

タートアップやベンチャー企業の歴史は、おおむね四つのブームを経て発展してきたことが

示唆される。第一次ブーム（1970〜1973年）は、いざなぎ景気に代表される高度経済成長期

の終盤に重なり、この時期は 1971 年のニクソン・ショックに端を発する「金余り」現象や、

大手金融機関によるベンチャーキャピタル（VC）の設立ラッシュといった追い風を受け、フ

ァナック（1972 年）、日本電産（1973 年）、キーエンス（1974 年）、コナミ（1973 年）、ぴあ

（1974年）、コナカ（1973 年）、すかいらーく（1974 年）などが次々と誕生した（後藤, 1998; 

上谷田, 2022）。当時の加工組立型産業を背景に、分業制の高度化や独自技術の開発が推進さ

れ、日本列島改造ブームによる投資意欲や好景気下の脱サラブームも起業を後押ししたが、

第 1 次石油危機に伴う不況到来によって投資家のリスク回避傾向が強まり、ブームは沈静化

へ向かった（後藤, 1998）。 

これを引き継いだ第二次ブーム（1983〜1986 年）は、石油危機後の低成長期にあたるが、

省エネルギー化や生産効率化への社会的要請、製造業のハイテク化への移行などがベンチャ
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ー創出を後押しし、ジャストシステム（1979年）、エイチ・アイ・エス（1980 年）、ソフトバ

ンク（1981 年）、CCC（1982 年）、スクウェア（1986年）といった企業が生まれた（後藤, 1998; 

岩崎, 2018）。この時期には日本初のベンチャーファンド組成（1982 年）や大手銀行・証券

会社の VC設立も進んだが、1986年前後にはハイテクベンチャーを中心とした倒産が相次ぎ、

ミスミ（当時の前身企業は 1986 年に倒産）やミサワホーム（同じく 1986 年倒産）などの事

例も重なってブームは沈静化した（上谷田, 2022）。第三次ブーム（1993〜2005 年）は、バブ

ル崩壊後の長期経済停滞期に起こり、楽天（1997 年）、ザインエレクトロニクス（1997 年）、

DeNA（1999 年）など現代の IT分野を代表する企業が設立されている（後藤, 1998）。 

米国を中心に進展した IT 革命の影響や日本経済のグローバル化が相まって、インターネ

ットを活用するビジネスモデルが次々と登場し、政府や自治体も積極的な支援策や規制緩和

を打ち出してジャスダックやマザーズなどの新興市場を整備したため、ITベンチャーの資金

調達環境は大きく改善したものの、2000年前後に起きた「ネットバブル崩壊」によって投資

が一時的に冷え込み、ベンチャー企業の成長は鈍化した（後藤, 1998; 岩崎, 2018）。それで

も、IT 需要の拡大や日本産業の構造転換の必要性など大きな流れは続き、第三次ブームは

2000 年代半ばまである程度の勢いを維持したとされる（後藤, 1998）。こうした流れを踏ま

え、岩崎（2018）は第四次ブームが 2014年頃から顕在化したとしているが、これはスマホや

SNS の普及によるデジタル社会の本格到来、さらに AI や IoT、ビッグデータ、フィンテック

といった新技術が急速に進化したグローバルな動向と呼応している。 

日本でもメルカリ（2013年）、Preferred Networks（2014年）、キューラックス（2015 年）、

ソラコム（2015 年）、ドレミング（2015 年）などが誕生し、政府は 2014年の「ベンチャー創

造協議会」の設立、2015年からの日米の起業家、ベンチャー企業、中堅・中小企業のつなが

りを強化する、「シリコンバレーと日本の架け橋プロジェクト」、2016年の「ベンチャー・チ

ャレンジ 2020」などを通じてスタートアップ支援を強化してきた（岩崎, 2018）。ただし、

上谷田（2022）や後藤（1998）は、官僚制度や文化的要因によるリスク回避志向、人口減少
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に伴う起業家不足、脆弱な資金調達環境、未成熟なエコシステムといった構造的課題がいま

だ残されていることを指摘している。 

こうした課題を集約する形で、内閣府（2022）の調査は、（1）既存規制および各種手続の

複雑さ、（2）成長期の資金調達手段の乏しさと公的支援への依存構造、（3）出口戦略の選択

肢不足（IPO 以外の M&Aなどが浸透しにくい）、（4）社内外を自由に行き来できる環境の未整

備による人材流動性の低さ、（5）海外投資家の参入ハードル、（6）地方部における支援体制

やネットワークの未成熟、（7）起業家教育プログラムや SBIR など既存支援制度の活用不足と

支援機関同士の連携不足、という七つを挙げており、これらは日本のスタートアップ・エコ

システムが抱える根深い問題として見做される。 

また、先行研究を概観すると、日本の起業家がなかなか育たない背景には、文化的・社会

的なリスク回避志向や安定志向（後藤, 1998; 岩崎, 2018）、リスクマネーの不足やエンジェ

ル投資家層の薄さ（上谷田, 2022）、規制・行政制度の硬直性（内閣府, 2022）、大企業志向

が強く人材の流動化が進まない構造、地方創生との乖離、産学連携の不十分さなど、多角的

要因が複合的に作用していることが確認できる。一方で、シリコンバレー型のリスクテイク

文化が日本にも徐々に波及しているほか、テクノロジーコストの低下や終身雇用制度の揺ら

ぎに伴う人材の流動化も進みつつあり、これらのプラス要因をいかに最大限に活用しつつ構

造的課題を克服できるかが今後の焦点となる。 

したがって、本博士論文においては、これまでの四つのブームの背景と推移を批判的に検

討するとともに、日本政府が打ち出すスタートアップ支援施策の実効性や、「地方創生」・産

学連携の具体的事例の分析、さらに文化的・社会的要因が起業行動に与える影響を質的にも

検証することで、日本のスタートアップ・エコシステムを取り巻く現状をより多角的に解明

し、今後の持続的な発展に向けた方策を提示することを目的としたい。 
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2.5 起業家が育たない要因➀銀行ローンが厳しい 

 

日本では中小企業金融において経営者個人の保証が慣行として根強く、個人保証の利用比

率が高い地域ほど起業参入が抑制されることが示されている（Honjo, Ono, & Tsuruta, 2019）。

また、個人保証は経営者のリスクテイクを抑制し、事業承継の障害となり得る（Hoshi & 

Shibuya, 2024）。こうした問題意識から、2013 年(金融庁)には「経営者保証に関するガイド

ライン」が導入され、金融実務の見直しが進められている。 

しかも日本では、負債の譲渡も行われるため、家族や保証人が連帯責任を追うことが日常

的に生じており、このような構造がスタートアップの失敗を過度に恐れる文化を助長してい

ると考えられる。一方で、アメリカの事例と比較し、個人資産にまで責任が及ぶケースは稀

であるため、失敗時のリスクが限定的であることを指摘している。こうした議論は、従来日

本の起業環境の特徴として指摘されており（後藤, 1998; 岩崎, 2018）、特に金融制度や文化

的要因から成るリスク回避的志向が起業家の参入を阻む一因となっていると言えよう。結果

として、資本の集積やチャレンジの繰り返しによるイノベーション創出が進みにくい土壌と

なっており、いかにしてこの無限責任構造を緩和あるいは再構築するかが日本のスタートア

ップ政策における重要な課題として浮上している。 

 

2.6 起業家が育たない要因②－国の後押し 

 

近年、日本政府はスタートアップを経済成長の新たな原動力として位置づけ、その育成に

注力し始めている。たとえば、大企業や大学に蓄積されている優れた知的財産を「見える化」

し、高い機動性と迅速性を備えたスタートアップで「フル活用」することで、技術の社会実

装を通じた事業化を推進し、新たなビジネスの創出・拡大を狙う方針が打ち出されている。

こうした文脈の下、岸田総理は 2022 年 1 月の年頭記者会見において、「戦後の創業期に次ぐ
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日本の創業期を実現するため、本年をスタートアップ創出元年とし、スタートアップ 5カ年

計画を策定して、その創出に積極的に取り組む」との決意を表明しており（上谷田, 2022）、

政府部内でもスタートアップの重要性が一層強調されるようになった。実際、内閣府（2023）

は、人口減少・経済低成長が続く日本では社会全体に閉塞感が広がっていると指摘し、新し

い資本主義のもとで官民協力による旧来型制度・慣習の抜本的見直しを図る必要性を訴えて

いる。その担い手として、社会課題をスピード感をもって解決し、市場に新たな刺激を与え

ることで既存企業の生産性向上を促進するスタートアップこそが期待される存在であるとし、

こうした政策的後押しは今後もさらに拡大すると考えられる。 

 

2.7 起業家が育たない要因③－エンジャル投資が少ない 

 

エンジェル投資の重要性がしばしば指摘される一方で、浜口（2024）は「資金調達では創

業者の自己資金と融資が中心となり、近年はベンチャーキャピタル（VC）を重視する動きが

強まっている」と述べているが、実際の投資額を他国と比較すると日本のベンチャーキャピ

タル投資は依然として小規模である。たとえば、内閣府（知的財産戦略推進事務局, 2021）

によれば、日本のベンチャーキャピタル投資額の対 GDP 比は 0.03%にとどまり、米国（0.4%）、

カナダ（0.18%）、英国（0.08%）と比較しても低水準にあることが確認できる。とりわけ日米

比較を見ると、コロナ禍においても米国の 2020 年のベンチャーキャピタル投資額は前年を

上回る勢いで伸びているのに対し、日本は投資額・件数ともに小規模なまま減少傾向にあり

（内閣官房・経産省, 2021）、このギャップがスタートアップの成長を阻む一因となっている

と考えられる。 

 

2.8 起業家が育たない要因④－投資家・ユニコーンが少ない 

  

日本の投資家やユニコーンに関する先行研究では、近年、ベンチャー企業・スタートアッ
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プの創出・育成を促進するために KPI（重要業績評価指標）を設定し、資金・人材・規制など

多角的な支援策が打ち出されているものの、欧米主要国と比較して企業を取り巻く環境は未

だ十分に整っておらず、成長著しいスタートアップやユニコーン企業の数も低迷していると

される（上谷田, 2022）。中村・本庄・池内らの研究でも、米国や中国、英国と比べて日本の

ユニコーンは規模や数の面で相対的に少ないことが指摘されている。また、サリフ（2024）

は国際的な事例を参照しながら、「新興企業の成長と最終的な衰退を支えるにはエクイティ

資金調達が不可欠である」と強調し、スタートアップがイノベーションを起こし EXIT をする

ためには「より良いアクセス」が必要だと述べている。さらに、VC（内閣, 2022）も「世界

的に見れば日本の資金量とユニコーン数はいまだ周回遅れであり、由々しき事態である」と

論じており、とりわけハイリスク・ハイリターンを伴うディープテック領域における投資家

不足が深刻な課題になっている。実際、岩崎は「ディープテックスタートアップは資金調達

に苦労することが多い」とし、その背景としてベンチャーキャピタル（VC）にとってディー

プテック分野への投資はリスク管理の難易度が高く、資金回収にも長期間を要するため、投

資判断が慎重にならざるを得ない現状を指摘している。 

 

2.9 起業家が育たない要因⑤－組織の問題 

  

スタートアップ企業においては、人材の獲得難が事業成長の大きな阻害要因としてしばし

ば指摘されており、浜口（2024）は「人材確保が十分に進んでいない点こそが日本のスター

トアップ企業の課題」と論じている。特に、日本のスタートアップは製品開発には積極的で

ある一方、人材獲得環境や知財戦略の整備が十分ではないことが問題視されており、自己資

金や民間 VC を重視する資金調達体制と有能な人材を雇用しやすい環境の確保、さらに事業

経験を有する若い経営者の存在が売上成長率と相関することを示唆している（浜口, 2024）。

こうした観点から、経験を有した若手人材へのターゲットを絞ったアントレプレナー支援が
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有効であると指摘している。一方で、米国のスタートアップ企業の 30％以上が 3年以内に廃

業し、5年後の生存率は約 50％に低下するとされており（加藤, 2022）、廃業が雇用損失に直

結する深刻な問題となっている。この生存率の低さは「新しさの不利益（liability of 

newness）」(Stinchcombe, 1965; Aldrich & Auster, 1986) に起因すると考えられ、具体的

には組織体制の未整備や顧客との関係性の弱さ、技術の未成熟により市場ニーズへ対応しづ

らいこと、市場が新規製品を受け入れるまでの時間、既存企業による参入阻止、資金調達や

人材獲得で既存企業に劣後する点などが重なり合って成長を阻害し、結果としてスタートア

ップの生存率の低下につながる可能性が指摘されている。 

 

2.10 起業家が育たない要因⑥－起業家精神が低い 

 

スタートアップ企業が育たない要因として第六に指摘されるのが、日本の起業家精神が相

対的に低いことである。中村・本城・池内（2019）の研究によれば、起業を阻む要因として

は「自己資金の不足」が最も多く挙げられ、次いで「失敗に関するリスク」や「ビジネスア

イデアの欠如」、「マーケティングのノウハウ不足」などが上位を占めていた（本城・池内, 

2019）。特に、「潜在的起業家」においては自己資金不足に対する懸念が顕著である一方、「潜

在的連続起業家」では同懸念は比較的低いものの、「失敗に関するリスク」や「ビジネスアイ

デアの欠如」が「一般起業」タイプよりもさらに少ない傾向が示されている（本城・池内, 

2019）。このように、資金不足や失敗リスクへの不安が依然として大きな障壁となっており、

起業家精神の底上げとともに、起業にまつわる不確実性をいかに軽減するかが課題であると

考えられる。 

 

2.11 起業家が育たない要因⑦－失敗したら再チャレンジできない 

  

鷲見（2023）は、「多くの日本人起業家はリスクに対して保守的である」と指摘し、起業家
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と資金提供者がリスクとリターンのバランスについて同じ選好を共有している必要がある点

を強調する。すなわち、保守的な起業家は銀行や保守的な個人投資家など、同様に保守的な

資金提供者を選好し、保守的な資金提供者もまた保守的な起業家を歓迎するため、双方の意

向が合致した結果として、スタートアップの事業運営がリスクを十分に取れない形で固定化

されてしまうのである（鷲見, 2023）。さらに、ビジネスモデルを変更すること自体が失敗リ

スクや資金提供者の離脱リスクを伴うため、多くの日本のソフトウェアスタートアップでは、

こうしたリスクを冒すことを敬遠しがちであり、結果として保守的な事業運営を続けるうち

にビジネスモデルの柔軟性を失い、高い成長を目指しにくい状況が生じている可能性が示唆

される。 

 

2.12 現状を打開する手立て―エコシステム 

  

近年、スタートアップを取り巻くさまざまな課題を克服する手段として注目されているの

が、スタートアップエコシステム（生態系）の形成であるが（岩崎, 2018）、日本ではこの仕

組みが十分に機能しておらず、特にディープテック（先端科学技術を基盤とする）分野で顕

著に遅れをとっていると指摘される。世界では、IT のみならずディープテックにおいてもス

タートアップがイノベーションを先導し、高成長スタートアップが株式市場や雇用の拡大に

大きく貢献しているが（内閣府, 2024）、日本はエコシステムの未整備ゆえにこうした潮流に

乗りきれていない。実際、内閣府のデータによれば、日本の競争力は過去 30年間で著しく低

下し、2022年時点で日本の GDPは 41,509 ドルとなり、韓国やイスラエルを下回り、OECD加

盟国平均 53,416ドル（野村総合研究所, 2024）よりも大きく下回る現状がある。こうした停

滞を打破すべくスタートアップの成長が求められており、そのための要としてエコシステム

の整備を進める必要性が、内閣府によって改めて強調されている。 

 このように、日本におけるスタートアップ企業の起業環境は、他の先進国と比べるとまだ

まだ厳しい現実に直面している。その一方で、そのような厳しい環境下においても、スター
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トアップとして業績を上げ、ユニコーン企業を目指している企業は存在している。 

 たとえば、マザーズのような新興市場に上場している企業は、厳しい生存競争を乗り越え、

成長し続けている。数あるスタートアップ IT 企業の中でもとりわけ成長を遂げている企業

に焦点を当て、彼らが急成長する要因となった経営戦略とは何かを解明することが本研究の

課題である。 
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第 3節 経営戦略における外部環境と内部環境 

3.1 外部環境と内部環境（内部資源）の概念 

  

 スタートアップ企業が軌道に乗るかどうかは、経営戦略がいかなるものであるかに左右

される。経営戦略を考えるにあたって、これまで外部環境と内部環境に基づいた分析理論

が用いられてきた（琴坂、2018）。 

 外部環境の要因を分析する理論として、マイケル・ポーター（Michael E. Porter）のフ

ァイブ・フォース理論があり、内部資源に基づく戦略を立てる理論については、ジェイ・

バーニー（Jay B. Barney）の資源ベース理論（RBV：Resource Based View)が多く企業に

採用されてきた。 

 琴坂によれば、「外部環境とは、組織の境界の外側に存在し、組織の行動に影響を与えう

る要因すべてを対象とする。最も広く知られている考え方が、知られる考え方が、マイケ

ル・ポーターの『ファイブ・フォース』であろう。この考え方に基づけば、まず、外部環

境の状況を理解する。そのうえで、自己の最適な立ち位置（ポジショニング）を考えるな

ど、その外部環境に適応する最適な戦略を考えることが、外部環境からの「HOW」の典型的

な導き方となる」（琴坂、2018）。 

 外部環境を分析し、競争環境を把握するために、ファイブ・フォース理論(Porter, M. E, 

2018）が活用される。この理論を活用すれば、業界の構造が企業の戦略、競争力、そして

収益性にどのように影響を及ぼすかを理解できる。スタートアップ IT 企業においては、市

場規模、競合動向、消費者ニーズなどが外部環境にあたる。 

 さらに、「内部資源とは、組織の境界の内側に存在し、組織の行動に影響を与えうる要因

すべてを対象とする（外部環境に対して内部環境とも呼ばれる）。代表的な考え方は、ジェ

イ・バーニー(1991)によって取りまとめられた資源ベース理論（RBV：Resource Based View)

である。これは自社の持つ経営資源と、その組み合わせによってもたらされる競争力、さ

らにはその経営資源の組み合わせを刷新していく能力の特性に基づいて、戦略を立案する
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考え方を総称している」（琴坂、2018）。 

 企業内部の経営資源を分析し、経営戦略を立案する理論が資源ベース理論（RBV）である。

RBV は、企業の外部環境に基づく戦略論とは異なるアプローチを取り、内部資源に競争優

位の源泉を求める。スタートアップ IT企業においても、プロダクトや技術力、資金調達な

どが内部資源にあたる。 

 本研究では、スタートアップの経営戦略を考える上で、ポーターのファイブ・フォース

分析とバーニーの RBV理論を軸としながら考察を進める。   

 

3.2 経営戦略における外部環境：ポーターのファイブ・フォース分析理論とその限界点 

 

 先に述べたように、マイケル・ポーターが提唱したファイブ・フォース分析は、産業構造

を分析し、競争環境から経営戦略を考える理論である。 

 具体的には、①新規参入の脅威、②代替品の脅威、③売り手の交渉力、④買い手の交渉力、

⑤企業間競争の五つの要因を分析することで、企業が置かれた外部環境を把握し、「自社が置

かれている競争要因、競争環境を、その特性を左右する五つの要因から分析して理解する」

（琴坂 P159、『経営戦略原論』）ものである。この枠組みは、戦略論の歴史的文脈において、

産業構造（industry structure）に焦点を当て、「利益率の背景に存在する根源的な要因と、

競争のダイナミズム、本質的な構造」（琴坂，P162）を論理的に整理しようとした点に大きな

貢献がある。 

 ポーターがファイブ・フォース分析を提示した 1980 年代は、「市場戦略の収益への影響」

PIMS（Profit Impact of Market Strategy）研究（ Robert D. Buzzell, Bradley T. Gale, 

Ralph G.M. Sultan,1975）や産業経済学（Industrial Organization Economics）の知見を戦

略論に応用した時期であった（ポーター、2018）。 

 それまでは、企業戦略を考える際には、財務指標やマーケティングなどの局所的な見方で

しか分析されてこなかったが、ファイブ・フォース分析は産業全体を俯瞰し、競争環境を構
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造的に整理するフレームワークを提供した。これにより、企業の利益獲得のメカニズムを、

「ブランド・知名度の浸透」、「流通チャネル」という外部要因との関係から説明することが

可能となった。 

 ファイブ・フォース分析の活用により、「競争戦略」は単なる他社との対抗手段だけにとど

まらず、産業構造そのものを理解し、その構造を活かしたり変化させたりするアクションを

含む概念として確立された（Porter, 2008）。  

 たとえば、買い手の交渉力が強い場合には、流通チャネルの多様化やブランド力の向上を

図り、製品の差別化によって買い手の選択肢を制限する戦略が有効となる。また、新規参入

の脅威に対しては規模の経済や学習効果を活かした参入障壁の構築が必要になるといった具

体的な戦略を考えることができた（Porter, 2008）。 

 特定産業における規制の強弱が競争に与える影響を分析する際に、ファイブ・フォースの

観点から参入障壁や代替品の存在などを検討することで、戦略を立てることが可能となる

（Porter, 2008）。 

 ファイブ・フォース分析は比較的シンプルなフレームワークであり、実務家にも直感的に

理解しやすいという利点がある。各要因を一定の指標で整理し、段階的に評価していくプロ

セスが明快であるため、迅速な環境分析を必要とする企業の経営者やコンサルタントに広く

受け入れられた。この使いやすさから、戦略策定の共通言語として定着し、経営者の人材育

成や研修プログラムにおいても広く用いられた。 

 しかし、このファイブ・フォース分析は、広く受け入れられた一方で、現代の経営戦略を

考える上では、いくつかの限界を内包している。 

 ファイブ・フォース分析は基本的に「ある時点」における産業構造を分析の対象としてい

る。一方、近年のグローバル競争下では、技術革新や消費者ニーズの変化などによって、産

業構造が急激に変化しうる。とりわけ ICT 産業やプラットフォーム産業においては、外部ネ

ットワーク効果やエコシステムの発展によって、市場境界が曖昧化・拡大化し、以前は想定
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していなかった新たな競合が台頭するケースも多い。こうした動態的な環境下では、ファイ

ブ・フォース分析が捉える構造は実態から乖離しやすく、企業が柔軟に対応するための指針

としては不十分となる可能性がある。 

 ポーターの枠組みは基本的に「競争」に焦点を当てているが、実際の企業行動には「協調」

や「共創（コ・クリエーション）」といった要素も大きな影響を及ぼす。たとえば、プラット

フォーム型ビジネスにおいては、サプライヤーやコンテンツ提供者、ユーザーが相互に価値

を高め合う「ネットワーク外部性」が競争優位を形成する重要な要素となる。ファイブ・フ

ォース分析は、協業関係を「売り手」と「買い手」の交渉力として片面的に整理はできるも

のの、「補完者（complementors）」の役割を正面から扱うものではない。そのため、アド・オ

ン製品や周辺サービスとの相互作用による競争力強化といった戦略を十分に説明しきれない

という限界がある（Brandenburger & Nalebuff, 2024）。 

 競争優位の源泉を外部環境に求めるポーターの立場は、同時代の産業組織論の流れを受け

継いでいる。しかし、その後に台頭したリソース・ベースト・ビュー（RBV）やダイナミック・

ケイパビリティなどの理論においては、企業内部に蓄積された資源や能力が競争優位の決定

要因として重視される（Wernerfelt, 1984）。 

 ファイブ・フォース分析のみでは、内部のコア・コンピタンスやイノベーション能力の差

異が産業構造分析にどのような影響を与えるかを十分に説明できない。ファイブ・フォース

分析は主として外部要因にフォーカスする手法であるため、単独では不十分といえる（Barney, 

1991）。 

 ファイブ・フォース分析は（Narayanan, V. K. & Fahey, 2005）、主として成熟した先進国

市場における営利企業間競争を分析対象として想定している。そのため、市場制度が未整備

であったり、政治・文化的要因が企業行動を大きく左右したりする新興国市場では必ずしも

当てはまらないケースが多い。 

また、政府機関や NPO、公共財を扱うセクターなど、利益最大化を単純な指標としない組
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織を分析する際にも、ファイブ・フォース分析の前提となる「競合（競争）による利益獲得」

という考え方は馴染みにくい（Narayanan, V. K. & Fahey, 2005）。 

こうした領域では、行政との関係や社会的影響力を分析する視点が不可欠となり、ポータ

ーの理論が想定していない要素が大きな重みを持つ。 

 ポーターのファイブ・フォース分析は、付近で「取引コスト・資本移動・競争法」の３つ

の前提は先進国でこそ成立するが、新興国では必ずしも充足しないとの批判がある

（Narayanan & Fahey, 2005）。ファイブ・フォース分析は、制度的に整備された市場を暗黙

の前提としており、新興国のように制度的環境が未整備な市場においては、理論としての説

明力が相対的に低下すると考えられる。 

 現在、デジタルプラットフォーマーが多様な産業を横断しながらエコシステムを拡大して

いる。GAFAM（Google, Apple, Facebook, Amazon, Microsoft）などを例に挙げるまでもな

く、市場境界そのものが変容し、「プラットフォーム vs プラットフォーム」の対立や、スタ

ートアップ企業の新規市場創造などが活発に起こっている。これらのビジネスモデルは、利

用者や加盟企業数の増加によるネットワーク効果が価値創造の中心となることが多く、従来

型のフォース（脅威・交渉力）だけでは説明が不十分となる。すなわち、プラットフォーム

上での利害関係者との協働（協調）や、データ資産の独占・活用といった新たな競争要因を

考慮する必要がある。よって、プラットフォームを基盤とするスタートアップ IT企業におい

ては、ポーターのファイブ・フォース分析では限界があるといえる。 

 ポーターの５フォース分析は、戦略論における外部環境分析の枠組みとして、そのシンプ

ルさと汎用性によって現在も大きな影響力を持つ。企業が自社を取り巻く産業構造を把握し、

競争戦略の方向性を考えるうえでは有用であり、経営教育や戦略コンサルティングの現場で

広く実践されている。一方で、急激な技術革新やプラットフォーム型ビジネスの台頭に代表

されるように、経営環境のダイナミズムが増す時代においては、静態的かつ競争中心的な分

析枠組みにとどまるファイブ・フォース分析の限界が鮮明になっている。 
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3.3 経営戦略における内部環境：バーニーの RBV 理論とその限界点 

 

1991年にジェイ・バーニーによって提唱された RBV は、経営戦略論において画期的なパラ

ダイム転換をもたらした理論である。 

 従来のマイケル・ポーターによる競争戦略論が、産業構造という外部環境に収益性の決定

要因を見出していたのに対して、バーニーは企業内部に存在する資源や能力こそが持続的競

争優位の源泉であると主張した（Barney, 1991,p.101）。この理論は、企業の異質性を前提と

し、なぜ同じ産業内で企業ごとに収益性が異なるのかを説明する理論的基盤を提供した点で、

戦略研究における重要な理論的進展と位置付けられる（琴坂, 2018）。 

 特にバーニーは、持続的競争優位を生み出す資源の要件として、「①Variable（価値がある

か）」「②Rare（希少性があるか）」「③Inimitable（模倣困難か）」「④Organization（代替不

可能性）」 の４つの指針から構成される。いわゆる「VRIO フレームワーク」を提示した（Barney, 

2001）。この枠組みは、企業が保有する無形資産、組織文化、人的資本、知的財産、組織プロ

セスといった内部資源の質を理論的かつ実務的に評価するための有効な指標となっている

（Barney, 1991; Barney, 2001）。 

 さらに、RBV は静的な資源の優位性にとどまらず、ティースらによるダイナミック・ケイ

パビリティ理論（Teece et al., 1997）への発展的な橋渡しの役割も果たした（琴坂、2018）。

すなわち、環境変化が激しい状況下においても、企業が自らの資源基盤を継続的に再構成し、

適応し続けるための組織能力が競争優位の持続に不可欠であるという視座が、RBV の発展形

として提示されたのである（Teece et al., 1997, p. 1）。 

 もっとも、RBV は理論的貢献が大きい一方で、いくつかの限界を内包する。 

 第一に、その理論は主に安定的かつ成熟した産業環境を前提としており、変化のスピード

が極めて速いスタートアップやデジタル産業に対する高い適用性を持つとは限らない。RBV

は基本的に静的な理論である(Priem and Butler, 2001)。RBV は、基本的に静的な理論であ
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り（Priem and Butler, 2001）、ある時点における資源を特定することに集中し、これらの資

源がどのように創出されたかを扱う。 しかし、RBV の最近の拡張であるダイナミック・ケイ

パビリティ・ビュー（ Eisenhardt and Martin, 2000; Teece, Pisano and Shuen, 1997）

は、将来の資源創造 のプロセスを扱っている。ダイナミック・ケイパビリティ・ビュー(DCV)

は 、急速に変化する環境に直面する組織が、新しい資源を創造したり、資源構成を更新した

り、変更したりする能力に焦点を当てている。 

 RBV は、基本的に静的な理論であり、ある時点における資源の特定に焦点を当てている。

それらの資源がいかに創出されたかについてはあまり扱っていない（Priem & Butler, 2001）。

言い換えれば、RBV は企業が「現時点でいかなる競争優位の源泉を有しているか」に注目す

る一方で、その競争優位がいかにして形成され、変化する市場環境の中で持続的に維持され

るかという視点については限定的である。 

 これに対して、RBV の拡張理論であるダイナミック・ケイパビリティ・ビュー（Dynamic 

Capability View：以下 DCV）は、変化の激しい環境下において組織が新たな資源を創造・再

構成・更新する能力に注目しており、将来の競争優位の源泉としてのプロセスを重視する

（Eisenhardt & Martin, 2000；Teece, Pisano & Shuen, 1997）。すなわち、DCVは企業が外

部環境の変化に柔軟かつ能動的に適応し、自らの資源構成を動的に変化させる能力こそが、

持続的な競争優位を実現する鍵であると捉えている。こうした視点は、RBV が抱える静態的

分析の限界を補完する理論として位置づけられる。 

 このように、RBV と DCV は、企業の競争戦略を理解する上で異なる視点を提供しており、

両者の比較はコーポレート・レベル戦略の形成に示唆を与える（Bowman & Ambrosini, 2003）。

特に ITスタートアップにおいては、事業初期段階における資源自体が未成熟であり、資源の

蓄積よりも機動的なピボット（事業転換）や迅速な顧客獲得の戦略が競争優位に直結する場

合が多い。 

 第二に、RBVは「どのようにして価値ある資源が獲得するのか」「どのタイミングで資源の
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価値が変動するのか」といった動的な視点が弱い。スタートアップ企業における主要な成功

要因は、資源の希少性や模倣困難性の有無よりも、市場の先行者優位（first-mover 

advantage）、ネットワーク効果、プラットフォーム構築力など、よりマクロかつ時間依存的

な要素に依存する傾向が強い（Eisenmann et al., 2006）。RBV はスタートアップの競争優位

を説明するうえで、動的な戦略形成や環境適応のプロセスを十分に説明できないという課題

を持っている。 

 その後、研究は RBV を変化の激しい市場にあわせて拡張させたものとなった（ Teece et 

al., 1997）。その理由は、RBV では、急速で予測不可能な変化の状況において、特定の企業

が競争優位を確保する方法とその理由を十分に説明できなかったからである。競争環境が変

化するこうした市場では、企業のマネージャーが「急速に変化する環境に対処するために、

内部と外部のコンピテンシーを統合し、構築し、再構築する」(Teece et al., 1997, p.516） 

ダイナミック・ケイパビリティが、持続的な競争優位性の源泉となる。特に、知識資源の操

作は、そのような市場において極めて重要である（Grant, 1996; Kogut, 1996）。 
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第 4節 経営戦略における外部環境と内部資源の理論上の課題 

 

 先行研究を概観すると、スタートアップ企業に関する文献は、個々の企業に焦点を当てた

研究が多く、経営や起業志向にその要因を見いだし、資金や資源へのアクセスへの研究が多

いといえる（Hemmert et al., 2022）。 また、スタートアップに関する研究は、主に北米や

欧州諸国の研究に焦点を当てたものが多く、普遍的に適用できるものであるかは、限られた

考察しかなされていないのである（Hemmert et al., 2022）。  

 経営戦略を考える上でのポーターとバーニーの理論についても、「21 世紀を迎え、経営戦

略をめぐる議論は新たな局面に突入した。世界市場を舞台とした寡占企業間の競争を分析す

ることや、急速な成長を果たした新興企業の研究から、ポーターの立論に対しても、またバ

ーニーの立論に対しても疑問の声が生まれてきた」と琴坂は述べている（琴坂、2018）。 

 続けて琴坂は、「第一に、たとえばインターネットの成長で無数に生まれた寡占市場での競

争戦略を分析するにあたり、産業構造の分析でもなく、企業内部の資源や知識や能力でもな

く、限られた寡占企業間によるゲームや策略に基づく駆け引きが重要である可能性が認知さ

れてきた。寡占市場における競争は、限られた寡占企業間による相互の読み合いと、各企業

の行動に対するそれぞれの反応が競争の行方を左右する。こうした企業の行動を理解するに

は、絶えず移り変わる市場や資源の分析から議論を進めるよりも、競合間の直接的な関係を

論理的に読み解くことから議論を進める方が、より明確な示唆を得られることがある」（琴坂、

2018）という。 

 さらに、「また第二に、短期間で急成長し、そして市場を席巻するまでに至ったいくつかの

企業の戦略構築が創発的であること、すなわち、事前に立案された計画や長期的な事前計画

に必ずしも基づいていないように見えたことも重要である」（琴坂、2018）と述べている。 

 これまでの考察をまとめると、マイケル・ポーターによるファイブ・フォース分析および

ジェイ・バーニーによる RBV 理論は、現代の経営戦略論における双璧をなす理論的枠組みで
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あった。前者は産業構造に基づく外部環境要因を、後者は企業内部の資源と能力をそれぞれ

競争優位の源泉として体系化した。しかしながら、急速に変化するデジタル経済下において、

特にスタートアップ IT 企業の経営戦略を分析する際には、これら従来のフレームワークの

みでは理論的にも実務的にも十分とは言い難い。 

 第一に、ポーターの競争戦略論は市場の構造的安定性を前提としており、参入障壁、買い

手・売り手の交渉力、代替品の脅威、業界内競争の強度といった静態的な指標を中心に構成

されている。しかし、スタートアップ IT企業が直面する市場は、ネットワーク効果、プラッ

トフォームの競争、アルゴリズムの進化、規模の経済ではなく「スピードの経済」が支配す

る極めて動的な環境である（Eisenmann et al., 2006）。そのため、5フォース分析は業界境

界が曖昧になりやすいデジタル産業において適用の限界を露呈している。 

 第二に、RBV は企業内部の資源に注目する点で理論的な補完性を有するものの、その基本

的な前提は、既に確立された希少かつ模倣困難な資源が競争優位をもたらすという静態的な

資源観に依拠している。しかし、スタートアップ IT 企業においては、そもそも安定的な資源

基盤の未整備が一般的であり、むしろ「探索（exploration）」と「機動性（agility）」の方

が重要な競争要因となる（Sarasvathy, 2001）。また、顧客ニーズの不確実性や技術の陳腐化

スピードが著しい状況下では、資源そのものの価値が流動的であり、VRINモデルの適用には

根本的な限界が存在する。 

 さらに重要なのは、現代のスタートアップ企業が、外部のエコシステムとの相互作用を通

じて価値を共創する構造にある点である。API 経済、オープンソースコミュニティ、クラウ

ドサービスの普及により、企業の境界は極めて曖昧化している。このような状況においては、

企業内部の資源のみならず、外部のパートナーシップ、ユーザーコミュニティ、データネッ

トワークといった、企業外部の資源や関係性が競争優位の決定要因として極めて重要である

（Jacobides et al., 2018）。 

 したがって、スタートアップ IT企業の経営戦略を適切に分析するためには、ポーターによ
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る外部環境分析とバーニーによる内部環境分析の二項対立的な枠組みにとどまらず、両者を

統合的かつ動態的に捉える新たな理論的アプローチが不可欠といえる。 

 次にこの二項対立を超えた新たな理論について説明する。 
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第 5節 外部環境と内部資源の二分法を超える統合戦略論 

 

 本節は、外部環境と内部資源の二分法を超えるために、2000年代以降に進展した四つの視

角―①イノベーションを軸にした学習・再構成プロセス、②企業境界の中間領域におけるリ

レーショナル・ビュー（プラットフォーム／エコシステム／コミュニティを含む）、③制度要

因を扱うインスティチューション・ベースド・ビュー（IBV）、④より微視的なマイクロファ

ウンデーション―を統合して整理する。 

 

5.1 イノベーションを軸にした立論：両利きと DCV の結節    

 

ジェームズ・G・マーチ（1991）は、組織における学習について、「知の探索（exploration）」

と「知の深化（exploitation）」という 2つのプロセスで説明した。知の探索は、新しい可能

性を模索する活動であり、実験、革新、リスクを伴う試みを含む。その成果は不確実で時間

がかかるが、長期的に大きな変革をもたらす。知の深化は、既存の知識や能力を活用して効

率や成果を高める活動である。短期的な利益を確実に生み出すが、環境変化に対応する柔軟

性を失う危険がある。 

 マーチは、組織がこの二つの間でバランスを取ることの難しさを指摘する。深化に偏れば

効率性は高まるが、やがて陳腐化し衰退する。探索に偏れば新しい知識は得られるものの、

安定的な成果を欠く。したがって、組織が持続的に成長するためには、探索と深化の両立を

図る仕組み（例：資源配分、ガバナンス、組織文化）が不可欠であると論じた。この視点は、

その後のイノベーション研究や両利き経営（ambidexterity）の理論に大きな影響を与えた。 

O’Reilly & Tushman（2013）は、「現状の活用と未来の開拓の両方で実際に大きな成功を

収めている企業」を「両利きの組織」と呼び、これは「漸進的な利益を追求しながら、抜本

的あるいは破壊的イノベーションを開拓しようとする先見性のある経営陣にとって、実用的
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かつ実証済みのモデルを提供すると確信している」と述べる。実証的にも、両利きの度合い

は成長・収益性と結びつき、成立条件としてトップの統合的リーダーシップや柔軟な資源配

分が重視される。探索を支える土台は吸収能力であり、新たな知識を取り込み・同化し・活

用できるかに加え、知識の統合や製品の基本設計の再結合が必要となる。 

 オープン・イノベーションは、社外から「入れる」、社内知を社外へ「出す」設計を通じて、

開放の利得と保護コストのバランスを取る枠組みである（Chesbrough, 2003）。「様々な事業

は本質的に閉鎖的なものから完全に開放的なものまで連続体に位置づけられ」、「オープンイ

ノベーションモデルでは、企業は外部（および内部）のアイデアを、外部（および内部）の

資源を活用して商業化する」。 

 これらを実際に動かすオペレーティング原理がダイナミック・ケイパビリティ（DCV）であ

る。Teece（2007, 2018）は、機会を感知（sensing）し、資源を捕捉（seizing）し、事業・

資産を再構成（transforming）する一連の流れとして整理した。Eisenhardt & Martin（2000）

や Winter（2003）は、動的能力を実現するには「資源を素早く再配分すること」や「能力を

階層的に整えること」が大事だと説明している。さらに、製品や組織をモジュール化すると、

変更の単位が小さくなり再構成コストも下がるので、両利き×DCV の実装がしやすくなる

（Baldwin & Clark, 2000; Nonaka & Takeuchi, 1995）。ただし、プロセス管理をやりすぎる

と探索が抑えられてしまうため、効率と新しい挑戦のバランスをとることが重要である

（Benner & Tushman, 2003）。 

 

5.2 中間領域・関係性の視点（relational view）：プラットフォーム、エコシステム、コミ

ュニティ 

 

 プラットフォーム、エコシステム、コミュニティのように「外部と内部の中間」にある関

係性から価値を生む視点からの先行研究としては以下のものがある。 



   

 

39 

 

 リレーショナル・ビューとは、企業の競争優位が自社内部の資源や仕組みのみに依拠する

のではなく、他社との関係の設計を通じても創出されるとする視座である。 

 具体的には、特定の取引関係に固有の投資（関係特有の投資）、知識や情報を円滑に交換す

るための仕組み（知識共有ルーティン）、互いの強みや資源を組み合わせること（相補的資源

の結合）、さらには当事者双方にとって利益が確保されるようにする統治の枠組み（インセン

ティブ整合的ガバナンス）といった要素が中核をなす。 

 すなわち、競争優位は単一企業の内部に閉じた活動によって獲得されるのではなく、企業

間の協働関係をいかに設計し、制度化するかによってもたらされる超過利得として理解され

るべきである（Dyer & Singh, 1998）。ダイアーとシンは、「企業の重要な資源は企業境界を

越えて存在し、内部資源やルーティンに組み込まれている可能性がある」といい、「競争優位

性を理解するための分析単位として、企業間の関係がますます重要になっている」ことを指

摘している。 

 関係性視点は、企業レベルの経営戦略において、資源基盤的視点や産業構造的視点と相互

に関係しうることを示している。ここで契約と信頼は代替関係ではなく補完関係にあり、企

業がネットワークに埋め込まれる度合いや繰り返し取引の経験、さらにはアライアンスを運

営する能力が成果を左右する要因となる。同時に、知識をいかに保護するかとスピルオーバ

ーを許容するかというトレードオフ、ならびに全体としての価値創出と自社が獲得する取り

分とを明確に区別することが、持続的な成果を確保する条件となる（Oxley & Sampson, 2004; 

Lavie, 2006）。 

 プラットフォーム論は、経済学における二面（多面）市場理論と、工学・経営におけるモ

ジュール化アーキテクチャ論を統合する視角として発展してきた二面市場論では、利用者群

間に作用する間接ネットワーク外部性を前提に、価格水準と価格構造を分離して設計する必

要性が示され、補助金サイドの選定や料金体系の設計が戦略上の核心に位置づけられた

（Rochet & Tirole, 2003）。これにより、鶏卵問題やマルチホーミングの条件を厳密化し、
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プラットフォーム競争が必ずしも「勝者総取り」ではなく「勝者ほぼ総取り（winner-takes-

most）」に収斂する場合があることが理論化された。一方で、工学および経営の観点からは、

製品やシステムのモジュール性と設計ルールが補完者の参入コストや探索可能な範囲を規定

することが指摘されており、コアと補完群を分業的に組み合わせる設計論が展開されている

（Baldwin & Clark, 2000）。 

 エコシステム論は、企業を孤立した主体としてではなく、生態系の一構成員として捉え、

相互作用を通じて価値が創出されるという視角を提示するものである。 

 その端緒は Moore（1993）に遡ることができ、同氏は従来の産業という境界に閉じた競争

観ではなく、企業は多様な主体が共存・競合する生態系の中で生存と発展を模索する存在で

あると指摘した。すなわち、企業の競争戦略は産業分析のみに基づくのではなく、補完者、

顧客、規制当局などを含む多様なステークホルダーとの動的関係性に依拠するという認識で

ある。 

 これに対し、Adner（2017）はエコシステムをより精緻に「構造」として把握する枠組みを

提示した。具体的には、価値提案の実現に不可欠なアクター群の特定、アクター間の依存関

係の明示化、さらにはシステム全体のパフォーマンスを規定するボトルネックの所在を分析

単位として抽出することを通じて、エコシステムを戦略研究の操作可能な分析対象とした点

に学術的意義がある。 

 従来は中核企業がいかに標準化や資源提供を通じて生態系全体の健全性を保つかに関心が

集中していたが、近年はむしろエコシステム全体のネットワーク的構造をどのように設計し、

どこにアライメント・リスクやボトルネックが存在するのかを把握することが中心課題とな

りつつある。このように、エコシステム論の展開は、個別企業の主導戦略から、より包括的

な構造的分析への転換を示しているのである。 
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5.3 インスティチューション・ベースド・ビュー（IBV） 

 

インスティチューション・ベースド・ビュー（IBV）は、資源ベース論（RBV）に並ぶ第三

の視角として、企業行動が制度環境に規定されることを強調するものである。North（1990）

は、制度を法規制や知的財産などの形式的制度と、規範や慣行といった非形式的制度に二分

し、これらが取引費用、正当性、資源アクセス条件を通じて企業戦略の可能性を方向づける

と論じた。また Peng（2009）は、新興国の「制度的空白」に注目し、企業がビジネスグルー

プや業界団体を通じて制度的補完を行いながら参入・提携・撤退の選択を進める必要性を示

した。 

 制度の質は、契約とリレーショナル統治の最適な組み合わせや、プラットフォーム設計に

おける補完者へのインセンティブ付与にも直結する。例えばデジタル・プラットフォームで

は、競争政策やデータ保護規制といったルール束が、価格構造の設計や境界資源の開放度を

規定し、補完群の利得配分を決定づける。さらに、制度は外生的制約にとどまらず、企業は

ロビー活動や標準化への関与などのノンマーケット戦略を通じて制度形成に参加しうる。こ

の点で IBV は、制度変化を感知し、ビジネスモデルやガバナンスを再設計するダイナミック・

ケイパビリティ論と相補的である。 

 総じて IBV は、企業が直面する制度環境を戦略の設計空間として提示し、制度そのものを

戦略対象とみなす視座を与える。North による制度概念の二層構造と Peng による新興国研究

は、この枠組みの基盤を形成し、戦略研究において制度次元を不可欠な要素として位置づけ

たのである。 

 

5.4 マイクロ・ファンデーション視角：認知・ルーティン・相互作用   

 

マイクロ・ファンデーションは、ミクロ的な行為や認知といった個別現象が、どのように
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してマクロ的な社会現象や組織成果へと連関するかを問題意識とする視角である（Barney & 

Felin, 2013）。この視角の意義は、同一の組織構造や戦略であっても、意思決定者が何に注

意を配分し、どのような認知的枠組みを形成し、いかに学習を進めるかによって、成果が分

岐しうることを説明可能にする点にある。すなわち、組織の表層に見える戦略や構造の背後

で、個人レベルの注意・認知・相互作用が果たす役割を解明することで、マクロな成果を理

解するための因果メカニズムがより明確になるのである。  

 Nelson & Winter（1982）は、組織ルーティンを固定的な手順ではなく、状況に応じて更新

され学習を通じて進化する「生成的システム」として捉え直した。これにより、ルーティン

の柔軟性が競争優位の持続を規定するとの理解が深まった。また、経営者の認知はダイナミ

ック・ケイパビリティ（DCV）の「感知（sensing）」に直結し、不確実な環境下での機会の認

識や仮説形成を左右する。 
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第 6節 外部環境と内部資源の二分法を乗り越える統合戦略論 

 

本節は、外部環境と内部資源の二分法を乗り越えるために、2000 年代以降に進展した四つ

の視角、すなわち、①イノベーションを軸とする学習・再構成プロセス（両利き／ダイナミ

ック・ケイパビリティ：DCV）、②企業境界の中間領域におけるリレーショナル・ビュー（プ

ラットフォーム／エコシステム／コミュニティを含む）、③制度要因を扱うインスティチュ

ーション・ベースド・ビュー（IBV）、④より微視的なマイクロ・ファンデーションを概観し

てきたが、これらの理論の限界点を整理したい。そのうえで、本論が実施する二つの質的調

査研究の必要性と位置づけを明確化する。 

 第一に、統合フレームの実装可能性が十分に確立されていない点である。両利き研究と DCV、

ならびに中間領域に関する知見は概念的には整合しているものの、現場で活用可能な「実装

単位（具体的なプロセス・ルーティン・境界資源）」が明確に特定・測定されていない。たと

えば、契約と信頼をどのように組み合わせるか、審査ガイドラインといった境界資源をどの

ように設計・運用するか、補完者ガバナンスをいかに定義し改善するかといった変数の操作

化が不十分であり、具体的な測定方法や改善手順が未整備である。 

 第二に、ミクロからマクロへのつながり方が十分に明らかになっていない。経営者の意識

や判断（ミクロ）が組織の仕組みや関係性の設計（メゾ）を通じて、制度への対応（マクロ）

へとどうつながるのかを示すプロセスの可視化ができていない。 

 第三に、補完者や周辺企業の視点が欠けている。研究は中核企業ばかりに焦点を当てがち

であり、スタートアップや中小の補完者が、境界資源や価格、規約にどう対応し、どのよう

に価値を得るのかは十分に明らかにされていない。 

 第四に、デジタルのマーケティング領域の理論的位置づけが不十分である。SEO、オウンド

メディア、KPIダッシュボードなどは、関係設計を支えるインターフェースであると同時に、

DCV における sensing（環境を感知する）装置としての役割も担っている。しかし、戦略論に



   

 

44 

 

おいては依然として周辺的にしか扱われていない。 

 第五に、日本やアジアの状況、産業ごとの特徴を十分に考慮していない。研究は欧米中心

であり、日本の成長市場（旧マザーズ）で見られる資金制約や人材観、M&A の使われ方、倫理

観などが反映されていない。 
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第 7節 本論の二つの質的調査研究が要請される理由と位置づけ 

本論文は、競争戦略論における外部環境の視点（ポーター）と内部資源の視点（バーニー）

に学びつつ、その後に発展した四つの統合的視角――①イノベーションを軸にした学習・再

構成プロセス（両利き／ダイナミック・ケイパビリティ）、②企業境界の中間領域におけるリ

レーショナル・ビュー（プラットフォーム／エコシステム／コミュニティを含む）、③制度要

因を扱うインスティチューション・ベースド・ビュー（IBV）、④より微視的なマイクロファ

ウンデーション――を踏まえる。にもかかわらず、これらの理論群を総合しても、日本の IT

系スタートアップにおける「成功戦略」を実務レベルで分析・提示しうる枠組み（＝現場で

操作可能な実装単位・判断基準・プロセスを備え、意思決定や学習、組織・関係設計、制度

対応を一貫的に導くフレーム）は、なお不十分である。とりわけ、既存理論は抽象概念とし

ては整合的であっても、実務で扱える“操作化（operationalization）”――たとえば、ど

のルーティンをどの順で回し、何を指標としてモニタし、どの境界資源を開閉するか――の

提示に乏しい。加えて、日本固有の資金制約・人材慣行・市場制度といった前提条件を織り

込んだ「日本発の実装知」を理論に接続する作業は、依然として道半ばである。これが、本

稿が埋めるべき中心的な空白である。 

 本研究が二つの質的調査を要する理由は、先行研究に明確な空白があるためである。第一

に、優秀企業研究は清水（1986）や新原（2006）以降、財務指標や一般条件から「良い企業」

の共通性を論じてきたが、対象は主として大企業・業種横断であり、成長市場（旧マザーズ）

で上場後も拡張を続ける IT 企業の経営現場における資源配分・人材設計・M&A・倫理運用と

いった「動かせる実装単位」や意思決定プロセスを具体にたどった研究は乏しい。実際、先

行研究は大企業中心で、特定業種（とくに IT）に焦点を当てた検討が十分でないことが指摘

されている。したがって、調査１では、グロース（旧マザーズ）上場 IT企業の経営者層への

半構造化インタビューにより、実装単位の共通性と差異を質的に抽出する必要がある。 

 第二に、デジタルマーケティング、なかでも SEO に関する研究は、クリック率や検索順位
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など量的指標の効果測定に偏りがちで、スタートアップがどのようにキーワード選定、コン

テンツ運用、KPI 管理を組み合わせて消費者との接点を設計・運用しているのかという実務

プロセスの記述が不足している。とりわけ、集客の仕組みや接点形成の実態を質的に明らか

にした研究は見当たらない。ゆえに、調査２では、スタートアップ IT 企業の経営者・実務家

に対する半構造化インタビューを通じて、SEO 運用のプロセスモデルを構成し、判断基準と

手順を整理する。 

 本論文は、以上二つの調査を相補的に位置づけ、企業レベルの経営戦略と市場側の接点設

計を同一文脈で橋渡しすることで、日本の IT スタートアップの成長戦略研究に実証的基盤

を与えることを目的とする。 
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第 2 章 研究方法と調査に関する先行研究 

第 1節 研究の方法 

 

スタートアップ経営の成功要因とスタートアップの SEO 戦略の成功に関する要因を明らか

にすることで、スタートアップ企業における成長戦略を検討するという研究目的に対して、

以下の研究方法をとる。 

 本研究の研究方法は、成功している経営者とマーケッターを対象に、半構造インタビュー

調査を実施することである。本研究における成功とは、マザーズに上場しているスタートア

ップ企業で、直近二期連続で売上高、経常利益率が伸び、かつ自己資本利益率が安定的であ

ることを指す。また、SEO 施策において成功とは、10万 PV 以上のアクセスを集めたオウンド

メディアであることを指す。 

 調査 1 では、IT 関連の業種に着目し、成功要因を探るため、優秀な IT 企業の経営者層に

半構造化インタビューを設計した。定性調査の目的は、成長を続けるスタートアップ IT企業

において、起業家や経営幹部が重視する経営戦略の要因を見つけ、考察し、成功要因を浮か

びあがらせることである。調査 2 では、実績のある経営者やフリーランスのマーケッターを

対象に半構造化インタビューを設計した。この定性調査の目的は、SEO 施策を行うマーケッ

ターがどのように集客し、顧客との接点を生み出しているかのプロセスの概念モデルを構築

し、体系化することである。SEO 戦略がどのように実践されているのかをあきらかにする。

それにより、SEO 施策を行うマーケッターがどのように集客し、顧客との接点を生み出して

いるかのプロセスの概念モデルを構築し、体系化することである。 

 優秀な IT企業の経営者層への定性調査（調査 1）について、インタビュー調査の対象企業

は、次のように選定した。本研究の対象企業としては、マザーズ市場に上場している IT企業

のうち、東証一部（現・東証プライム）への市場変更要件を満たし得る企業に限定した。当
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時のマザーズ市場から東証一部へ移行するためには、直近 2年間の利益総額が 5 億円以上、

また上場時の時価総額が 40億円以上といった厳格な基準を満たす必要がある。すなわち、成

長性（売上高）と収益性（経常利益および自己資本利益率）が高水準のマザーズ上場 IT 企業

のみが、市場変更の対象となり得ると考えられるため、本研究でもこれらの指標を基準とし

て研究対象を絞り込んだ。2014年 2月時点で、マザーズ市場に上場している企業は 192社で

ある。IT 上場企業の総数は 62 社存在し、優秀企業の定義にしたがって絞り込むと、対象は 

9 社となった。マザーズ市場における優良企業の 9社は、2014 年 4 月に東証一部への市場

変更をしたため、2 社が対象から外れて、本研究の対象となる優良企業 7 社存在した。優良

企業は、ブイキューブ、オークファン、エイジア、サイオステクノロジー、エンカレッジテ

クノロジ、リアルコム、アステリアの 7 社を対象とした。これらの企業が当時の東証一部へ

の市場変更要件（利益総額や時価総額など）を満たし得る潜在性を備えていることから、本

研究では「成功している IT企業」の代表例とみなすことができる。この７社に対して対面に

て半構造化インタビューを行った（60 分〜90 分程度）。（実施期間は 2014 年 4 月 1 日から 8

月 31 日の間）。なお、調査対象者のコメントの概要は、付録表 1に掲載している。 

 また、実績のあるスタートアップの経営者やフリーランスのマーケッターの定性調査（調

査 2）については、インタビュー調査の対象者を次のように選定した。本調査対象者の選定

にあたっては、以下の四つの基準を設定した。第一に、天野（2023）の指摘する 10 万 PV 以

上のオウンドメディアを「成功」と見なす指標を満たしている者を対象とした。第二に、SEO

施策の実務経験が 5年以上あることを必須要件とした。第三に、障害者雇用サービスや自動

車製造、フィットネス、不動産、ペット事業、人材業、CRM 系メディアなど、多様な業種にわ

たる SEO の事例を収集するため、多領域の実践者を選択した。第四に、大企業のマーケッタ

ーではなく、スタートアップ企業のコンテンツマーケティングにおいて起業した人物を対象

とし、スタートアップ特有の課題を把握することを目的とした。 

 その結果、以下の 6名（A〜F）を対象とした。A氏はフリーランスの Web マーケターで SEO
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コンサルを専門とし、不動産関連マーケティングや大学院でのデータサイエンス研究にも携

わる。B 氏は障害者雇用サービス事業の代表取締役で、上場企業のアルバイト求人サイト運

営や医療系メディア（月間 120 万 PV）の実績を通じてデジタルマーケティングを習得。C 氏

は自動車製造企業に勤務しながら副業で人事関連の会社を興し、月間 30 万 PV を維持するメ

ディアを運営。D氏はファッション領域のオウンドメディア（2年で月間 50万 PV）やドロー

ン空撮事業などを展開するスタートアップを経営。E氏は月間 600 万 PV 超を記録したフィッ

トネスメディアを Buyout 後、現在はアルメニアでスタートアップ投資や飲食店経営を行う。

F氏は Salesforce 構築や Web制作、マーケティングを手がける企業の取締役で、自社オウン

ドメディアも数十万 PVを誇る。 

 インタビュー項目は、「会社の主な事業内容と市場での位置づけ」（項目 1）、「現在のマー

ケティング戦略」（項目 2）、「WEB上の集客方法」（項目 3）、「オウンドメディアでの具体的施

策」（項目 4）、「オーガニックサーチの取り組み」（項目 5）、「SEO における実施内容」（項目

6）、「WEB集客における SEO の重要性」（項目 7）、「SEO 以外の重要な集客手段」（項目 8）、「SEO

成功の要因」（項目 9）、「SEO施策が売上に与えた影響度合い」（項目 10）、「SEO 戦略への考え

方」（項目 11）、「SEO がうまくいく場合とそうでない場合の違い」（項目 12）の 12 点を設定

し、SEO 施策と売上・集客・戦略に関わる具体的取り組みや成功・失敗要因を詳細に聞き取

った。事前に調査対象者に対して メールおよび口頭で調査協力を依頼した人物にインタビ

ューを実施した。オンラインにて約 1時間程度の半構造化面接を実施した。（実施期間は 2024

年 4月 1日か 5月 10日の間）その内訳は、代表取締役 4名、取締役 1名、フリーランス 1名

であった。なお、調査対象者のコメントの概要は、付録表 2に掲載している。 

 消費者との接点を生み出すための有効な手法に関する調査では、インタビューで得られた

質的データを体系的に整理・解釈するため、佐藤（2008）などが示す質的データ分析

（Qualitative Data Analysis）の手法を参考にしつつ、探索的なコード化・概念化のプロセ

スを踏襲した。具体的には、以下の手順によって行っている。 
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  録音したインタビュー音声をテキスト化した逐語録を精読し、SEO 施策やオンライン集客

に関する発言のうち、成功事例や具体的手法、困難に直面した際の対処法などの重要な要素

を抽出・コード化した。たとえば、「SEOとマーケティングの関係」「有効だった手法」「失敗

事例と対策」「売上との関連性」など、研究目的と直接関連する内容を中心にコードを付与し

ている。 

  コード化した発言を比較検討し、類似性や規則性を見いだすことで、より抽象度の高い上

位コードを生成した。加えて、コード同士の関連性を整理する過程で概念的カテゴリーを導

出し、SEO 施策の成功要因や失敗要因、ユーザー中心設計の重要性など、核心的テーマを明

確化した（表 3参照）。 

  得られた概念的カテゴリー間の関係を可視化し、SEO 施策全体のフレームワークを構築し

た。たとえば、「キーワード選定と高品質コンテンツの関係」「SEO ツール活用とブランド強

化の関係」「収益化戦略とオウンドメディアの成長の関係」などを明確にし、成功パターンや

その背後にある要因を解釈している。 

  本研究では、①〜⑤の質問項目は企業やマーケターの基本プロフィール把握を目的とし

ており、SEO 施策そのものの有効性を直接検証する項目ではないため、⑥〜⑫の発言を中心

にコード化・モデル化を行った。これにより、本研究の目的である「スタートアップにおけ

る SEO施策の成功要因」について、より焦点化した分析が可能となった。 

  データ分析の客観性を担保するため、生成されたコードや概念の定義を明確化し、同じ基

準で複数回の再コーディングを実施している。また、抽出したコードや概念的カテゴリーが

研究目的と合理的に対応するか検証し、矛盾や曖昧さがないかを吟味した。最終的に得られ

たモデルや知見については、SEO 施策を展開する他の事例との比較などを通じて妥当性を検

証している。 

 以上のプロセスにより、本調査では SEO に関する多面的な要素（キーワード選定、アルゴ

リズム対応、コンテンツの品質・信頼性、収益化戦略など）を整理するとともに、スタート
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アップ企業が SEO 施策で成果を上げるために必要な内部要因と外部要因を抽出した。こうし

た質的分析の結果は、スタートアップにおけるオンラインマーケティング戦略の成功モデル

を提示するだけでなく、既存のマーケティング理論に対する示唆や、実務面での具体的応用

可能性をも示唆するものとなっている。 
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第 2節 調査に関する先行研究 

2.1. 優秀企業に関する先行研究 

 

優秀企業に関する研究として、先駆的なものに清水（1986）の研究がある。清水（1986）

は、中小・中堅企業を対象として、優秀な中小・中堅企業に見られる共通の要因や特徴を特

定している。 

清水（1986）は、中堅・中小企業の成長要因として情報技術の利用を指摘した。つまり、

中小・中堅企業においても、情報技術を活用することで市場での競争力を強化し、それが持

続可能な成長を可能にするとしている。 

 情報技術の活用とは別に、企業の収益性、安全性、成長性の三つの要素に着目して優秀企

業を選定し、優秀企業が持つ 6つの条件を示した研究に新原（2006）の研究がある。 

 新原は、中長期の財務データから優秀な企業候補を選び、そのうち良好な成果が外部要因

や政府 規制などの環境要因にあると考えられる企業を除いて、約 30 社の優秀企業を選定し

た。そして、優秀ではない企業とその要因の違いを分析した。 

 そこから、これらの要素が組み合わさることで 企業は長期的な成功を収め、日本の優秀企

業がどのようにして市場で継続的に成果を上げられるのかを明らかにした。 

 優秀企業の選定にあたって、企業の収益性、安全性、成長性とは別に、企業のもっとも重

要な経営資源である「ヒト」に着目したのが坂本（2008）である。坂本は、6,000社を超える

企業から 14 社を選択して訪問調査を行ない、優秀な会社を特定した。とりわけ、社員とそ

の家族、外注先や下請け企業、地域環境、株主が、どのように幸福を感じているのか、それ

らが企業の成果とどのように関係しているのかを評価した。これらから、坂本 （2008）は企

業における最も重要な資源は「人財」であると指摘し、経営資源としての人財が企業の長期

的な成功のためには不可欠であると主張している。  

 優秀企業の成功要因として、経営資源ではなく、 再現可能なビジネスモデルの有無に着目

したのがズック＆アレン（2012)の研究である。 
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 ズック＆アレンは、長期的な成功は魅力的な市場の選択によるものではなく、企業にとっ

て自由度が高く、自らの基本構造の設計にかかっているとし、その原則が三つあるという。

第一に明確に差別化されたコア事業があること、第二に絶対に譲れない一線があること、第

三に循環型学習システムがあることである。  

 先行研究を概観すると、大企業を中心とした研究が多く、大企業の企業規模や経営資源、

ビジネスモデルといったものに着目しているものが多いことがわかる。一方で、特定の業種

や業態に焦点をあてた研究は十分とはいえず、IT関係などの特定の業種や業態に焦点をあて

た研究は管見の限り見当たらなかった。そこで、本研究では、IT関連の業種に着目し、その

業種における優秀企業の成功戦略とは何なのかを明らかにしたい。  

 そこで、そのような優秀 IT 企業にインタビューを行い、定性的にアプローチすることで、

成功要因を抽出することを試みる。成功要因が浮かびあがることで、起業家として新たな一

歩を踏み出すきっかけを与えたい。  

 

2.2. SEO に関する先行研究 

  

現在のインターネットの普及、そしてスマホ、タブレットによる情報収集の日常化によっ

て、マーケティングが大きな転換期を迎えている。特に、マーケティングコミュニケーショ

ンの分野において、その変化が特に顕著であり（岩崎，2012：43）、顧客とのコミュニケーシ

ョンを通じたマーケティングが主流となっている。コミュニケーション戦略とは、企業が消

費者との間に好ましいレピュテーション（評判・名声）を獲得することを目的としたあらゆ

るコミュニケーションを統合する戦略を指す（小島, 2019: 125）。 

 消費者は日常的に複数のメディアに接し、様々な情報 をやり取りするようになった。特に、

スマートフォンなどの携帯デバイスを用いて、常にインターネットに接続することができ、

いつでも知りたいことを検索して調べ、購入したい商品を注文できるようになった（丸岡,  
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2015：70）。それにより、情報の発信、主体、発信するタイミング、そしてその伝達方法を十

分に検討し、効果的に発信することが重要となる。消費者がスムーズに情報入手して購買へ

と進めることのできるチャネルを整備することが重要となっている（小島, 2019: 102）。チ

ャネルとは集客の経路のことを指し、SNS やコンテ ンツ（記事）、YouTube、カタログ雑誌な

ど様々なものがある。そうしたチャネルを総合的に顧客にアピールするため、企業は、顧客

との接点や販売経路を統合するオムニチャネルの手法をとっている。それにより、複数の販

売チャネル（実店舗、PCサイト、スマホ、ソーシャルメディア、新聞、雑誌、TVなど）を統

合し、顧客がどのチャネルを通じても一貫したショッピング体験を得られるようにしている。

顧客が各チャネルをスムーズに移動できるようにすること、それが「オムニチャネルマーケ

ティング」である。それは、一貫性のある顧客 エクスペリエンスを提供し、顧客エンゲージ

メントの 醸成、向上を目指すマーケティング手法である（熊倉, 2016:86）。しかし、岩崎

（2012:55）が述べるように、「インターネットによる広告が進化したとしても、アクセスさ

れて初めて効果が出るという限界からは逃れられない」。  

 オムニチャネルマーケティングにおいては、自社サイトに潜在顧客を呼び込み、新規顧客

を獲得しなければならない。そのための手法が、オウンドメディアである（堀, 2013: 112）。 

 2011年以降、自社サイトに商品・サービスに関するコンテンツ（記事）を掲載することで

自社サイトをオウンドメディア化して魅力を高め、直接顧客を呼び込む動きが顕在化してき

た（堀, 2013: 111）。従来、自社サイトは情報公開の場としての位置付けであり、会社概要

や 経営指標、事業内容を会社案内パンフレットのように掲載するだけにとどまっていたの

であるが、顧客、あるいは潜在顧客にとって魅力的なコンテンツを自社サイトに掲載する動

きが本格化している（堀, 2013:112）。こうした背景により、「コンテンツマーケティング」

が注目されるようになった。「コンテンツマーケティング」とは、企業が顧客にとって有益な

コンテンツを発信することで、購買行動を引き起こすものである。  

 インターネット利用者のインターネットの利用目的・用途をみてみると、「SNS（無料通話
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機能を含む）の利用」の割合が 80.0％と最も高く、次いで「電子メールの送受信」（78.5％）、

3番目に「情報検索」（73.7％）となっており、多くの消費者が、情報を得るため、検索エン

ジンを利用している（総務省, 2024）。丸岡（2015：71）は、検索から認知と購買に至る検索

連動型広告市場が拡大しており、検索連動型広告に 2010 年には 2035 億円が投じられたが、

これは 2006 年の 930 億円の 2倍以上にあることから、検索エンジンから人々の関心をひき、

顧客から自らを見つけてもらうことの重要性を述べている。検索してすぐに出てくる情報ほ

ど読まれる頻度が高くなる。そこで、検索エンジンのキーワード検索において、できるだけ

上位に表示されるよう SEO（Search Engine Optimization＝検索エンジン最適化）対策に注

力する企業が増えている（小島, 2019: 133）。今日、検索エンジンマーケティングは必須で

あり、Googleでの検索で自社商品に関連するキーワードによって自社のサイトが検索結果の

上位に位置づけられることが売上に大きくひびくため、SEO のコンサルティング・ビジネス

が大流行となっている（岡本, 2008）。 

 情報提供者にとっては、インターネット検索の結果として 自社のサイトを検索上位に表

示させてできる限り露出度を高めることが必要となる（西村、2019）。一般的にはユーザーは

必要とする情報を入手するためにはせいぜい 2、3クリックしか行わないため、検索された結

果の上位表示はユーザー数拡大に違いを生むことになる。  

 デジタルマーケティング、特に SEO は、今日のウェブ サイトにとって不可欠な要素である

（Tsai, Chou, & Leu,2011）。アメリカにおいて、2010 年に 1500 の広告主を対象に行われた

調査では、広告主や広告代理店の 90% が SEOに取り組んでいると回答している(Ecosultancy, 

2010）。 

 UCバークレー大学のロン・バーマンらは、量的調査を行い、①検索エンジンのランキング

の質が向上することで、顧客訪問の満足度が向上する可能性があること、②消費者は最初に、

オーガニックリンクとスポンサーリンクのどちらをクリックするかという選択に直面するが、

スポンサーリンクは競争的なオークションを通じて広告主に割り当てられており、消費者は
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一般的にオーガニックリンクをより信頼する傾向にあること、③そのため、広告主は SEO と

総称される検索エンジンの最適化する技術を使用して検索エンジンのランキングアルゴリズ

ムを操作し、オーガニック検索での可視性を高めようとしていると、SEO についての研究成

果を発表している （Ron Berman, Zsolt Katona, 2013）。 

 また、ツァイらは、航空会社の Webサイトにおける SEO戦略とその効果を調査した（Tsai, 

Chou, & Leu,  2011）。243 の航空会社のウェブサイトを対象に、各サイトがどのように SEO

戦略を定義し、具体的な SEO テクニックを競合に対して、どの程度使用しているかを分析、

検証した。結果として、SEO におけるテクニックとウェブサイトのトラフィックへの貢献度

との関係性を明らかにする量的な調査を行っている。 

 一方で、 日本の調査によれば（Digital Arrow Partners, 2024）、月の Web マーケティン

グ予算が 100 万円以上の企業に勤めるマーケティング担当者 103 名を対象にした実態調査

では、96.1%の企業が SEO 施策を実施していることが明らかになった。この調査は、SEO施策

として「コンテンツ SEO施策（記事/ブログ/サービス詳細や説明などコンテンツによる施策）」

が 69.7%、「内部 SEO 施策（サイト構造最適化/クローラー対策などテクニカルな施策）」が

67.7%、「外部 SEO施策（被リンク獲得・PR など）」が 54.5%であると報告されている。 この

調査結果は、SEO が現代の Web マーケティング戦略において重要な役割を担っていること、

SEO 施策が企業のデジタルプレゼンスを強化し、競争優位性を確保するための重要な手段と

して認識されていることを示している。 

 このように、先行研究を概観すると、SEO に関する論文はいくつも存在するが、それらの

多くは量的な研究だといえる。特に、企業がどのように具体的に SEO 戦略を実践しているか

という問いに対して、その具体性や実態を明らかにするような質的なアプローチによる先行

研究は管見の限り見当たらない。 

 特に、集客の仕組みや顧客との接点について、具体的に取り組み、その実態を明らかにし

たものはない。そこで、本研究では、スタートアップ企業におけるコンテンツマーケティン
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グに焦点を当て、6 名の経営者やフリーランスのマーケッターに SEO 戦略がどのように実践

されているのかをインタビュー調査をする。それにより、SEO 施策を行うマーケッターがど

のように集客し、顧客との接点を生み出しているかのプロセスの概念モデルを構築し、体系

化したい。  
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第 3章 優秀 IT企業に見られる成功への経営戦略に関する調査（調査 1） 

第 1節 調査概要 

 

中小企業白書 2017 年版によれば、日本企業の起業後の生存率は、起業後 1 年目に 95.3%

と高いが、2年目には 91.5%、3年目には 88.1%、4 年目には 84.8%、そして 5 年目には 81.7%

まで低下している。また、岩崎（2017）は、ベンチャー企業に特化すると、起業後の生存率

は創業から 5年後には 15.0%に低下し、10年後には 6.3%、20年後には 0.3%となる。20年を

超えると、ほとんどの企業が生存できないという厳しい現実があると述べる。スタートアッ

プ企業はこのように生存が厳しい環境にある。 

 なぜスタートアップ企業は生存できないのだろうか。いくつかの理由があげられるが、第

一に、資金調達が難しい点である。一般にベンチャーキャピタルからの支援を得るハードル

が高い。したがって、多くの起業家は自己資金で賄うのが現状であり、事業が失敗すると自

分の財産が失われてしまう。第二に、起業をすることで、財産を失った起業家が、一度事業

が失敗すると再チャレンジが難しいという点があげられる。したがって、このような起業家

の取り巻く環境を考えると、なかなか一歩を踏み出しリスクを取るのは難しい。  

 このように起業して会社を維持していくことは 容易なことではない。しかしながら、IT企

業を調査してみると、起業し、多くの課題や困難を解決し、成長している企業がいくつか存

在していることがわかった。大多数の企業が市場から退場する中で、一部の企業は持続的に

成長し、上場後も良好な業績を維持している。 

 スタートアップ企業を見渡すと、急速に成長している会社はマザーズ市場に上場している

ことがわかる。マザーズ市場は、成長性の高いスタートアップ企業を対象とした東京証券取

引所の市場であり、小規模な企業に対し、資金調達の場を提供している。マザーズ市場に上

場し、成長し続ける企業は生存できない会社と何が違うのだろうか。 

 そこで本研究では、マザーズ上場に成功している IT 企業の経営者層にインタビュー調査
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を行い、成功のためには、何をすることが重要だと考えているのかを明らかにする。それに

より、成功のための要因、経営戦略を探る。 

 先行研究を概観すると、大企業を中心とした研究が多く、大企業の企業規模や経営資源、

ビジネスモデルといったものに着目しているものが多いことがわかる。一方で、特定の業種

や業態に焦点をあてた研究は十分とはいえず、IT関係などの特定の業種や業態に焦点をあて

た研究は管見の限り見当たらなかった。そこで、本研究では、IT関連の業種に着目し、その

業種における優秀企業の成功戦略とは何なのかを明らかにする。  

 そこで、そのような優秀 IT 企業にインタビューを行い、定性的にアプローチすることで、

成功要因を抽出することを試みる。 
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第 2節  調査方法 

2.1  優秀 IT 企業の定義  

 

スタートアップとして成功している企業を選出する方法として、マザーズ市場において、

新原(2007)の考え方をもとに、売上高(直近 2 期連続増加)、経常利益(直近 2 期連続黒字)お

よび自己資本利益率の三つの財務指標を用いた。自己資本利益率については、返済義務のな

い資本であり、この比率が高いと財務的な安定傾向の高い企業だと考えられる(新原,2007)。

本研究では、これらを満たしている IT企業を優秀な企業とみなす。 

  

2.2  対象 IT企業の選定  

 

本研究の対象は、優秀企業としてマザーズ市場 に上場している IT企業である。成功して

いる企業はマザーズ市場から東証一部(現:東証プライム、 以下東証一部という) に上がる

ので、対象企業の選定にあたっては、東証一部市場へと市場変更の可能性があるところに限

定した。企業がマザーズ市場から東証一部に市場変更するためには、いくつかの条件を満た

す必要がある。具体的には、東証一部に市場を変更するには、原則として直近 2 年間の利益

総額が、5億円以上であることが必要である。また、上場時価総額が 40億円以上などが求め

られる。したがって、成長性(売上高)と収益性(経常利益と自己資本利益率)が優れている業

績の良いマザーズ企業の一部の企業が一部上場可能だと言える。 
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第 3節 分析方法  

 

本研究では、成功要因を探るため、先に述べた優秀な IT 企業の経営者層に半構造化インタ

ビューを行った。  

 インタビュー調査の対象企業については、次のように選定した。2014年 2月時点で、マザ

ーズ市場に上場している企業は 192 社である。IT 上場企業の総数は 62 社存在する。これを

示した優秀企業の定義にしたがって絞り込むと対象は 9 社となった。 

   マザーズ市場における優良企業の 9社は、2014 年 4月に東証一部への市場変更をしたた

め、2社が対象から外れて、本研究の対象となる優良企業 7社となった。対象となった IT企

業は，ブイキューブ、オークファン、エイジア、サイオステクノロジー、エンカレッジテク

ノロジ、リアルコム、アステリアの 7社（表１）である。  

 この 7 社の経営者層(経営者，役員，部長，創業ボードメンバーなど)に対して、成功に向

けての取り組みや成功に導いたと考えられる内部要因と外部要因について質問した。 
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表 1 会社名とインタビュー対象者、会社概要 

 

会社名 

（インタビュー対象者） 

事業概要と特色 

  

ブイキューブ 

（経営者） 

Web会議などコミュニケーションサービス提供。遠隔医療

やネットでのセミナー開催支援。 

オークファン 

（経営者） 

ネットオークション等の情報・価格検索や分析サービス行

うサイト運営。膨大な蓄積データ武器 

エイジア 

（経営者） 

ネット、メール利用した販売支援パッケージソフトの開

発・販売が柱。EC 関連事業へ進出 

サイオステクノロジー 

（部長・創業メンバー） 

オープンソースやクラウド製品を開発・販売。システム障

害回避ソフトが柱。大塚商会と親密 

エンカレッジテクノロジ 

（部長） 

内部統制に役立つシステム証跡管理ソフトと保守サービス

が両輪。顧客は金融など大手多い 

リアルコム 

（シニアマネージャー） 

企業向けソフト開発・販売で創業。11年に建機商社 WWBと

株式交換。現在の主力は太陽光事業 

アステリア 

（部長） 

日本初の XML 専門ソフト開発会社。企業向けシステム連携

ソフト「アステリア」が主力 

 

インタビューの形式は対面とした。インタビューの実施時間は、1 社あたり 1 時間から 

1 時間半程度であった。インタビューにあたっては、調査依頼時に提示した調査目的や情

報の取り扱い、および倫理的配慮について書面と口頭にて説明を行った。また、調査対象

者の同意を得て、インタビュー内容を ICレコーダーに録音した 

 質問項目は以下の通りである。 

① 創業の経緯 

1. 創業開始の経緯を教えてください。 

2. なぜ数ある事業の中で、この事業を始めようと考えたのでしょうか？ 
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3. どのような経緯で、ビジネスアイデアが生まれたのでしょうか？ 

4. 一番危惧していた点はどんな点だとお考えでしょうか？ 

5. 当時、成功した理由は何だとお考えでしょうか？ 

6. いつごろからビジネスの手ごたえを感じるようになりましたか？ 

7. それは予想より早かったのでしょうか、あるいは遅かったのでしょうか。それはなぜだ

とお考えでしょうか？ 

② 成功理由（外部要因） 

1. 当時、市場は持続するのかとお考えでしたか？ 

2. 他社との競争状態はどうだったのでしょうか？ 

3. 市場成長率はどの程度伸びると考えていたのでしょうか？ 

4. 競争する企業はいたのでしょうか？ 

5. 脅威となる点はどんな点でしょうか？ そのために、どのようなリスク分散などの取り組

みをされたのでしょうか？ 

6. 事業コンセプトが完成し、戦略を実行した後、事業コンセプトが変更することはありま

したか？ 

7. 他社との差別化はどのような点に工夫をされていますか？ 

8. 外部要因として、成功した理由の大きい点とはどのようなことだとお考えですか？ 

③ 成功要因（内部要因） 

1. リーダーとして組織をまとめる場合、どんな点を気を付けているのでしょうか？ 

2. 企業風土や文化を根付かせるために、どのような工夫をされていますか？ 

3. ビジョンを具現化するために、どのような工夫をされていますか？ 

4. 人材育成において、どのような工夫をされていますか？（例：フラットな組織、柔軟な

運営、新卒と中途の割合など） 
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5. 資金やネットワークについて、どのようにお考えでしょうか？ 具体的な取り組みについ

て教えてください。 

6. コアコンピタンスを磨くために、どのような工夫をされていますか？ 

7. 内部的要因として、成功した理由の大きい要因とはどんなことだとお考えでしょうか？ 

録音したデータは、筆者自身が文字起こしを行い、逐語録をテキストファイルとしてデー

タ化した。インタビュー期間は、2014 年 4月から約 5カ月に渡って実施をした。 
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第 4節 調査結果  

  

表２は、以下がインタビュー調査結果である。 

 

表 2  定性調査コメント  

‐マザーズ市場に上場した IT企業経営者層への質問と回答‐ 

①ブイキューブ 調査対象者：経営者 2014 年 5 月 13日 

質問 回答 

創業開始の経緯を教えてくださ

い。 

2004 年頃、これって世の中のニーズだよねと感じたの

が始まりです。 

Web会議などのコミュニケーションサービスを提供しよ

うと考えたのがきっかけです。 

なぜ数ある事業の中で、この事業

を始めようと考えたのでしょう

か？ 

Web会議という分野は、当時はまだ生活の中に浸透して

おらず、必要性があると強く感じたからです。 

どのような経緯で、ビジネスアイ

デアが生まれたのでしょうか？ 

2004 年に市場を創出しようと考えたことが発端です。

世の中のニーズを感じ取ったところから始まりました。 

当時、成功した理由は何だとお考

えでしょうか？ 

他社よりも優れた製品を作り、新しい市場と文化を創出

したことが大きいです。また、文化を築きながら市場に

合わせて変化し続けてきたことです。 

当時、市場は持続するのかとお考

えでしたか？ 

市場は伸びているという認識で、文化の積み重ねが市場

成長に繋がっていると考えていました。 

他社との競争状態はどうだった

のでしょうか？ 

国内には多くの競合がおり、国外にはシスコやマイクロ

ソフトといった大手企業が存在していました。 

競争する企業はいたのでしょう

か？ 

はい、国内外ともに多数の競争企業が存在していまし

た。 

脅威となる点はどんな点でしょ

うか？ そのために、どのような

リスク分散などの取り組みをさ

れたのでしょうか？ 

資金力のあるシスコやマイクロソフトのような大手が

参入してくることが脅威です。そのため、彼らが参入

しにくい国やエリアを選び、戦う土俵をずらすことで

リスク分散を図ってきました。 
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他社との差別化はどのような点

に工夫をされていますか？ 

品質の高い製品とサービスの提供、そしてビッグネーム

が手を出しにくい国への戦略的展開によって差別化を

図っています。 

外部要因として、成功した理由の

大きい点とはどのようなことだ

とお考えですか？ 

市場や世の中の動向などの外的要因が成功の鍵でした。 

リーダーとして組織をまとめる

場合、どんな点を気を付けている

のでしょうか？ 

常に変化できること。市場に合わせて変化しなければ生

き残れないと考えています。 

企業風土や文化を根付かせるた

めに、どのような工夫をされてい

ますか？ 

言い続けることです。文化を根付かせるには、継続して

伝え続ける必要があります。 

人材育成において、どのような工

夫をされていますか？（例：フラ

ットな組織、柔軟な運営、新卒と

中途の割合など） 

2006年から新卒採用を始めました。全体の 3割が新卒、

7割が中途です。 

資金やネットワークについて、ど

のようにお考えでしょうか？ 具

体的な取り組みについて教えて

ください。 

最初は 30 万円のパソコンなど自己資金で始めました

が、2006 年にはベンチャーキャピタルからの支援も受

けています。 

内部的要因として、成功した理由

の大きい要因とはどんなことだ

とお考えでしょうか？ 

文化を築きながら変化し続けたこと、そしてスピード感

を重視する組織体制です。 

成功要因のまとめ 競合はいるが、他者よりも優れた製品を作った。新しい

市場と文化を作った。ビックネーム（シスコやマイクロ

ソフト）が参入しないような国を選択し、アジアを中心

に市場開拓をしている。 

リスク要因のまとめ ビックネームが同じ市場に参入してくる。 

→Ｖキューブの資金 10 倍や 20 倍の資金を持っている

ところが参入してきたら勝てない。 
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②オークファン 調査対象者：経営者 2014 年 8月 28日 

質問 回答 

なぜ数ある事業の中で、この事業

を始めようと考えたのでしょう

か？ 

オンリーワン思考で、他社が参入しない領域を狙いた

いという考えがありました。ネットオークションの情

報・価格検索や分析サービスという独自の分野に強み

を見出したのです。 

当時、成功した理由は何だとお考

えでしょうか？ 

我々が提供するサービスは他社に真似できないもので

あり、ネットオークションの販売者に圧倒的な支持を得

られた点が大きいです。 

当時、市場は持続するのかとお考

えでしたか？ 

ネットオークションの情報・価格検索というサービス

は、当時もそして今後も国内外で需要があると考えてい

ました。 

他社との競争状態はどうだった

のでしょうか？ 

競合は存在しませんでした。他社では同様の包括的なサ

ービスは提供できなかったのです。 

競争する企業はいたのでしょう

か？ 

価格.com のように一部分では似たサービスもあります

が、我々のように総合的に展開している企業はいません

でした。 

脅威となる点はどんな点でしょ

うか？ そのために、どのような

リスク分散などの取り組みをさ

れたのでしょうか？ 

グーグルのような大手が参入してきた場合、大きな影響

を受ける可能性があるという点がリスクです。 

他社との差別化はどのような点

に工夫をされていますか？ 

コンセプトの差別化と、それを継続的に発信していく

取り組みを全社で行っています。また、ユーザーがサ

ービスを通じて商売人として成長できる仕組みを作っ

ている点が特徴です。 

人材育成において、どのような工

夫をされていますか？（例：フラ

ットな組織、柔軟な運営、新卒と

中途の割合など） 

社員には経験の浅い段階でも大きな仕事を任せていま

す。また、新卒採用を中心としており、社員の多くが新

卒です。 
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資金やネットワークについて、ど

のようにお考えでしょうか？ 具

体的な取り組みについて教えて

ください。 

創業時は自己資金 1.5億円で始めました。 

コアコンピタンスを磨くために、

どのような工夫をされています

か？ 

差別化を生み出すための人材を集めています。特に重視

しているのは、好奇心と柔軟性です。 

内部的要因として、成功した理由

の大きい要因とはどんなことだ

とお考えでしょうか？ 

オンリーワンであることにこだわり続けた結果、他社に

ないサービスとして成長できました。 

成功要因のまとめ ヤフオクや楽天オークションやモバオクとの契約。 

競合がいない。他社は同様のサービスが提供できない。 

リスク要因のまとめ グーグルが参入してくれば、売り上げに与える影響が大

きい。 

→競合が現れる。 

③エイジア 調査対象者：経営者 2014 年 5月 22 日 

質問 回答 

なぜ数ある事業の中で、この事業

を始めようと考えたのでしょう

か？ 

メールを活用した販売支援ソフトという、当時誰も着目

していなかった市場に可能性を見出したからです。 

当時、成功した理由は何だとお考

えでしょうか？ 

カスタマイズという面倒なことをあえてやることで、製

品の性能を徹底的に追求し、他社との差別化を図れた点

が成功の要因です。 

当時、市場は持続するのかとお考

えでしたか？ 

市場は急速に拡大しており、今後も継続的に成長する可

能性が高いと感じていました。 

他社との競争状態はどうだった

のでしょうか？ 

すでに 100 社以上が参入しており、非常に厳しい競争環

境でした。 

競争する企業はいたのでしょう

か？ 

はい、多数存在していました。 

脅威となる点はどんな点でしょ 他社が同様の製品を開発したり、新たな製品が登場する
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うか？ そのために、どのような

リスク分散などの取り組みをさ

れたのでしょうか？ 

可能性が常に脅威です。 

事業コンセプトが完成し、戦略を

実行した後、事業コンセプトが変

更することはありましたか？ 

事業転換を経て、EC 関連など新しい領域にも進出して

います。 

他社との差別化はどのような点

に工夫をされていますか？ 

顧客ごとにオーダーメイドで製品をカスタマイズする

ことにより、満足度を 98 点まで高め、他社が真似でき

ない製品を提供してきました。 

リーダーとして組織をまとめる

場合、どんな点を気を付けている

のでしょうか？ 

倫理観を強く持ち、公私の区別を徹底するよう心がけて

います。社長がなんでもできる立場だからこそ、誠実さ

を大切にしています。 

人材育成において、どのような工

夫をされていますか？（例：フラ

ットな組織、柔軟な運営、新卒と

中途の割合など） 

中途採用が中心で、コア業務は経験を持った中途社員が

担っています。 

コアコンピタンスを磨くために、

どのような工夫をされています

か？ 

人手をかけてでも製品をカスタマイズし、顧客満足度を

高めることで付加価値を生み出しています。人件費を重

視し、GDP への貢献も意識しています。 

内部的要因として、成功した理由

の大きい要因とはどんなことだ

とお考えでしょうか？ 

面倒でもカスタマイズを貫き、他社に真似できないレベ

ルで製品の性能を高めた点が大きいです。 

成功要因のまとめ 自社製品を持っている。カスタマイズがめんどくさいこ

とを意識している。 

→「ストーリとしての競争戦略」にあるような、一見非

合理に見える戦略が、強い戦略となると信じている。 

→製品の性能を追求した。他では作れないいいものを作

った。 

→他社にとってはめんどくさいことだから、それが他社

との差別化につながる。 
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リスク要因のまとめ 
他社も同様の製品を開発する。新たな製品が出てくる。 

④サイオステクノロジー 調査対象者：部長(創業メンバー) 2014 年 6月 2 日 

質問 回答 

なぜ数ある事業の中で、この事業

を始めようと考えたのでしょう

か？ 

物作りがしたくてこの業界に入りました。好きなことを

ビジネスとしてできるのが大きな理由です。 

当時、成功した理由は何だとお考

えでしょうか？ 

Linux や Java といった先進的な OS や開発手法に早期

から目をつけ、他社よりも先に事業化できたこと。ま

た、親会社や VCの出資により資金的リスクがなかった

ことも大きいです。 

当時、市場は持続するのかとお考

えでしたか？ 

当初は成長すると考えていましたが、実態は絵に描いた

餅に近かった印象です。しかし、2002 年に日本の基幹シ

ステムとして利用されて以降は急成長しました。 

他社との競争状態はどうだった

のでしょうか？ 

ハードウェア、ソフトウェア、サポートなど常に競争は

存在していました。 

競争する企業はいたのでしょう

か？ 

米国ベンダーの IBM や HP などが競合でした。彼らは

Linux への対応も早かったです。 

脅威となる点はどんな点でしょ

うか？ そのために、どのような

リスク分散などの取り組みをさ

れたのでしょうか？ 

OSSというマネタイズの難しい領域で、ビジネスモデル

を確立できるかが課題でした。また、市場が落ち込んだ

ときに変化を捉えられるかもリスクでした。 

外部要因として、成功した理由の

大きい点とはどのようなことだ

とお考えですか？ 

OSS市場がグローバルで拡大していたことが大きな外部

要因でした。 

リーダーとして組織をまとめる

場合、どんな点を気を付けている

のでしょうか？ 

人を管理するのではなく、自分が動いて方向性を示すよ

うにしています。 

企業風土や文化を根付かせるた

めに、どのような工夫をされてい

ますか？ 

社員集会など全員参加型のイベントを通じて、トップか

らの声を社内で共有しています。 
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人材育成において、どのような工

夫をされていますか？（例：フラ

ットな組織、柔軟な運営、新卒と

中途の割合など） 

中途採用が中心です。今は景気がよく、優秀な新卒はな

かなか来ません。社会に出てから業界の面白さを感じて

転職してくる方が多いです。 

資金やネットワークについて、ど

のようにお考えでしょうか？ 具

体的な取り組みについて教えて

ください。 

親会社からの出資と社長の人脈を通じた VC からの出資

により、資金的なリスクがなく、思い切った戦略が打て

ました。 

内部的要因として、成功した理由

の大きい要因とはどんなことだ

とお考えでしょうか？ 

好きなことをビジネスとしてできているという点が大

きいです。社員がやりたいことを考え、チャンスがあれ

ば提案し、実行できる環境が整っています。 

成功要因のまとめ 他社よりも先行で来た。 

→Linux や Java といった先進的な OS や開発手法に目

をつけ、ビジネスとして早い段階でスタートできたこ

と市場が伸びていた。 

→OSS 市場のグローバルでの拡大。 

今ビジネスとして好きなことを出来るということが大

きい。 

資金的なリスクはなかったのが大きい。 

→資金的なリスクを考えながらやると、思い切ったこ

とが出来ない。親会社が保障してくれるというところ

があったので強気にできた。親会社から出資を得た。

また、ＶＣから出資を得た。 

リスク要因のまとめ 競合の存在 

→米国ベンダーの IBMや HP（Linux への対応が早かった

ため） 

OSSというマネタイズの難しい領域で、ビジネスモデル

を確立できるかという難題。 

→普及率 16％の法則を信じていた。現在は市場が伸び

ているが、市場が落ち込み変化した時を変化をとらえら

れるかどうかという問題 
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⑤エンカレッジテクノロジー 調査対象者：部長 2014 年 6月 16日 

質問 回答 

なぜ数ある事業の中で、この事業

を始めようと考えたのでしょう

か？ 

内部統制の重要性に着目し、企業のシステム証跡管理と

いう分野に独自性があると感じたためです。 

どのような経緯で、ビジネスアイ

デアが生まれたのでしょうか？ 

最初の製品が失敗したことがきっかけです。仮説が間違

っていたと反省し、次は必ず売れる製品を作ろうとお客

様の声を聴いて生まれたのが ESSレックです。 

当時、成功した理由は何だとお考

えでしょうか？ 

ブルーオーシャン戦略により競合がいない市場を選ん

だことと、お客様視点で製品を作ったことです。また、

個人情報保護法の制定も追い風となりました。 

当時、市場は持続するのかとお考

えでしたか？ 

ソフトウェアへの高い需要があり、市場の持続性はある

と見ていました。 

他社との競争状態はどうだった

のでしょうか？ 

競争企業はいませんでした。禁止系のソフトウェアはま

さにブルーオーシャンだったのです。 

競争する企業はいたのでしょう

か？ 

いませんでした。レッドオーシャンではなく、競合のい

ない分野での展開でした。 

脅威となる点はどんな点でしょ

うか？ そのために、どのような

リスク分散などの取り組みをさ

れたのでしょうか？ 

大手メーカーの参入や海外展開の失敗がリスクです。実

際、中国参入は尖閣問題で失敗しました。また、大量採

用による人件費の増加も課題でした。 

他社との差別化はどのような点

に工夫をされていますか？ 

ESSレックは全てを記録に取り、監査証跡として利用で

きる点が他社にはない強みです。何でもできるという機

能性が評価されています。 

外部要因として、成功した理由の

大きい点とはどのようなことだ

とお考えですか？ 

2005 年の個人情報保護法の制定など、社会的な関心の

高まりが市場拡大の後押しとなりました。 

リーダーとして組織をまとめる

場合、どんな点を気を付けている

のでしょうか？ 

適度にボールをメンバーに渡し、彼らが自分でハンドリ

ングできるようになるまで目を配っています。 
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企業風土や文化を根付かせるた

めに、どのような工夫をされてい

ますか？ 

半期に一度、BBQ 大会などのイベントを実施し、情報共

有を促進しています。 

人材育成において、どのような工

夫をされていますか？（例：フラ

ットな組織、柔軟な運営、新卒と

中途の割合など） 

中途社員が多かったのですが、5年前から新卒採用にも

取り組み、現在では 20名の新卒社員が在籍しています。 

資金やネットワークについて、ど

のようにお考えでしょうか？ 具

体的な取り組みについて教えて

ください。 

創業当初は資金がなく、最初の事業も失敗しました。 

コアコンピタンスを磨くために、

どのような工夫をされています

か？ 

他社の真似ではなく、新しいお客様視点で製品を作るこ

とを重視しています。 

内部的要因として、成功した理由

の大きい要因とはどんなことだ

とお考えでしょうか？ 

レッドオーシャンでの差別化競争ではなく、ブルーオー

シャンの領域で独自に価値を提供してきたことです。 

成功要因のまとめ 他社は、レッドオーシャンの中でより良い製品を生み出

す製品差別化の競争をしていた。 

しかし、エンカレッジはブルーオーシャン戦略の領域で

戦った。したがって、競合他社がいない。 

リスク要因のまとめ 大手メーカーが同じ領域に参入してくる。 

海外への参入が失敗する。 

最近では、中国に参入しようと試みたが、尖閣の問題で

参入が失敗に終わった。 

2012年に大量採用したため、人件費が一気に増えた。 

⑥リアルコム 調査対象者：シニアマネージャー 2014 年 7月 16日 

質問 回答 

創業開始の経緯を教えてくださ

い。 

2000 年 4 月にナレッジマネジメントを主力事業として

創業しました。当時はまだ知られていない分野でした

が、徐々に浸透していきました。 
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なぜ数ある事業の中で、この事業

を始めようと考えたのでしょう

か？ 

ナレッジマネジメントは当時注目され始めた領域であ

り、企業の組織課題に対するソリューションとして可能

性を感じたからです。 

当時、成功した理由は何だとお考

えでしょうか？ 

創業当初はナレッジマネジメント市場に競合がなく、需

要も高かったため、順調に成長することができました。 

当時、市場は持続するのかとお考

えでしたか？ 

当初は持続可能だと考えていましたが、2008 年にマイ

クロソフトがシェアポイントを発売し、状況が一変しま

した。 

他社との競争状態はどうだった

のでしょうか？ 

創業当初は敵対する企業はいませんでしたが、2008 年

以降は競合が増え、顧客流出が起きてしまいました。 

競争する企業はいたのでしょう

か？ 

2008 年以降はマイクロソフトなどの大手が参入し、激

しい競争に直面しました。 

脅威となる点はどんな点でしょ

うか？ そのために、どのような

リスク分散などの取り組みをさ

れたのでしょうか？ 

IT 市場のサイクルが早く、主要なビジネスモデルが崩

壊してしまいました。そのため、生き残りをかけて 2011

年に WWB を M&A し、太陽光事業に事業転換を行いまし

た。 

事業コンセプトが完成し、戦略を

実行した後、事業コンセプトが変

更することはありましたか？ 

はい、ITから太陽光事業へのシフトを図りました。現在

では売上の 9割を太陽光事業が占めています。 

外部要因として、成功した理由の

大きい点とはどのようなことだ

とお考えですか？ 

太陽光市場が大きく成長していたタイミングで参入で

きたことが成功の背景にあります。 

リーダーとして組織をまとめる

場合、どんな点を気を付けている

のでしょうか？ 

人を中心に考え、一つ一つ物事を完結させることを大切

にしています。また、会話を通じて考える環境をつくる

ことを意識しています。 

企業風土や文化を根付かせるた

めに、どのような工夫をされてい

ますか？ 

命令系ではなく、会話を重視した関係づくりを行ってい

ます。やらされるのではなく、自然と動ける環境を目指

しています。 

人材育成において、どのような工

夫をされていますか？（例：フラ

ットな組織、柔軟な運営、新卒と

社員のほとんどが中途採用です。新卒も何人かいます

が、中心は中途です。 
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中途の割合など） 

資金やネットワークについて、ど

のようにお考えでしょうか？ 具

体的な取り組みについて教えて

ください。 

創業 2ヶ月後に VCから 5000 万円の出資を受け、同年末

には第三者割当増資で 2.49 億円を調達しました。 

内部的要因として、成功した理由

の大きい要因とはどんなことだ

とお考えでしょうか？ 

旧来のビジネスモデルが崩れた後、成長市場に事業の軸

をシフトしたことが大きな成功要因です。 

成功要因のまとめ 創業当時のナレッジマネジメントの市場ニーズが高か

った。 

現在は、ＩＴ市場が衰退した。そして、太陽光の市場も

伸びているので事業の軸をシフトした。 

→2011 年太陽光発電事業に手を出し、買収先の企業の

業績が好調なため、売り上げは伸びている。 

現在ＩＴの売り上げの全体の占める割合は、1割程度ま

で落ち込んでいる。 

リスク要因のまとめ ＩＴの市場サイクルはとても速い。2008年に大手（マイ

クロソフト）が参入した結果、売り上げが落ちた。 

→創業のビジネスモデルが完全に崩れた。今は、買収さ

れた企業の売り上げがほとんどを占めている。 

基礎研究があまり進んでいなかった。だから、伸びてい

る業界へ事業をシフトするため、Ｍ＆Ａを行った。 

→現在の売り上げの 9割は、Ｍ＆Ａをした太陽光業務で

ある。 

→主要な事業が落ち込んだ後、新しい事業が何かを探さ

なければいけない。より良い事業が見つかる保証がな

い。 

→たとえブルーオーシャンの事業を見つけてもみんな

が真似してしまうので、結局レッドオーシャン化する。 

⑦アステリア 調査対象者:部長 2014年 6月 16 日 

質問 回答 
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創業開始の経緯を教えてくださ

い。 

日本初の XML専門ソフト開発会社として、企業向けのシ

ステム連携ソフト『アステリア』を開発する目的で創業

しました。 

なぜ数ある事業の中で、この事業

を始めようと考えたのでしょう

か？ 

当時、XML が標準化されていく流れの中で、EAI のよう

な繋げるソフトウェアの需要が伸びていたことが背景

にありました。 

当時、成功した理由は何だとお考

えでしょうか？ 

潤沢な資金調達に成功し、社長の人脈を活用して 27 億

円を無借金で集められたこと。そして、マーケティング

と営業に重きを置いた戦略が功を奏したことです。 

当時、市場は持続するのかとお考

えでしたか？ 

XMLが標準化され、需要が伸びていたため、持続可能で

あると考えていました。 

他社との競争状態はどうだった

のでしょうか？ 

国内では競合がほぼおらず、外資系がいる程度でした。 

競争する企業はいたのでしょう

か？ 

外資系企業は存在していましたが、国内では競合がいま

せんでした。 

脅威となる点はどんな点でしょ

うか？ そのために、どのような

リスク分散などの取り組みをさ

れたのでしょうか？ 

海外展開はリスクでした。9.11 のような予期せぬ事態

もあり、リストラを断行せざるを得ない状況もありま

した。受託開発でリスクを取って進めたため、失敗時

のヘッジが難しかったです。 

他社との差別化はどのような点

に工夫をされていますか？ 

パッケージビジネスにこだわり、著作権で販売するモ

デルにより、粗利 8 割を実現しています。さらに、売

上の 1 割をマーケティング予算として確保しており、

他社にはない体制です。 

リーダーとして組織をまとめる

場合、どんな点を気を付けている

のでしょうか？ 

役割を明確にし、自律的に動ける環境づくりを意識して

います。マイクロマネジメントはせず、報連相を重視し

ています。 

企業風土や文化を根付かせるた

めに、どのような工夫をされてい

ますか？ 

社員の学びの機会として外部研修への参加や発想法の

勉強を推奨し、レポート提出も義務付けています。 

人材育成において、どのような工

夫をされていますか？（例：フラ

中途社員のみで構成されており、スキルよりも信頼を重

視して採用しています。 
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ットな組織、柔軟な運営、新卒と

中途の割合など） 

資金やネットワークについて、ど

のようにお考えでしょうか？ 具

体的な取り組みについて教えて

ください。 

創業時、社長個人の人脈を活かし、個人投資家や有名人

から出資を受け、最終的には VC からも出資依頼が来ま

した。 

コアコンピタンスを磨くために、

どのような工夫をされています

か？ 

優秀なセールスを社長自ら採用しており、売上に結びつ

く伝え方を意識しています。営業組織は堅牢で再現性が

あるのが特徴です。 

内部的要因として、成功した理由

の大きい要因とはどんなことだ

とお考えでしょうか？ 

社長がマーケティング出身であり、製品力だけでなく伝

え方にも重きを置いていたこと。また、営業とマーケテ

ィングの組織がしっかりしていたことが成功の要因で

す。 

成功要因のまとめ 粗利が高い。 

→製品の 8割が粗利 

マーケティングが 60人いる企業の内 1０人 

→売上の１割はマーケティング予算（他社よりもマーケ

ティング予算が潤沢） 

優秀なセールスを経営者が採用できた 

→社長の人脈 

→いいものは売れるという考えではなく、ちゃんとした

伝え方をしたときに売れるという価値観が戦略に反映

されている 他社がやらないところをみつけた 

リスク要因のまとめ 海外のソフトウェア事業で成功した事例がない中での

海外挑戦。 

９・１１のような予期せぬ事態 

→９・１１後に業績が悪化。リストラを断行した。 

受託開発をした。 

→投資からリスクを張って、事業を作り出した。投資し

たお金を使い続けて、完成帯を作り続ける。したがって、

失敗した時リスクヘッジが効かない。 
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 以下表 3 では、インタビューした IT 企業 7 社の経営者層が回答した内容を要約したも

のである。 

 

表 3 調査対象 IT企業：①ブイキューブ  調査対象者：経営者  

項目 要約 

事業 

コンセプト 

Web会議などコミュニケーションサービス提供。遠隔医療やネットでのセミナ

ー開催支援。 

特徴 市場創出（2004年に「これって世の中のニーズであるよね」と思い始めた） 

国内には多くの競争企業がいるが、他社は品質やサービスが低い。国外ではシ

スコやマイクロソフトなどが競合 

国内シェア 1 位。外資の大手がやりたくないエリアや手を出しにくい国を選

ぶ 

アジアに特化する理由：アメリカでは資金力で勝てないため 

変化に対応できるリーダーシップと企業文化 

スピード重視の組織 

2006年から新卒採用を開始。新卒は全体の 3割、中途は 7 割 

最初は自己資金で開始し、その後ベンチャーキャピタルから資金調達 

創業から 

上場期 
2000年 2月 18日 → 2013 年 12月 10 日 

従業員数 169人（単独）、264人（連結） 

売上高 2011年: 1,686百万円 

2012年: 2,005百万円 

2013年: 2,525百万円 

平均年齢 34.3歳 

成功要因 優れた製品を作り、新しい市場と文化を創出 

ビッグネームが参入しないような国を選択し、アジアを中心に市場開拓 

リスク要因 ビッグネームが同じ市場に参入する可能性 

資金力の差で競争に負けるリスク 
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 ブイキューブは、Web 会議やテレビ会議をはじめとするコミュニケーションサービスを提

供している企業である。あわせて遠隔医療支援やインターネットを活用したセミナー開催支

援にも取り組んでいる。2004年には、かかるサービスが社会的ニーズを充足するものである

と認識し、市場創出を志向した。創業は 2000 年 2月 18 日であり、2013年 12 月 10日に上場

を達成した。 

 国内には多数の競合企業が存在するが、品質およびサービスにおいて優位性を有している。

Web 会議のクラウド市場では 7 年連続でナンバーワンの地位を維持しており、国内市場での

シェアは第 1位である。一方で、国外市場ではシスコシステムズ社やマイクロソフト社をは

じめとする大手企業が競合相手となる。アメリカ市場は資金力の差異により競争優位を確保

しにくいと判断し、外資系大手企業が参入を躊躇する国・地域を選定しながら、アジア市場

を中心に事業を展開している。経営者自らシンガポールに滞在し、戦略を策定・実行してい

ることも特徴である。 

 資金調達に関しては、当初は自己資金により事業を開始した後、ベンチャーキャピタルか

らの出資を受けて拡大を図った。現在の従業員数は単独で 169 名、連結で 264 名であり、平

均年齢は 34.3 歳である。人材採用では 2006 年より新卒採用を開始し、新卒採用者が全体の

約 3割、中途採用者が約 7割を占めている。 

 売上高は 2011年に 1,686 百万円、2012 年に 2,005 百万円、2013年に 2,525 百万円と推移

し、継続的な成長を示している。組織運営においては、変化に即応できるリーダーシップと

企業文化を醸成し、スピードを最重視する体制を構築している。経営者自らが率先して行動

し、常に言動が一致している点が、ブイキューブの成功要因として大きいと考えられる。 

 さらに、新たな市場および文化の創出にも成功している。アジア地域においては、他社が

参入しにくい国やエリアを意図的に選択し、競争の土俵をずらすことで大手企業との直接的

な競合を回避している。このようにして差別化とリスク分散を図りながら、成長の基盤を強

化しているのである。 
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 一方で、今後ビッグネーム企業が同一市場に参入してくる可能性があること、資金力の差

異に起因する競争劣位のリスクがあることは否めない。これらのリスク要因への適切な対応

が、持続的成長のための課題である。 

 また、ニッチ市場を創出するには営業活動を重視している。ブイキューブの遠隔コミュニ

ケーションサービスは日常生活に広く普及しているわけではなく、多くの顧客は IT リテラ

シーが低く新しいサービスを敬遠しがちである。新規ビジネスを成功させるには、価値ある

技術を提供しつつ、現状を変えたいと考える人々を増やす必要があるとし、そのために製品

やサービスが認知されるまで継続的に営業を行う方針をとっている。 

 

表 3 調査対象 IT企業②オークファン  調査対象者：経営者 

項目 詳細 

事業 

コンセプト 
ネットオークションの情報価格検索や分析サービスを行うサイト運営。 

特徴 

市場創出、競合なし、オークションへの販売する商売人がメイン 

創業が経営者のみ、経験の浅い社員に大きな仕事を与える 

新卒が多い、創業時は自己資金（1.5 億円） 

ミッション×ビジョン×競争戦略の達成度＝人事評価 

創業から 

上場期 
2007年 6月 1日 → 2013 年 4月 25 日 

従業員数 39人 

売上高 

2011年: 491 百万円 

2012年: 619 百万円 

2013年 9月期: 751 百万円 

平均年齢 31.1歳 

成功要因 
ヤフオク、楽天オークション、モバオクとの契約。 

競合がいない。他社は同様のサービスを提供できない。 
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リスク要因 
グーグルが参入してくれば、売り上げに大きな影響を与える可能性がある。 

競合が現れる可能性。 

 

 オークファンは、ネットオークションにおける情報価格検索および分析サービスを提供

するサイトを運営するものである。市場創出型の事業であり、当初競合は存在せず、主た

る顧客層はオークションに商品を出品する商売人である。 

 創業時は経営者単独で事業を開始し、組織運営においては、経験の浅い社員にも積極的

に大きな裁量を与える方針を採用した。また、新卒採用者の割合が高く、組織の若返りと

成長性を重視した体制を構築している。 

 創業資金は自己資金 1.5 億円により賄われた。人事評価制度においては、ミッション・

ビジョン・競争戦略の達成度を基準とする体系を採用しており、組織全体の目標志向を高

める仕組みが導入されている。 

 創業は 2007年 6月 1日であり、上場は 2013 年 4月 25 日に達成した。従業員数は 39名

であり、売上高は 2011 年に 491百万円、2012年に 619 百万円、2013年 9月期には 751 百

万円に達し、着実な成長を遂げている。従業員の平均年齢は 31.1歳である。 

 オークファンの成功要因としては、ヤフオク、楽天オークション、モバオクといった主

要オークションサイトとの契約締結に成功した点が挙げられる。加えて、競合他社が存在

せず、他社が同様のサービスを容易に提供できない状況を確立したことが、競争優位性を

支える要因となった。 

 一方、リスク要因としては、仮にグーグルが当該市場に参入した場合、売上に大きな影

響を与える可能性がある点が指摘される。また、将来的に新たな競合が出現する可能性も

存在し、これらのリスクに対する備えが継続的な成長に向けた課題となる。 

 オークファンは、ネットオークション等の情報・価格検索や分析サービスを行う企業で

ある。 その強みは、ネットオークション等に関する膨大な蓄積データにある。オークファ
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ンの成功要因の一つは、経営者のオンリーワン思考である。 

 オンリーワン思考とは、他社が参入しない領域で製品 やサービスを提供する企業のこと

であり、オークファンは他社にない総合的な情報・価格検索や分析サービスを行っている。

例えば、大手価格比較サイトであるカカクコムとは競合するが、部分的な価格比較は可能

でも全面的なサービスを提供する企業は存在しない。オークファンは、自社のサービスを

通じて、ユーザーが商売人としての知恵を身につける仕組みを構築しており、ネットオー 

クションの知識を身につけたユーザーは法人として起業する傾向がある。このようなユー

ザーが成長する仕組みを持つサイトは他にはないため、ネットオークションの販売側のユ

ーザーからは圧倒的な支持を得ている。  

 オークファンでは、独自技術を磨くための工夫も行っている。独自技術を磨くためには、

サービスの差別化を図り、コンセプトの差別化を作り、それを継続的に発信する工夫をし

ている。このような組織作りも、オンリーワンとなることを 全社的に強く意識しているか

らである。オンリーワンになるためには、差別化を作ることができる人材を集める必要が

ある。そのために、人材採用では素直な人、柔軟な人、地頭のいい人、好奇心旺盛な人、

精神的にタフな人を求めている。特に重視しているのは好奇心と柔軟性であり、これはオ

ンリーワン企業の特徴が反映されているものだと考えられる。  

オークファンでは、社風やビジョンの共有、浸透させる工夫を行っている。一般的な企

業では、初めは上位の社員が難しい業務を行い、下位の社員には簡単な業務を割り当てる

傾向にあるが、オークファンでは新人にも大きな業務を任せ、一人で全てを提案させるよ

うにしている。これにより、社員は急速に成長する。また、ミッション、ビジョン、競争

戦略の三つを浸透させるために、人事評価制度と結びつける工夫も行っている。例えば、 

ある社員がデータ収集を行うことが求められていれば、そのデータがどれだけ集められた

かが人事評価の対象となる。ミッションやビジョンで独創的な方向を目指す場合、いくつ

のアイデアを期限の月までに出せるかが人事評価の対象となる。オークファンでは、ビジ
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ョンやミッションを人事評価制度と結び付けることで、社員全員が高い志を共有している。 

 

 

表 3 調査対象 IT企業 ③エイジア  調査対象者：経営者  

項目 詳細 

事業 

コンセプト 

ネットやメールを利用した販売支援パッケージ。ソフトの販売と開発に事業転

換し、カスタマイズに特徴。 

特徴 

 

 

 

 

 

市場は急速に拡大 

競争状況は厳しい（100社以上の競合） 

シェア 1位を誇る 

新しい事業コンセプトの方針を持ち、倫理観を重視 

コア業務は中途社員が担当 

中途採用をメインとする 

カスタマイズに特色があり、製品追求をミッションとする 

人件費を増やし高付加価値を提供 

創業から 

上場期 

1995年 4月 → 2005 年 10月 

 

従業員数 73人（連結）、64人（単独） 

売上高 

 

2012年: 717 百万円 

2013年: 779 百万円 

2014年: 962 百万円（単独） 

平均年齢 34.5歳 

成功要因 

 

 

自社製品を持ち、カスタマイズに力を入れた。めんどくさいことを意識し、そ

れが競争戦略の一部となると信じている。 

製品の性能を追求し、他では作れない優れた製品を開発。他社にとっては手間

がかかることを行い、それが差別化に繋がる。 

リスク要因 他社も同様の製品を開発するリスク 
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新たな製品が登場するリスク 

 

 エイジアは、インターネットおよび電子メールを活用した販売支援パッケージの提供を行

うものであり、ソフトウェアの販売および開発に事業転換を図った上で、特にカスタマイズ

に特色を有している。 

 市場は急速に拡大しているものの、競争状況は極めて厳しく、100 社以上の競合企業が存

在する中において、本企業は市場シェア第 1位を維持している。 

 事業運営に際しては、単なる収益追求にとどまらず、新たな事業コンセプトの方針を掲げ、

倫理観の重視を経営理念に据えている。 

 組織体制においては、コア業務を中途採用社員が担い、中途採用を中心とした人材戦略を

採用している。製品のカスタマイズに注力する姿勢を貫き、製品性能の追求をミッションと

位置づけている。また、人件費を積極的に投入し、高付加価値サービスを提供している。 

  創業は 1995年 4月であり、上場は 2005年 10月に達成した。従業員数は連結で 73名、単

独で 64名である。売上高は、2012 年に 717 百万円、2013 年に 779 百万円、2014 年には単独

で 962百万円に達し、着実な成長を遂げている。従業員の平均年齢は 34.5 歳である。 

 成功要因としては、自社製品を保有し、他社が容易に真似できないレベルでのカスタマイ

ズに注力した点が挙げられる。特に、手間がかかる業務をあえて意識的に引き受けることで、

競争戦略上の優位性を築いた。製品性能を徹底的に追求し、他社では開発困難な優れた製品

を生み出したことが、競合との差別化に大きく寄与している。 

 なお、リスク要因としては、他社が同様の製品を開発する可能性があること、かつ市場に

おいて新たな競合製品が登場するリスクが存在する。これらのリスクに対して適切な対応を

講じることが、持続的成長に向けた重要な課題だと考えている。 

 エイジアは、インターネットとメールを活用した販売支援パッケージソフトの開発・販売

を主な事業としている。最近では、EC 関連事業への進出も果たしている。同社が開発に成功
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したメールを利用した販売支援パッケージソフトは、従来注目されていなかった新しいニッ

チ市場を創出したのである。この分野は、当初はほとんど市場が存在しなかったにも関わら

ず、今では 100 以上の業務用メールソフトを提供する企業が登場している。その中でもエイ

ジアは、メールを活用したビジネスモデルを持つ唯一の上場企業である。この成功は、他社

とは異なるアプローチで製品を追求した結果だと言う。 

 エイジアは、製品をカスタマイズすることに重点を置いている。カスタマイズの最大の利

点は、 顧客にとって完全に満足のいく製品を提供できることである。一方で、汎用型の製品

では早くて安価ながら、品質は 80点程度のものが提供される。しかし、エイジアの製品は顧

客の具体的な要求を反映することで、98 点の評価に達することが可能である。この 18 点の

差が製品の差別化を可能にしている。ただし、カスタマイズは手間と人件費がかかるため、

多くの企業がこれを採用することはない。 

 では、なぜエイジアはカスタマイズ戦略を採用しているのか。その理由は、人材を重視す

る経営戦略を取っているからである。カスタマイズは手作業が多く、高度な技術が必要であ

る。人手を増やすことは、日本の GDP を増やすことに直接貢献する。GDP は国内で生産され

た財やサービスの価値を示すものであり、人件費はその大きな要素である。高い人件費は高

い付加価値を生み出すという考え方から、エイジアはこの戦略を採用している。さらに、給

料の増加は社員の幸せにも直結する。 

 エイジアの経営者は個人と仕事の区別を徹底し、常に社員の幸せを願いながら誠実な経営

を心がけている。社長は特に倫理観を重んじており、私的な理由で会社の資金を使用しない

ようにしている。これは、社長の行動が社員の倫理観に影響を与えると考えているためであ

る。このような経営方針が、社員に良い影響を与え、経営全体の健全性を保っているのであ

る。 
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表 3 調査対象 IT企業 ④ サイオステクノロジー  部長(創業メンバー) 

項目 詳細 

事業 

コンセプト 

オープンソースやクラウド製品を開発・販売。システム障害回避ソフトが柱。 

 

特徴 市場は成長すると考えられていたが、現実は厳しかった。2002 年に日本の基

幹システムとして利用され、急成長 

ハードウェア・ソフトウェア・サポートサービスなど、ビジネスにおいて常に

競争が存在 

シェアトップ（詳細不明） 

リーダーシップは人を管理するのではなく、方向性を示して引っ張ることに

重点 

戦略は上から下へというよりも、現場から上がってくる 

ほとんどが中途社員。景気が良いため、いい新卒人材は来ない。社会経験を積

んだ人材が転職してくる 

賃金は創業時に企画書を書いて親会社から出資を得た。その後、VC からの出

資を受け、上場まで間に合う 

創業から 

上場期 

1997年 5月 23日 → 2004 年 8 月 5日 

 

従業員数 227人 

売上高 2012年 1月 31日: 5,110 百万円、2013年 1月 31日: 6,029百万円、2014 年

1月 31日: 6,624 百万円 

平均賃金 7,080千円 

平均年齢 38.2歳 

成功要因 他社よりも先行してビジネスを開始 

Linuxや Java といった先進的な OSや開発手法に目をつけ、早い段階でビジネ

スをスタート 

OSS市場のグローバルでの拡大 

今ビジネスとして好きなことをできている 
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資金的なリスクがなかったこと（親会社の保障） 

リスク要因 米国ベンダーの IBMや HPが競合（Linuxへの対応が早かったため） 

OSSというマネタイズが難しい領域でビジネスモデルを確立する難題 

市場の変化を捉えられるかどうか 

 

サイオステクノロジーは、オープンソースソフトウェア（OSS）およびクラウド製品の開発・

販売を行うものであり、特にシステム障害回避ソフトを中核事業として展開している。   

 市場は当初、成長が期待されていたものの、実態としては厳しい状況に直面していた。し

かし、2002 年に日本国内の基幹システムとして本企業の製品が採用されたことを契機に急成

長を遂げた。ビジネス環境においては、ハードウェア、ソフトウェア、サポートサービスと

いった各分野で常に競争が存在しており、厳しい競争環境下での事業運営が求められたが市

場シェアトップの地位を占めた。 

 リーダーシップスタイルとしては、人を管理することよりも、方向性を示して牽引するこ

とに重点を置いている。また、戦略形成においてはトップダウン方式ではなく、現場からの

ボトムアップ型アプローチを重視している。人材構成については、中途採用社員が大半を占

めており、景気が好調であったことから優秀な新卒人材の確保が困難であり、社会経験を有

する転職者を主たる人材源としていた。    

 資金調達に関しては、創業時に企画書を作成し、親会社から出資を受けた。その後、ベン

チャーキャピタル（VC）からの追加出資を得ることで、上場に至るまでの資金的基盤を確保

した。    

 創業は 1997 年 5 月 23 日であり、上場は 2004 年 8 月 5 日に達成した。従業員数は 227 名

であり、売上高は 2012 年 1 月 31 日時点で 5,110 百万円、2013 年 1 月 31 日時点で 6,029 百

万円、2014 年 1月 31日時点で 6,624 百万円に達している。従業員の平均賃金は 7,080 千円、

平均年齢は 38.2歳である。 
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 サイオステクノロジーの成功要因は、他社に先駆けてビジネスを開始したことが挙げられ

る。Linux や Java といった先進的な OS および開発手法に早期から着目し、事業展開を行っ

たことが競争優位性の確立に寄与した。また、OSS市場のグローバルな拡大も追い風となり、

資金的なリスクが親会社によって一定程度保障されていたことも、安定的な成長を支える要

素となった。さらに、経営陣が「ビジネスとして好きなことをできている」という状況が、

組織のモチベーション向上に寄与したと考えられる。  

 一方で、リスク要因としては、米国ベンダーである IBM や HP が Linux 対応を迅速に進め

たことにより競争が激化した点が挙げられる。また、OSS という収益化が難しい領域におい

て持続的なビジネスモデルを確立する必要性があり、市場の変化を的確に捉えることが今後

の成否を左右する重要な課題だと考えている。    

 サイオステクノロジーは、オープンソースやクラウド製品の開発・販売を行っている企業

である。同社の収益の柱はシステム障害回避ソフトである。サイオステクノロジーの特質的

な点は、その強い財務体質にある。多くのベンチャー企業が創業当初の資金繰りに苦労する

中、サイオステクノロジーは創業時から親会社の支援を受けて強靭な財務基盤が確保されて

いた。また、社長の人脈を通じて外部の投資会社からも支援を受けることができた。これに

より、資金的なリスクを抱えることなく、大胆な経営戦略を展開することができた。その結

果、Linux や Java といった先進的な OS や開発手法に着目し、他社よりも早い段階でビジネ

スを開始することが可能となったのである。    

 さらに、サイオステクノロジーは全員参加型の経営を実践している。社員集会をはじめと

した全員参加型のイベントを通じ、意図的に相互のコミュニケーションを図っている。これ

により、トップの意向が社内全体に共有されるようにしている。    

 また、トップからの戦略をただ上から下に落とすだけでなく、トップと末端との距離が近

いため、双方向のコミュニケーションが取れる環境が整っている。社員は気軽に企画書を作

成し、社長と話し合う機会を頻繁に持っている。社長がそのアイデアを気に入れば、すぐに
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実行に移すことも多い。    

 このように、社員は常に新しいことに挑戦しようと考え、チャンスがあれば積極的に取り

組むことで、全員参加型の経営を実現しているのである。 

 

表 3 調査対象 IT企業 ⑤エンカレッジテクノロジ  調査対象者:部長 

項目 詳細 

事業 

コンセプト 

内部統制に役立つシステム証跡管理ソフトと保守サービスが両輪。顧客は金

融など大手が多い。 

特徴 市場は創出され、需要もあった。特にソフトウェアに高い需要があり、独自の

製品を提供。 

競争企業がほとんどいないブルーオーシャン市場で、禁止系ソフトウェアが

主力。 

国内シェアトップを誇る。 

石井は自らリーダーシップを発揮し、メンバーに適度な責任を渡し、フォロー

するスタイル。 

中途社員が多く、半期に一回バーベキュー大会などのイベントを開催して情

報共有を図る。 

5年前から新卒採用を開始し、現在では 20 名の新卒社員がいる。 

最初は資金が不足していたが、その後事業が成功し成長。 

創業から 

上場期 

2002年 11 月 1日 → 2013 年 12月 11 日 

 

従業員数 66人 

売上高 2012年 3月期: 735 百万円、2013年 3 月期: 915百万円、2014 年 3月期: 412

百万円 

平均年齢 36.4歳 

成功要因 他社がレッドオーシャン市場で製品差別化の競争をしていた中、エンカレッ

ジはブルーオーシャン戦略で戦い、競合他社がいない市場を開拓。 

顧客の新しい視点で製品を作り続けたこと。 
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リスク要因 大手メーカーが同じ領域に参入してくるリスク。 

海外参入の失敗。特に中国市場への参入は尖閣諸島問題で失敗に終わった。 

2012年に大量採用したため、人件費が一気に増加したリスク。 

 

エンカレッジテクノロジは、内部統制に資するシステム証跡管理ソフトウェアおよび保守

サービスを両輪とする事業を展開している。顧客基盤は金融機関を中心とした大手企業が多

数を占める。 

 市場は創出され、需要も存在しており、とりわけソフトウェア分野において高い需要があ

った。エンカレッジテクノロジは独自開発による製品を提供し、競争企業がほとんど存在し

ないブルーオーシャン市場において、禁止系ソフトウェアを主力商品として展開した。これ

により、国内市場におけるシェアトップの地位を確立することになる。 

 リーダーシップにおいては、創業者である石井が自ら率先してリードを取りつつ、メンバ

ーには適度な責任を委譲し、必要に応じてフォローアップを行うスタイルを採用している。 

 組織構成としては中途採用社員が多く、半期に一度、バーベキュー大会等の社内イベント

を開催することで、情報共有と組織活性化を図っている。加えて、5 年前より新卒採用も開

始し、現在では新卒社員が 20名在籍している。 

 資金面においては、創業当初は資金不足に苦しんだものの、事業の成功とともに成長を遂

げた。 

 創業は 2002 年 11月 1日であり、上場は 2013年 12月 11 日に達成した。従業員数は 66名

である。売上高は、2012 年 3 月期に 735 百万円、2013 年 3 月期に 915 百万円、2014 年 3 月

期には一時的に 412百万円となった。従業員の平均年齢は 36.4 歳である。 

 リスク要因としては、大手メーカーが同一市場に参入するリスクが挙げられる。また、海

外市場への進出に関しては、特に中国市場において尖閣諸島問題の影響を受け、進出失敗に

至った経緯がある。さらに、2012 年に実施した大量採用に伴い、人件費が急増し、財務負担
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の増大というリスクも抱えるに至った。 

 エンカレッジテクノロジの成功要因の一つは、新しいニッチ市場の創出である。現在の収

益の柱となっている製品は、ESS レックである。創業当初に開発した製品が失敗し、巨大な

赤字を出してしまったため、次に開発する製品は必ず市場に受け入れられるものでなければ

ならなかった。前回の失敗の原因は、製品開発の仮説が誤っていたからである。そのため、

2度目の製品開発では、顧客の声をより丁寧に聞くことから始めた。開発した ESSレックは、

パソコンの画面を忠実に記録する監視カメラとして機能し、市場に存在しなかった新たな形

態の製品であった。当時、画面をキャプチャする技術は存在したが、動画で確認できるもの

はなかった。このシステム監査証跡ツールが開発された背景には、銀行の重役から「人間は

誰でもミスをするし、時には不正を行う。これを未然に防げないことが最大のリスクだ」と

の指摘があり、それが製品開発の重要なヒントとなった。2005年に個人情報保護法が制定さ

れたことも、市場拡大の追い風となった。個人情報の厳格な管理や、USB がアクセスできな

い等の問題が一般に認識され始めた時期である。  

 ESS レックは、すべてを記録に残すため、情報システムを扱う人々にとって非常に強力な

ツールとなる。例えば、USB を使用できない状況や、情報を DVD に焼いてベンダーに送る必

要がある場合など、ESS レックを利用すれば対応可能である。エンカレッジテクノロジは、

高セキュリティが求められるターゲット市場に適切にアプローチし、販売する戦略で他社と

の差別化を図った。他の企業が気付かなかった市場のニッチを見つけ出し、それを開拓した

ため、新たなニッチ市場を創出することができたのである。 
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表 3 調査対象 IT企業 ⑥リアルコム  調査対象者：シニアマネージャー  

項目 詳細 

事業 

コンセプト 

ソフトウェアライセンス販売、システム構築、その他付帯サービスの提供、建

設機械の仕入・販売、太陽光発電システムの仕入・販売・発電事業 

特徴 創業時にナレッジマネジメントを創出。しかし、飽和と衰退に直面。2011 年

9月に WWA への M&A を実施し、生き残りを図る。現在は売上の 8割から 9割が

WWAによる売上。 

2000年当初は競争相手がいなかったが、徐々に競争が激化し、2008 年のマイ

クロソフトのシェアポイントの登場により大幅な顧客流出と売上の減少。 

当初はトップシェアを誇ったが、衰退。 

リーダーシップは人を管理するのではなく、方向性を示すことに重きを置く。 

戦略はトップダウンではなく、現場からの提案を重視。企画書を作成し、プロ

ジェクトがスタートすることもある。 

ほとんどが中途社員。新卒は少数。 

創業 2ヶ月後に VCから 5,000 万円の出資を受け、半年後に第三者割当増資を

実施し、総額 249 百万円を調達。 

創業から 

上場期 

2000年 4月 17日 → 2007 年 9 月 19 日 

 

従業員数 34人 

売上高 2012年 6月期: 1,336 百万円、2013 年 6月期: 2,303 百万円、2014 年 6月期: 

3,346百万円 

平均年齢 39.0歳 

成功要因 創業当時のナレッジマネジメントの市場ニーズが高かったこと 

太陽光発電事業へのシフト 

買収先の企業の業績好調により売上が伸びていること 

リスク要因 IT市場サイクルの速さと大手企業の参入によるビジネスモデルの崩壊 

基礎研究の遅れ 

新しい事業が見つかる保証がないこと 
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ブルーオーシャンの事業でも他社の参入によりレッドオーシャン化するリス

ク 

 

リアルコムは、ソフトウェアライセンスの販売、システム構築、およびその他付帯サービ

スの提供を行うほか、建設機械の仕入・販売、ならびに太陽光発電システムの仕入・販売・

発電事業を展開している。 

 リーダーシップに関しては、人を厳格に管理するのではなく、方向性を示して組織を牽引

するスタイルが採用されている。また、戦略形成においてはトップダウン型を排し、現場か

らの提案を重視する姿勢を取っている。現場主導で企画書を作成し、プロジェクトがスター

トするケースも多い。組織構成としては中途採用者が大半を占めており、新卒採用者は少数

にとどまる。 

 資金調達面においては、創業 2 ヶ月後にベンチャーキャピタル（VC）から 5,000 万円の出

資を受け、さらに半年後には第三者割当増資により総額 249 百万円を調達した。 

 創業は 2000 年 4 月 17 日であり、上場は 2007 年 9 月 19 日に達成した。従業員数は 34 名

であり、売上高は 2012 年 6 月期に 1,336 百万円、2013 年 6 月期に 2,303 百万円、2014 年 6

月期に 3,346 百万円と、M&A 後の売上成長が顕著である。従業員の平均年齢は 39.0 歳であ

る。 

 リスク要因としては、IT市場サイクルの速さや大手企業の参入によって既存ビジネスモデ

ルが崩壊する可能性が存在する。また、基礎研究の遅れ、新たな成長事業が確実に見つかる

保証がないこと、さらにはブルーオーシャンと考えられていた事業領域が、他社参入によっ

てレッドオーシャン化するリスクが指摘される。これらに適切に対応することが、持続的成

長のための課題となる。 

 成功要因としては、創業当初におけるナレッジマネジメント市場の高いニーズに対応した

こと、さらに太陽光発電事業へのシフトに成功したこと、そして買収先企業の業績が好調で
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あったことにより、売上の伸長が実現された点が挙げられる。この事業転換は、M&A による

戦略的な移行であった。リアルコムが成長しているのは、市場が大きく伸びているクリーン

エネルギー分野に上手く乗り換えたからである。同社の売上の約 1 割が IT 事業から、約 9 

割が太陽光事業から得られている。 

 リアルコムは、2000年 4月にナレッジマネジメントを主力業務として創業した。この時代

にはナレッジマネジメントを理解している人が少なく、競合も存在しなかったため、徐々に

市場に認知されていくようになった。しかし、2008 年からソフトウェアライセンスの売上が

減少し始め、マイクロソフトからシェアポイントソフトが発売されると、多くの企業がこれ

に移行し始めた。その結果、顧客流出が起こり、既存のビジネスモデルが崩壊することにな

った。 

 ソフトウェアはライセンス事業であり、多くのユーザーが利用することで成立する。導入

時には、一つあたりの単価数は百万近くする。そこから、このライセンスがどういう影響を

与えるかは、一人あたりのライセンス量×ユーザー数が収益となる。また、ランニングコス

トのためには、保守料金がかかる。この二つで、ソフトウェアビジネスが成立している。高

い利益率を誇るソフトウェアライセンスが存在し、これにより収益が生まれる。  

 さらに、ランニングコストをカバーするために保守料金が必要である。これらが組み合わ

さってソフトウェアビジネスは成立していたが、顧客が流出するとビジネスモデルが崩れ、

企業は倒産するリスクに直面する。 

 このような状況の中、2010 年頃には生き残りをかけて WWB という企業と株式交換による

M&A を行った。これは新しい事業領域への進出が必要だったためであり、市場の拡大が見込

まれるクリーンエネルギー分野へのシフトは、現在のリアルコムの成功要因である。 
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表 3 調査対象 IT企業 ⑦アステリア 調査対象者:部長  

項目 詳細 

事業 

コンセプト 

日本初の XML 専門ソフト開発会社。企業向けシステム連携ソフト「アステリ

ア」が主力製品。 

特徴 市場は需要が伸びており、EAIソフトウェアが成長。XMLがデータ交換のフォ

ーマットとして標準化。 

競争状況は外資系企業が存在するが、国内競争はほとんどなし。 

国内シェア 1位（47%）。 

各役割を明確にし、自律的に動ける環境を整備。マイクロマネジメントは行わ

ず、ホウレンソウを重視。 

マーケティングでは個々に合わせたスキルや研修を実施。外部の勉強会やセ

ミナーに参加し、レポート提出を義務付ける。 

中途社員のみを採用。スキルよりも信頼性を重視。 

社長が 27億円を個人投資家から調達し、有名人やベンチャーキャピタルの支

援を得た。 

創業から 

上場期 

1998年 9月 1日 → 2007 年 6月 22日 

 

従業員数 81人（連結）、55人（単独） 

売上高 2012年: 1,294 百万円、2013 年: 1,322 百万円、2014 年: 1,436 百万円（単

独） 

平均年齢 37.4歳 

成功要因 高い粗利（製品の 8割が粗利）。 

マーケティングが充実（企業全体の 10 人がマーケティング担当）。売上の 1割

をマーケティング予算に充てている。 

優秀なセールスを経営者が採用。社長の人脈とマーケティング出身の背景か

ら、適切な伝え方が重視された。 

他社が手を出さない分野を見つけた。 
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リスク要因 海外ソフトウェア事業での成功事例がない中での海外展開挑戦。 

予期せぬ事態（9・11のような出来事）による業績悪化。 

受託開発のリスク。失敗時のリスクヘッジが難しい。 

 

 アステリアは、日本初の XML 専門ソフトウェア開発会社として設立され、企業向けシステ

ム連携ソフトウェア「アステリア」を主力製品として展開している。 

 市場においては、EAI（Enterprise Application Integration）ソフトウェア分野の需要が

拡大しており、XML がデータ交換の標準フォーマットとして広く普及したことに伴い、事業

環境は成長基調にあった。競争状況としては、外資系企業の存在は認められるものの、国内

においては競合がほとんど存在せず、アステリアは国内市場において 47%のシェアを獲得し、

トップの地位を確立している。 

 組織運営に関しては、各役割を明確に定め、自律的に行動できる環境を整備している。マ

イクロマネジメントは排除され、報告・連絡・相談（ホウレンソウ）を重視する運営方針が

採用されている。マーケティング分野では、社員個々のスキルに応じた研修プログラムを実

施するとともに、外部の勉強会やセミナーへの参加を促し、参加後にはレポート提出を義務

付けることで知見の社内還元を図っている。 

 人材採用においては中途採用に特化し、スキルよりも信頼性を重視する方針を採っている。

資金調達面では、社長が個人投資家から 27億円を調達し、さらに有名人やベンチャーキャピ

タルからの支援も得たことで、創業初期から安定した資金基盤を築いた。 

 創業は 1998 年 9 月 1 日であり、上場は 2007 年 6 月 22 日に達成した。従業員数は連結で

81 名、単独で 55 名である。売上高は、2012 年に 1,294 百万円、2013 年に 1,322 百万円、

2014 年には単独で 1,436 百万円に達している。従業員の平均年齢は 37.4 歳である。 

 リスク要因としては、海外ソフトウェア事業において十分な成功事例がない中で海外展開

に挑戦している点が挙げられる。また、予期せぬ外部要因（たとえば 9・11 テロのような突
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発的事象）による業績悪化のリスク、ならびに受託開発事業において失敗時のリスクヘッジ

が難しいという課題も存在する。これらのリスクに適切に対応することが、今後の持続的成

長に向けた重要な課題となる。 

 アステリアの成功要因の一つ目は、潤沢な資金源の獲得である。創業当時、社長は個人の

人脈を活用して、融資を受けずに 27億円の資金を確保できた。出資者には外資系の経営者や

Googleの社長などが含まれていた。このような有力な支援を受けた結果、最終的にベンチャ

ーキャピタルからも出資を求められるようになった。そのため、リスクなく、私財を投げう

つことなく起業することができた。この資金源があったからこそ、リスクを背負った大胆な

事業展開が可能となったのである。  

 競合他社との大きな違いは、受託ビジネスではなく、パッケージビジネス（汎用性のある

ソフトウェア製品を開発し、不特定多数の顧客に反復して販売するビジネスモデル）である。

パッケージビジネスのメリットは、作成したソフトウェアを著作権で販売する点にある。ア

ステリアでは、この戦略により粗利が 8割を超えるスケールメリットを活かしている。  

 成功要因の二つ目は、マーケティング重視の経営である。アステリアでは、売上の 10%に

相当する予算がマーケティングに充てられており、売上 15 億円のうち 1 億円以上がマーケ

ティング費用である。従業員 60 名のうち 10名がマーケティング担当であり、これは他社と

比較しても顕著な違いである。この戦略は、社長がマーケティング出身であることと、スケ

ールメリットを活用したビジネスモデルに起因している。   

 成功要因の三つ目は、優秀なセールス人材の採用である。社長は、営業のポテンシャルが

高いと感じた人物に対して、粘り強く接触を続け、採用に至る。社長は「良い商品は売れる」

という考えを持たず、「正しい伝え方をすれば初めて売れる」と考えている。ただし、それだ

けでは不十分であり、明確な数字を示すことで初めて顧客の理解が得られる。このように、

優秀なマーケッターだけでなく、優秀なセールス人材を集めることで、アステリアはさらな

る成長を遂げているのである。 
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第５節 考察 

5.1 インタビューから得られた知見 

   

 ここまでのインタビュー調査結果から得られた 知見を以下に述べたい。 

 インタビューを分析すると、成功への戦略として次の６つが浮かび上がってきた。  

①二ッチ市場の獲得と自社製品の差別化   

  ②M&A によって大きく業務転換   

  ③会社は人が大事   

  ④経営者の倫理観   

  ⑤強い財務基盤   

  ⑥営業とマーケティング  

 

①二ッチ市場の獲得と自社製品の差別化   

 経営層が成功戦略として、考えているのは、独自の技術や製品を、新市場に投入している

点である。企業が利益を生み出すためには、競合との違いが必要である。したがって、利益

は顧客に対するより良い製品やサービスの提供から生まれると考えられる。  

ブイキューブは、遠隔コミュニケーションというニッチ市場を開拓した。同社は営業を重視

し、ITリテラシーの低い顧客層にも新しいサービスの価値を認識してもらうために、ひたす

ら営業活動を行い続けた。これにより、日常生活では利用されていない新しいタイプのサー

ビスを市場に浸透させることに成功した。  

 オークファンは、総合的なネットオークション情報・価格検索や分析サービスを提供する

ことで、 他社が手を出していないニッチ市場を獲得した。例えば、価格ドットコムのような

サイトは一部の価格比較に留まるが、オークファンはより包括的なサービスを提供している。 

  エイジアは、メールを利用した受託ソフト開発に着目し、当初から注目されていない市場

でビジネスを展開した。これにより、新しいニッチ市場を創出することに成功した。 

  エンカレッジテクノロジは、内部統制に役立つシステム証跡管理ソフト「ESS レック」を
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開発し、 特に金融領域で高いセキュリティを必要とする市場に焦点を当てた。初めて開発し

た製品の失敗から学び、次に開発する製品である ESS レックは、 他社が気付かなかったセキ

ュリティの高いニッチ 市場に適応し、大きな成功を収めた。   

 これらの事例から、ニッチ市場の獲得が、競争が少なく、独自の価値を提供することがで

きる市場へのアプローチが成功の鍵であると考えられる。 各社は異なる方法でニッチ市場

にアプローチし、 結果としてその市場でナンバーワンとなり、競合の少ない領域にて独自の

市場ポジションを築いている。 

 

②M&A によって大きく業務転換   

経営層が成功戦略として、考えているのは、事業をシフトさせるという点である。IT 業界

でも、 M&A の手法は有効な戦略だと考えられている。 

 リアルコムは、ソフトウェアライセンス事業の売上減少と顧客流出に直面し、生き残りを

かけて事業領域を変革した。2010年頃、建機商社 WWB との株式交換による M&A を実施し、

IT 事業からクリーンエネルギー分野へとシフト。この戦略的な移行により、市場が拡大する

太陽光事業を新たな収益源とし、企業の存続と成長を確保した。  

 

③会社は人が大事   

各社は「会社は人が大事」「全員参加型」「経営理念の共有」「人財を重視する経営戦略」を

採用しているとの共通認識が見受けられる。これらの企業は、個々の社員の能力を高く評価

し、社員一人ひとりが持つ可能性を企業成長の重要な要素と捉えている。  

 たとえば、オークファンは新人にも重要な業務 を任せることで、急速な成長を促しており、

ミッションやビジョンを社員の人事評価に直結させている。また、サイオステクノロジーで

は全員参加型の経営を実践し、社員全員が経営戦略に参加する体制を整えている。社員の幸

福を重視する経営哲学も、これらの企業に共通している。  

 エイジアはカスタマイズを重視する経営戦略を採用しており、それによって人件費が増加
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し、社員の幸せに直結する経済的利益をもたらしている。さらに、経営者が個人と仕事の区

別を徹底し、社員の倫理観に良い影響を与えていることも、経営全体の健全性を保つ要因と

なっている。 

これらの企業は、人財を重視する経営戦略によって、社員の能力を最大限に引き出し、企

業文化の浸透と経営理念の共有を図っている。  

 アステリアでは、社長がマーケティング出身であることから、マーケティングに特化した

経営戦略を採用し、優秀なセールス人材の採用に力を入れている。このように各社は、個々

の社員が持つ能力と可能性を重視することで、企業全体の成長を目指しているのである。  

 

④経営者の倫理観  

インタビューに答えた経営者層は経営について倫理的であるべきことを述べている。  

エイジア、サイオステクノロジーの各企業は、その「倫理観経営」において異なるアプロ

ーチを取っている。 

 また、エイジアの経営者は、個人生活と職業生活の明確な区分が重要だと経営方針で決め

ている。なぜなら、社長は倫理観を非常に重要視しているからである。例えば、私的な理由

で会社の資金を使わないという厳格なルールを設けている。このような行動は、社員の倫理

観に良い影響を与え、企業全体の健全な経営を支える基盤となっている。社長の行動が模範

とされることで、企業文化として正直さや誠実さが根付いており、これが社員の満足度や業

務の効率向上にも繋がっている。  

 

⑤強い財務基盤   

強い財務基盤が鍵であることを、サイオステクノロジ、リアルコム、アステリアの経営者

層が述べていた。それぞれの財務基盤、資金調達のアプローチは次のとおりである。   

 サイオステクノロジーは創業時から親会社の支援を受け、さらに社長の人脈を通じて外部

の投資会社からも支援を得ることができたため、強靭な財務基盤を確保している。この資金
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的なリスクが少ない状況が、大胆な経営戦略を可能にしている。 

 リアルコムが、太陽光事業へとシフトした際、事業転換として M&A が行われ、新たな市場

に進出することで現在の成功を収めた。M&A ができる財政基盤が整っていたことを示してい

る。 

 アステリアは、創業当時、社長の個人的な人脈を活用して、外資系の経営者や Google の社

長などから資金を確保した。これにより、融資を受けることなく 27億円の資金を集めること

が可能となり、リスクを背負うことなく企業を起業し、大胆な事業展開が可能になった。  

 これらの企業は、それぞれ異なる方法で資金源を確保し、その資金を基にしてリスク管理

を行いながら、成長と革新を達成している。 

 

⑥営業とマーケティング   

ブイキューブやアステリアの各企業は、営業力とマーケティング戦略においてそれぞれ独

自のアプローチを採用している。  

 ブイキューブは、ウェブ会議やテレビ会議を中心としたコミュニケーションサービスを提

供している企業である。遠隔医療やインターネットを利用したセミナー開催支援も手掛けて

おり、製品は 7 年連続で Web 会議のクラウド市場においてナンバーワンの地位を保持してい

る。市場成長率の高いアジア圏への進出を計画しており、経営者自らがシンガポールに滞在

しながら、戦略を策定し実行に移している。また、ニッチ市場の創出と営業を重視している

ことが成功の要因である。  

 アステリアは、日本初の XML 専門ソフト開発会社であり、主力製品として企業間のシステ

ム連携ソフト「アステリア」を提供している。マーケティングに重点を置いた経営を実践し

て、かつ優秀なセールス人材を採用している。同社のマーケティング予算は売上の 10%を占

め、1億円以上に達しており、従業員 60名中、10名がマーケティング職に従事している。こ

れは全体の約 17％に相当し、その比率の高さが同社の市場での成功を支えている。  
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5. 2  考察：経営層が実践した成功への戦略 

   

① コトラーは、コア事業を核としながらも新たな成長分野を広げることが大事だと述べて

いる（コトラー, 2003）。 

 ニッチ市場では、中小企業に競争の機会を与えている。大企業にとっては重要でなく、彼

らが見逃しているニッチに中小企業が入り込めるチャンスがあるのだ。したがって、マザー

ズ市場における IT企業にとって、ニッチ市場への参入は重要であるといえる。 

 ニッチ市場は特定顧客市場に特化しているため、 大手企業が提供する一般的なソリュー

ションよりも参入障壁が低い傾向にある。これにより、スタートアップ企業が迅速に足場を

築くことが可能となっている。 

 ニッチ市場は競合が少ないため、市場において独占的なポジションを築くことができ、価

格設定においても優位性を保つことが可能となる。特に BtoB向けの企業においては、利益率

を高くしやすくなる。また、顧客ニーズに適した製品やサービスを提供することは、長期的

なビジネス関係を構築することが可能となっており、それらが企業成長への大きな柱となっ

ているのである。 

  

②M&A によって大きく業務転換   

 新原は、「危機を持って企業の千載一遇のチャンスに転化すること」（新原, 2003）の重要

性を述べている。追い詰められた時こそ冷静さを失わず考え抜いて、危機が作り出した「隙

間」を確実にものにして、長期的発展に向けた新しい方向性を見いだすこと。追い詰められ

た時こそが、新しい方向性を見いだすチャンスであるという。  

 一般に新規事業を成功させることは難しい。ゼロイチからの新規事業立ち上げよりも、M&A

の方が一般的に成功確率が高いのである。  

 調査対象企業はマザーズ上場企業であり、中小企業よりも資金力があるため、ゼロから時

間と労力をかけるよりも、M&Aを活用したスピード経営を実践して成功しているのだった。 
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③会社は人が大事   

 坂本は、会社にとって人が大事であることを次のように述べている（坂本, 2010）。仕事や

職場にやりがいを感じ、所属する組織に誇りと喜びを感じている社員は、お客様に心から喜

んでもらえるサービスを提供しようと考え、行動するのは自然だからである。会社とは、集

まっているすべての社員が人間性を尊重され、やりがい、働きがいを感じる場所であるべき

だ。自分が所属する会社や組織に不平・不満・不信感を持った社員や、自分が所属する組織

に感動や愛社心を持ち合わせない社員が、顧客に対して心を込めた接客サービスや感動的商

品の創造提案をすることなどできるはずがない。感動・感嘆・感銘するような愛情あふれる

人間思い、社員思いの経営を行っている企業も、少なからず存在している。こうした企業は

例外なく、好業績を上げていると坂本はいう。  

IT企業の勤続年数は他業種と比較すると短く、会社によって人を使い捨てにするという印

象を持たれることもある。しかし、今回の調査対象となった優秀な IT企業では、経営者自ら

が会社の資産を「人」と評価しており、それを具体的な施策に落とし込んで採用活動を行い、

成長を遂げている。 

 これらの企業は、独自の価値観や成長する仕組み を採用活動に反映させ、社員の給与を引

き上げるなどして、社員を大切にしている。このような一連の流れが、優秀な人材を引き付

ける要因となっており、企業全体が成功へと導かれているのである。 

 

④経営者の倫理観   

 榎本によれば、経営者の倫理観は重要であるという。従業員の経営者に対するモラルパー

ソンとしての認知が弱い場合、すなわち経営者は個人として倫理的でないと考えられている

場合、経営者がモラルマネジャーとして振る舞えば振る舞うほど、偽善的リーダーシップと

なる。経営者が道徳的でないと思われているのに、強いモラルマネジャーとしての役割を果
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たすと、いわば「嘘つき」になるのである。このような企業が倫理的な企業になることはな

い。 

 また、利益や効率を求めすぎるあまり、安全性やモラル顧客満足度などの優先順位を安全

性やモラル顧客満足度などの優先順位をおろそかにしてしまうようでは利用者からの信頼を

失う結果となり企業の存続そのものが危うくなる。経営者の考えはその企業全体の考え方に

影響を持つため経営者が高い倫理観を持つことが求められると榎本はいう（榎本, 2004）。  

 社長自らが倫理的な経営の手本を示すことで、他の社員にも良い影響を与えることができ

る。職務が高くなると自由裁量が増え、不正行為を行いやすくなり、ワンマン経営に陥る事

例も多いが、これが大きな問題であると社長自らが感じているのではないだろうか。そうし

た会社は、パワハラなどが起こりにくい環境を作り出すため、結果として社員が長く働ける

会社となる。そのような健全な会社は、社員一人ひとりが自由に議論できる 環境が整ってお

り、社員のモチベーションを高め、生産性が上がる。それが会社の利益へと繋がってくので

ある。  

 

⑤強い財務基盤  

新原は、財務基盤、キャッシュフロー経営が大事であることを述べている(新原, 2003)。  

 キャッシュフロー経営の考え方は、長期投資、研究開発投資を自己資本でまかなえるだけ

の体力（財務体質）が必要というものである。減価償却費、配当後の純利益、経営努力によ

る運転資金の合理化による余資などを原資として、そのキャッシュフローの範囲内で長期投

資な研究開発投資をしていけば、借金はしなくて済む。 

 強い財務基盤を持つ企業は、経営の選択肢が大幅に広がる。例えば、M&A を通じて新市場

に進出することや、製品開発に多額の投資を行うこと、さらにはマーケティング活動に多額

の資金を投入することが可能となる。これらの企業は、強固な財務基盤を背景にリスク管理

を行い、成長させている。  
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 さらに、資金が豊富であることは、大胆な経営戦略を実行する上で非常に重要である。例

えば、 新しい市場への参入や革新的な製品開発は、初期投資が大きいが、成功すれば企業に

とって大きなリターンをもたらす。また、マーケティングへの投資はブランド認知度の向上

や市場シェアの獲得に重要な視点といえる。  

 強い財務基盤を持つことは、企業が競争優位性を確保し、長期的な成長を実現するための

重要な要素であることが明らかになった。 

 

⑥営業とマーケティング  

コトラーによれば、「マーケティングとは、ニーズを評価し、その範囲と強さを測定し、利

益をあげる機会の有無を検討するという、マネージャーに課されたいわば予習である」（コト

ラー, 2003）という。マーケティングとは、新しい顧客を見つけ、製品の魅力や性能を改善

し、既存の顧客を逃さないようにし、製品の売上の結果を検討し、業績を維持するといった

ように、製品が生まれてからこの世を去るまで続く作業なのである。ニッチ市場を生み出す

ためには、人による地道な営業活動が不可欠である。ブイキューブの経営者は、自ら海外に

赴いて営業活動を行い、新たな市場の開拓に努めている。このような社員に限らず、社長自

らの直接的なアプローチが、成功に大きく貢献している。 

 マーケティングの重要性を示す視点として、従業員数や売上に対するマーケティング予算

の比率を評価することは新鮮な発見である。例えば、アステリアでは、従業員の約 17%がマ

ーケティング職に従事しており、売上の 10%をマーケティングに投資している。このような

戦略的な投資が、市場での成功を支えているとも考えられる。  

 これらの企業の成功は、独自の営業力とマーケティング戦略に支えられており、その取り

組みは他の企業にとっても参考になるであろう。 
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第 6節 優秀 IT企業における共通要因と展望 

 

マザーズ市場の企業を対象に、優秀 IT企業に対するインタビュー調査を通じて、成功への

経営戦略の要因を浮かび上がらせることができた。  

 成功している企業の経営者層は、①二ッチ市場の獲得と自社製品の差別化が重要であるこ

と、② M&A によって大きく業務転換をはかること、③会社は人が大事であると考えているこ

と、④経営者は正しい倫理をもつことが求められること、⑤強い財務基盤が大事であること、

⑥営業とマーケティングに力を入れることをインタビューの中で答えていた。 

 優秀 IT 企業の経営戦略が明らかになり、いくつかの企業で類似した経営戦略の傾向があ

ることがわかったことで、起業し、多くの課題や困難を解決し、継続的に成長している成功

要因の手がかりをつかむことができた。これらの優秀 IT 企業における成功のための経営戦

略を一般化することは、難易度の高い起業に対するインセンティブを与えるだけでなく、起

業家として新たに一歩を踏み出すきっかけを提供することにもなりえると考えている。なぜ

なら、これから創業準備をする起業家や現在創業している起業家に対し、どのようにすれば

成功する可能性を高め、失敗する可能性を低減できるのかを教えてくれるからである。  

 これまで、成功している IT 企業の経営者層がどのような経営戦略をとったのかを質的調

査から明らかにしてきた。 

 その研究で次に追求すべきは、IT企業が WEB 上でどのようなマーケティングを行っている

のかという点である。WEB マーケティングは、スタートアップ企業において成長できるかど

うかの分水嶺であるといっても過言ではない。 

 中でも、多くのマーケッターが重要視しているのが、SEO 施策である。検索エンジンでコ

ンテンツを上位にもってくるこの手法は、消費者との接点を多く生み出すことができる。こ

うした SEO 戦略をスタートアップ企業はどのように行っているのか。それを次の章で明らか

にする。 
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第 4 章 消費者との接点を生み出すための有効な手法に関する調査 

（調査 2） 

第 1節 調査概要 

 

本研究は、インターネットの普及とスマートフォンやタブレットなど携帯端末の日常的な

利用拡大により、マーケティングが大きく転換期を迎えている現状を踏まえたものである。

特に、マーケティングコミュニケーションの分野では、企業と消費者との対話的な関係性を

重視する潮流が加速しており（岩崎, 2012：43）、オムニチャネルマーケティングを軸とした

複数チャネルの統合や、一貫性のあるカスタマーエクスペリエンスの提供が求められている

（熊倉, 2016:86）。こうした変化の中で、自社サイトに顧客を直接呼び込むためのオウンド

メディアが注目され、そこに掲載されるコンテンツを通じた「コンテンツマーケティング」

手法が広く活用されるようになってきた（堀, 2013: 111-112）。企業にとっては、消費者が

必要とする情報へ迅速にアクセスできるよう多様なチャネルを整備するだけでなく、検索エ

ンジンにおいて上位表示を獲得する「SEO（検索エンジン最適化）」の実践が不可欠とされて

いる（小島, 2019:133）。 

 近年、SEO に関する研究や市場調査は盛んであり、アメリカでは広告主の 90％以上が SEO

施策を導入しているという報告もある（Ecosultancy, 2010）。日本でも、月の Webマーケテ

ィング予算が 100万円以上の企業のうち 96.1％が SEO施策を実施していることが明らかにな

っている（Digital Arrow Partners, 2024）。しかし、これらの研究の多くは量的な分析に偏

重しており、企業が実際にどのような手順や考え方で SEO 施策を行っているのか、その具体

的なプロセスや組織的背景、施策成功に至る要因などを明らかにする質的アプローチは依然

として乏しいといえる。特にスタートアップ企業のように限られたリソースや独自の組織文

化の下で展開される SEO戦略について、事例に基づいた深い洞察を示す研究は見当たらない。 

 そこで本調査では、スタートアップ企業においてコンテンツマーケティングを中核に据え

ながら SEO 施策を実践している経営者やフリーランスのマーケッター6 名を対象にインタビ
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ュー調査を行い、その実態を質的に解明することを目的とする。 
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第 2節  調査方法と分析方法 

2.1 調査方法 

 

本調査では、質的研究法を採用し、データ分析を行った。調査方法については、事前に調

査対象者に対して メールおよび口頭で調査協力を依頼した人物にインタビューを実施した。

2024 年 4月より 2か月間にわたり半構造化面接を実施した。インタビューは、オンラインに

て約 1時間程度であった。 

  

調査対象者については、以下の 4つ観点から人選した。 

1. ウェブマーケティングの会社であるテクロによれば （天野, 2023）、WEB サイトの平

均的な PV 数の目安は 3000～1 万 PV である。そして、10 万 PV 以上は成功しているオウン

ドメディアと見なされる。今回のインタビュー調査ではそうした人物を選択基準とした。 

2. SEO 施策における経験年数も重要なため、最低でも 5 年以上の経験をもつ人物を選択

基準とした。  

3. 障害者雇用サービス事業から、自動車製造業、フィットネス、不動産、ペット事業、

人材業、CRM 系の salesforce メディアなど、幅広い業種の SEO 施策の実態を調査できるよ

う、多業種の人材を選択基準とした。  

4. 本研究はスタートアップ企業の SEO 施策の実態調査を目的としているため、大企業の

マーケッターではなく、スタートアップ企業のコンテンツマーケティングにおいて、起業し

た人物を選択基準とした。 

  

それにより、このような 4つの基準を満たす SEO 戦略に実績のあるスタートアップの経営

者およびマーケティングを担当する 6 名（表 5）を選出した。彼らは幅広い SEO 施策の経験

を持ち、具体的な事例に基づく知見を有する人物である。具体的には、彼らはスタートアッ

プ市場においてコンテンツマーケティング施策を行い、これまで月間 30 万 PV から月間 600
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万 PV 以上のオウンドメディアをゼロから築き上げた実績を持ち、SEO 施策において成果を上

げている優秀なマーケッターということができる。 

 SEO施策の具体的方法、SEO施策を成功させるための必要な要素、消費者へのアプローチ方

法、SEOとそれ以外のマーケティングの運営方法、SEO におけるアルゴリズム等をインタビュ

ーすることで、SEO 施策の本質や成功させるために必要な要素を明らかにできると考え、表

6のような質問項目を設定した。  
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表 4 SEO 施策に関する 6 名のインタビュー対象者のプロフィール  

A 

フ リ ー

ランス 

フリーランスの Web マーケターとして活動しており、SEO コンサルティングを

専門としている。また、他のデータコンサルティング会社のプロジェクトに参

加し、不動産関連のマーケティングも手がけている。さら に、現在は実務家向

けの大学院にて応用データサイエンスを研究している。 

B 

代 表 取

締役 

障害者雇用サービス事業を展開する企業の代表を務めている。主に障害者雇用

を支援する企業や教育・福祉 施設向けのサービスツール開発に注力している。

新卒では上場している Web 企業でアルバイト求人サイトの運営に従事し、ウェ

ブマーケティングやウェブディレクションを経験。その後、医療系メディアの

運営に従事し、月間 120万 PVを達成。これにより、デジタルマーケティングの

専門知識とマネジメント能力を高めてきた。 

C 

代 表 取

締役 

自動車製造業の会社に勤務しながら、副業で人事関連の分野に特化した会社を

創業している。また、コンテンツマーケティングを中心としたメディア事業を

展開しており、所有するメディアは月間 30万 PV以上のアクセスを維持してい

る。 

D 

代 表 取

締役  

スタートアップ企業を経営しており、ファッションに特化したオウンドメディ

アの SEO、ドローンによる空撮サービス、およびウェブサイト制作を事業内容

としている。オウンドメディアは２年ほどで月間 50 万 PVを達成した。 

E 

代 表 取

締役 

月間 600万ページビューを記録するナンバーワンのフィットネスメディアを運

営していた。このメディアは 2016 年頃に BuyOut という形で他社に譲渡した。

現在はアルメニアに在住し、スタートアップ会社への投資や飲食店などを経営

している。 

F 

取締役 

Web マーケティングおよび Web 関連事業のプロフェッショナル集団を運営して

おり、特にマーケティング領域において強みを発揮している。 SFDC

（Salesforce.com）の構築から Web サイトの制作、Web マーケティングまで、

一気通貫で幅広いサービスを提供している。自社でも数十万 PV のオウンドメ

ディアを所有している。 
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A氏は、フリーランスの Webマーケターとして活動しており、SEOコンサルティングを専門

領域としている。加えて、他のデータコンサルティング会社のプロジェクトにも参画し、不

動産関連のマーケティング業務を手がけている。さらに、現在は実務家向け大学院に在籍し、

応用データサイエンスの研究に取り組んでいる。 

 B 氏は、障害者雇用サービス事業を展開する企業の代表取締役を務めている。主として障

害者雇用を支援する企業や教育・福祉施設向けにサービスツールの開発を行っている。キャ

リアの初期には、上場企業が運営するアルバイト求人サイトにおいてウェブマーケティング

およびウェブディレクション業務に従事し、その後、医療系メディアの運営に携わり、月間

120 万ページビュー（PV）を達成した経験を有する。この過程でデジタルマーケティングの

専門知識とマネジメント能力を培ってきた。 

 C 氏は、自動車製造業の企業に勤務する傍ら、副業として人事関連分野に特化した会社を

創業し、代表取締役を務めている。また、コンテンツマーケティングを中心としたメディア

事業も展開しており、運営するオウンドメディアは月間 30 万 PV 以上のアクセスを安定的に

維持している。 

 D 氏は、スタートアップ企業を経営しており、ファッション領域に特化したオウンドメデ

ィアの SEO 対策、ドローンによる空撮サービス、ならびにウェブサイト制作を事業内容とし

ている。運営するオウンドメディアは、開設から約 2年で月間 50 万 PV を達成するなど、短

期間で顕著な成長を遂げている。 

 E氏は、かつて月間 600 万 PVを記録する国内ナンバーワンのフィットネスメディアを運営

していた。このメディアは 2016 年頃に BuyOut（事業譲渡）という形で他社に譲渡されてい

る。現在はアルメニアに在住し、スタートアップ企業への投資および飲食店経営など、多角

的な事業活動を行っている。 

 F 氏は、Web マーケティングおよび Web 関連事業に特化したプロフェッショナル集団の取

締役を務めている。特にマーケティング領域において高い専門性を有しており、
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Salesforce.com（SFDC）の構築支援から Web サイト制作、Web マーケティングに至るまで、

包括的なサービス提供を行っている。自社でも数十万 PV 規模のオウンドメディアを所有し、

デジタル領域における強固な基盤を築いている。 

 以上、A 氏から F 氏に至るまで、それぞれが異なる分野において高度な専門性と豊富な実

績を有し、現在も多様な形で事業活動を展開している。 

 

表 5 SEO 施策に関するインタビュー質問項目一覧 

1 会社の主な事業内容と市場での位置づけを教えてください。 

2 会社の現在のマーケティング戦略について教えてください。 

3 WEB 上の集客の仕方（マーケティング）について教えてください。 

4 自社で保有するメディア（オウンドメディア）では、 集客のためにどのような施

策をしていますか？ 

5 オーガニックサーチでは、どのような施策をしていますか？ 

6 SEO では、どのような施策をしていますか？ 

7 WEB 集客にとって、SEOはなぜ重要だと思いますか？ 

8 SEO 以外で、集客に重要なものは何ですか？ 

9 SEO が成功した大きな要因はなんだと思いますか？ 

10 会社の売上に SEO 施策がどの程度影響を与えましたか？ 

11 SEO 戦略は何だと思って取り組んでいますか？ 

12 SEO がうまくいく場合といかない場合に、どんな違いがありますか？ 
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本調査における SEO施策に関するインタビューの質問項目（表６）は以下の通りである。 

 まず、質問項目 1 においては、「会社の主な事業内容と市場での位置づけを教えてくださ

い」とし、企業の基本情報および市場内での立ち位置を確認することを目的としている。 

 質問項目 2では、「会社の現在のマーケティング戦略について教えてください」とし、企業

が採用しているマーケティング方針および戦略的方向性について聴取する。 

 質問項目 3では、「WEB 上の集客の仕方（マーケティング）について教えてください」と設

定し、具体的なオンライン集客方法についての実態を把握する。 

 質問項目 4においては、「自社で保有するメディア（オウンドメディア）では、集客のため

にどのような施策をしていますか」とし、オウンドメディアを活用した集客施策の具体的内

容を明らかにすることを目的とする。 

 質問項目 5では、「オーガニックサーチでは、どのような施策をしていますか」とし、自然

検索流入を高めるために講じられている施策の詳細を把握する。 

 質問項目 6 においては、「SEOでは、どのような施策をしていますか」とし、SEO 施策の実

施状況および具体的な取り組み内容を聴取する。 

 質問項目 7 では、「WEB 集客にとって、SEO はなぜ重要だと思いますか」と設定し、SEO 施

策の重要性に関する認識およびその理由について明らかにする。 

 質問項目 8 においては、「SEO以外で、集客に重要なものは何ですか」とし、SEO 以外の集

客手法についての考え方や実践状況を確認する。 

 質問項目 9 では、「SEO が成功した大きな要因はなんだと思いますか」とし、SEO 施策の成

功要因に対する自己評価および認識を聴取する。 

 質問項目 10 においては、「会社の売上に SEO 施策がどの程度影響を与えましたか」と設定

し、SEO施策が売上に及ぼした具体的な影響度合いを把握する。 

 質問項目 11では、「SEO 戦略は何だと思って取り組んでいますか」とし、SEO戦略の定義や

その理解に関する考えを明らかにする。 
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 最後に、質問項目 12 においては、「SEO がうまくいく場合といかない場合に、どんな違い

がありますか」と設定し、成功と失敗の要因分析に関する知見を得ることを目的としている。 

 以上の質問項目により、各社の SEO施策に関する実態および認識の詳細な把握を試みるも

のである。 

 

表 6 SEO 施策に関するインタビューに関する発言内容の概念のコードマトリックス 
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本研究において、SEO 施策に関するインタビューで得られた発言内容は、以下のような

概念カテゴリーおよび上位コード・コードに整理された。 

 まず、質問⑥ キーワード選定の概要に関しては、上位コードとして「親和性のキーワー

ドを選ぶ」が抽出された。具体的には、①キーワードの市場性での位置づけを調査するこ

と、②自社で狙いやすいキーワードを選定することが挙げられる。 

 次に、質問⑦ 戦略的設計力とアルゴリズムへの対応に関しては、上位コードとして「高

品質なコンテンツと適切なキーワード設計」および「一元化および戦略とツール活用で最

適化」が導出された。前者においては、①適正なキーワード設計を行うこと、②適正な文

章や商品内容を精査すること、③特に Google や Yahoo などの主要検索エンジンを活用す

ることが挙げられた。後者においては、①コンサルティング会社が推奨するツールを使う

こと、②SEO ツールを活用して順位や流入数を数値化し対応すること、③ツール系をトラ

イすることが重要であるとされた。 

 質問⑧ 質と信頼性を重視したユーザー中心設計に関しては、「変化するアルゴリズムに

対応と質を担保すること」、「ユーザー中心の戦略で収益最大化」、「信頼性が求められる分

野・専門性と情報精度が市場で評価」の三つの上位コードが確認された。 

 「変化するアルゴリズムに対応と質を担保すること」では、①Google アルゴリズムの変

化に対応すること、②質の高い情報発信に努めること、③E-E-A-T（経験、専門性、権威性、

信頼性）を意識して情報提供することが求められた。 

 「ユーザー中心の戦略で収益最大化」では、①ユーザー目線でコンテンツを考案し、検

索キーワードを設定することが重要とされた。 

 「信頼性が求められる分野・専門性と情報精度が市場で評価」については、①センシテ

ィブな情報の取り扱いに留意すること、②単なる体験談ではなく、公開情報や専門家によ

る正当な情報提供に基づくことが挙げられた。 

 続いて、質問⑨ 変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供を追求するでは、「ユーザ
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ーに価値提供と高品質なコンテンツ作成」、「成功の不確実性と継続性」、「ニッチ戦略で堅

実な経験経路を築く」という三つの上位コードが得られた。 

 「ユーザーに価値提供と高品質なコンテンツ作成」では、①低価格の大量発注記事を避

けること、②高品質なコンテンツを積み上げることが重視された。 

 「成功の不確実性と継続性」では、①試行錯誤を前提とし、②改善を繰り返すことによ

って Google から評価されること、③目先の戦術にとらわれず、PDCA サイクルを戦略的に

回すことが示された。 

 また、「ニッチ戦略で堅実な経験経路を築く」では、①クリック率が低くても密着戦術を

徹底すること、②ターゲットを絞り込んだ戦略を選定することが重要視された。 

 質問⑩ 収益拡大のための集客と SEO による最適化戦略においては、「多角的なマネタイ

ズ戦略で収益性を最大化」と「SEO は収益を支える重要な集客手段」の二つの上位コード

が確認された。 

 「多角的なマネタイズ戦略で収益性を最大化」では、①広告収益の獲得、②商材販売の

実施、③集客から収益化までを一貫して考慮することが求められた。 

 また、「SEOは収益を支える重要な集客手段」では、①広告に依存しない集客チャネルの

確立、②集客が売上に直結すること、③売上そのものが SEO 施策によって生み出されるこ

とが強調された。 

 質問⑪ SEOでブランドの強化と AIによる最適化に関しては、「SEO施策を通じたブラン

ド価値の強化」および「AI自動化と競合分析で最適化」の二つの上位コードが抽出された。 

 前者では、①特定キーワードで上位に表示されることでブランドイメージの構築に寄与

すること、②SEO 施策とブランディング施策を同時に進める必要性が指摘された。 

 後者では、①Google の AI による上位判定の重要性、②単なるリンク施策ではなく勝負

する領域を定めること、③オーソリティーサイトの競合激化への対処が挙げられた。 

 最後に、質問⑫ SEOによる戦略的アプローチと精緻な運用手法の確立においては、「KPI
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管理と専門コンテンツの強化」および「戦略的な領域選定と柔軟な判断」の二つの上位コ

ードが得られた。 

 「KPI 管理と専門コンテンツの強化」では、①マーケティング KPI とコンバージョン動

向を軸とする体制構築、②数値目標だけでなく情報価値を重視する方針が挙げられた。 

 また、「戦略的な領域選定と柔軟な判断」では、①市場データに基づく専門性の高いコン

テンツ設計、②特化テーマのオウンドメディア推進、③順位を育成視点で捉える柔軟性、

④順位変動への前向きな受容、⑤SEO 施策を通じた事業成長への貢献意識が重要視された。 

 以上のように、本調査では SEO施策に関する実務者の発言内容を体系的に分類し、SEO施

策の多面的な実態と成功・失敗要因を明らかにした。 

 

2.2 分析方法  

 

インタビューは、ICレコーダーで録音または録画し、後日、逐語録をテキストファイルと

してデータ化した。インタビューデータの意味を探索的に分析する手法として、質的データ

分析法（佐藤, 2008）を採用し、以下の手順で分析を実施した。 

分析の手順として、調査対象者の SEO 施策の中で重要な要素となる発言を抽出し、コード

化するオープン・コーディングを試みた。コード化に際しては、SEO とマーケティングで集

客に関する発言、SEO 施策において有効だった手法に関する発言、集客において成功したポ

イントに関する発言、売上につながった手法に関する発言、SEO 施策でうまくいくか、いか

ないかに関する発言、それぞれの調査対象者が共通して回答した発言など、SEO 施策で有効

な手立ての手がかりとなる重要な発言を取り出し、コード化した。 

 コード化から得られたデータを細かく比較・検討し、何度も見直しを行い、規則性やパタ

ーンを見つけ出した。そして、抽出したコードから、より抽象度の高い上位コードを生成し、

より中核的で重要なコードである概念的カテゴリーを生成した。コード化したものからコー
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ドマトリックスを作成し、そこからさらに概念のコードマトリックスを作成した。それが〈概

念的カテゴリー〉、〈上位コード〉、〈コード〉による概念コードマトリックスの表 3 で示した

とおりである。 

 インタビュー調査において、対象者のマーケティング全般の仕事内容の確認と、現状把握、

その人物がどのような背景をもって SEO 施策に取り組んでいるのかを明らかにするために、

①から⑤の質問を行った。それらは、本研究の重要視している SEO 施策の具体的な分析には

直接関与していない。よって、今回の SEO 施策における有効な手立てを明らかにすることに

おいては、⑥から⑫についてのコード化や概念モデルの構築を行い、①から ⑤については除

外した。  

分析の信頼性を向上させるため、データ分析の客観性と妥当性の確保に努め、生成された

データの関係性を図式化・可視化し、意味づけの過程を明らかにした。  
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第 3節 調査結果  

 

インタビュー対象者の回答に対して、コード化した コードマトリックスについては、付録

に示したとおりで ある。インタビューをコード化し、分析していくと、47 のコード、16の

上位コード、そして、7 つの概念が浮かび上がってきた。それは、①《キーワード選定が重

要》、②《SEO 施策による戦略的なアプローチと精緻な管理手法の確立》、③《変化と不確実

性を理解し、継続的な価値提供を追求する》、④《戦略的最適化とアルゴリズム への対応》、

⑤《質と信頼性を重視したユーザー中心設計》、⑥《SEO でブランドの強化と AI による最適

化》⑦《収益拡大のための集客と SEO による最適化戦略》の 7 つである。以下が、概念的カ

テゴリーごとにオープン・コーディングした結果を示したものである。 

  

3.1 ①《キーワード選定が重要》 

  

「①キーワードの市場での位置づけを調査する②自社で狙いやすいキーワードを特定する」

のコードから、上位コード「親和性のキーワードを選ぶ」が生成された。また、「①キーワー

ドを広げる②広告から有効なキーワードを発見する」のコードから、上位コード「広告で高

い CVR（申し込み率）や CTR（クリック率）のキーワードを見つける」が生成された。そこか

ら概念コード《キーワード選定が重要》が生成された。 

 

3.2 ②《SEO による戦略的アプローチと精緻な管理手 法の確立》  

 

「①マーケッターが意図しない記事の増加を防ぐ体制が必要 ②効果的な KPI とモニタリ

ングのシステムが整っているところは成功しやすい ③ダッシュボードを活用して効率よく

情報を確認できる仕組みが役立つ ④特定のテーマに焦点を当てた専門性のあるコンテンツ

が成功」のコードから、上位コード「KPI 管理と専門コンテンツの強化」が生成された。また

「①アクセス数でうまくいくサイトとうまくいかないサイトの違いを判断 ②伸びないと判
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断したら早めに損切りを行うのが賢明 ③適切な領域選びがサイトの成功において重要 ④競

合が少ない領域 ⑤広告と並行して SEOも取り組むべき」のコードから、上位コード「戦略的

な領域選定と素早い判断」が生成された。そこから、概念コード《SEO による戦略的アプロ

ーチと精緻な管理手法の確立》が生成された。 

 

3.3 ③《変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供を追求する》 

  

「①Google アルゴリズムの変化 ②質の高い記事を提供し続けることが最終的に評価され

る 」のコードから、上位コード「変化するアルゴリズムに対応と質を重視すること」が生成

された。また、「①コンサルティング内容に合わせてアプローチする ②キーワードのボリュ

ームがあるところで対応する ③ツール系をトライする」のコードから、上位コード「ニーズ

に応じた戦略とツール活用で最適化」が生成された。そこから概念コード《変化と不確実性

を理解し、継続的な価値提供を追求する》が生成された。 

  

3.4 ④《戦略的最適化とアルゴリズムへの対応》  

 

「①適正な文字数、高品質な内容を重視する ②よく検索されるキーワードを使用する ③

特に Googleや Yahoo などの主要な検索エンジンを利用する」のコードから、上位コード「高

品質なコンテンツと適切なキーワードで検索最適化」が生成された。また、「①コンサルティ 

ング内容に合わせてアプローチする ②キーワードのボリュームがあるところで対応する ③

ツール系をトライする」のコードから、上位コード「ニーズに応じた戦略とツール活用で最

適化」が生成された。そこから概念コード《戦略的最適化とアルゴリズムへの対応》が生成

された。 
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3.5 ⑤《質と信頼性を重視したユーザー中心設計》  

 

「①Google アルゴリズムの変化 ②質の高い記事を提供し続けることが最終的に評価され

る」のコードから、上位コード「変化するアルゴリズムに対応と質を重視すること」が生成

された。「①ユーザーファーストのアプローチ ②ユーザーからの収益化の重要性 ③想定す

るお客さんのペルソナを考え、検索キーワードを設定する」 のコードから、上位コード「ユ

ーザー中心の戦略で収益最大化」が生成された。「①センシティブな情報の取り扱い ②医療

や金融などの分野では、公的機関や専門家による記事が信頼性で優位である」のコードから、

上位コード「信頼性が求められる分野：専門性と慎重な情報管理が重要」が生成された。そ

こから概念コード《質と信頼性を重視したユーザー中心設計》が生成された。 

 

3.6 ⑥《SEO でブランドの強化と AI による最適化》 

 

「①特定のキーワードで検索結果の上位に表示されることがブランディングの成功と考え

る ②検索結果での上位表示が強いブランドイメージの確立に寄与 」のコードから、上位コ

ード「SEO施策を通じたブランド価値の強化」が生成された。「①キーワードのボリュームに

応じて、どこでどう戦うかを決める ②SEO 手法は Google の評価基準に大きく依存 ③予測

と検証を繰り返す ④ オーソリティーサイトが多く、競合が激しい ⑤SEO は AIに任せて自

動化すべき 」のコードから、上位コード 「AI 自動化と競合分析で最適化」が生成された。

そこから概念コード《SEO でブランドを強化と AIによる最適化》が生成された。 

 

3.7 ⑦《収益拡大のための集客と SEO による最適化戦略》  

 

「①サイト自体を売る②広告収入を得る③実店舗に誘導する④商品販売に誘導する」のコ

ードから、上位コード「多角的なマネタイズ戦略で収益化を最大化」が生成された。また、
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「①売上の何割かを占める重要なチャネル②集客における重要な一手段になっている ③見

られるポイントを SEO で作る」のコードから、上位コード「SEO は収益を支える重要な集客

手段」が生成された。そこから概念コード《収益拡大のための集客と SEO に よる最適化戦

略》が生成された。 
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第 4節 考察  

4.1 ①《キーワード選定が重要》  

 

《キーワード選定が重要》については、マーケッター は、ターゲット層にあったキーワー

ド選定、多くの人が 検索するキーワード選定を行っていた。また、キーワードは自社のサー

ビスや製品に親和性の高い、相性のいいものを選ぶ必要があると考えていた。親和性の高い、

相性のいいものを選ぶと、申し込み率を示すコンバージョン率が高くなるからである。その

ため、マーケッターは、自社で合いやすいキーワードを特定して、そこをひたすら広げ、メ

ディア上でネット広告における CTR（クリック率）の高いキーワードを見つけるようにして

いた。 

このように、それぞれのマーケッターが独自のキーワード設定を行い、有効性の高いキー

ワードを見つけていた。適切なキーワード分析を通じて、ターゲット層に最適なコンテンツ

を提供することに成功している。 

 

4.2 ②《SEO による戦略的アプローチと精緻な管理手法の確立》  

 

《SEO による戦略的アプローチと精緻な管理手法の確立》については、モニタリングシス

テムとは、KPI や SEO 施策の妥当性を判断する力である。マーケッターは、効果的なモニタ

リングシステムの重要性について触れ、さらに、SEO 施策を評価できる人がいるかが重要だ

と考えている。一方で、マーケッターは、明確な答えはなく、実際にやりながら試行錯誤で

効果のある方法を探っている。しかし、マーケッターは同様に予測と検証を繰り返すプロセ

スを通じて、Googleが何で評価しているのかを仮説を立て、それに基づいて SEO戦略を策定

している。したがって、マーケッターは SEO 施策の分析や戦略も KPI を曖昧にすると結果が

出にくいと考えている。  

 このことから、SEO 施策は、具体的な評価検証の分析をしながら進めることが大切である
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ことがわかる。特に KPI などを設定して評価を行うことが重要で、KPI を設定して評価を行

うことで問題点の可視化が容易になる。このように、SEO施策の結果の評価と検証において、

実際のモニタリングと適切な評価基準の設定や分析が成果を生み出すのに不可欠だと考えら

れる。 

 

4.3 ③《変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供 を追求する》  

 

《変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供を追求する》については、マーケッターは、

SEO 施策には市場におけるタイミングが重要であることから、運も必要な場合があると考え

ている。例えば、Googleによって検索エンジンのアルゴリズムが変化し、自分の所有するノ

ウハウが使えなくなることも考えられるからである。コンテンツ制作には試行錯誤を繰り返

すことが必要であり、「これだ」と思えるものを見つけるまで手探りで進めている。また、成

功するかどうかは実際にやってみないとわからないと考えている。そのため、100 本の記事

のデータ分析を行い、伸びるか伸びないかを判断している。伸びないと判断した場合は、早

めの方向転換を行なっている。 

  マーケッターは、必ず成功が保証されているものではなく、やりながら成功へと導いてい

くことが重要だと考えている。有効な SEO施策を考えても、競合が生まれるなど外部要因や、

アルゴリズムの変更などの運の要素などコントロールできない変数があるからである。SEO 

施策では、コンテンツの質が重要である。マーケッターは、基本的には良質なコンテンツを

作ることが基本である。例えば、3000 文字の高品質な記事を書くこと、競合と重ならないキ

ーワードを選定している 
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4.4 ④《戦略的最適化とアルゴリズムへの対応》   

 

《戦略的最適化とアルゴリズムへの対応》については、 マーケッターは、キーワードの分

析や調査については、 各自さまざまな方法を行っていた。キーワードの分析や調査について

は、各自さまざまな方法を行っていた。マーケッターは、競合調査を行い、競合よりも優れ

た記事を強化したり、Google のキーワードプランナーと呼ばれるキーワードツールを活用し

て、高ボリュームのあるキーワードを選定したり、ラッコキーワードと呼ばれるキーワード

ツールを活用している。また、別の手法として、アクセス数が集まる記事とそうでない記事

から、 キーワードを見つけている。それらの手法は、市場と競合分析を行い、差別化された

コンテンツを提供することを可能にしている。 

 

4.5 ⑤《質と信頼性を重視したユーザー中心設計》  

 

《質と信頼性を重視したユーザー中心設計》については、 SEO施策でコンテンツの質が重

要であることから、マーケッターは、良質なコンテンツを作ることに心がけていた。例えば、

3000 文字の高品質な記事を書くことや、定期的なキーワードリサーチやコンテンツ更新を行

っていた。 

 また、マーケッターは、より目につきやすくするよう検索エンジンでの露出を増やせるよ

う、情報が誤っていないか、コンテンツがユーザーにとって読みやすいものとなっているか

などのモニタリングを行っていた。  

  マーケッターは、低品質のコンテンツにならないように、意味ある記事になるよう配慮し

ている。例えば、独自に CVR（申込率）や滞在時間などの具体的な指標でコンテンツの質と

量を評価する仕組みを作っている。同様に記事コンテンツの質を高くすることを考えている。 

  マーケッターは、文字数ばかり意識しているわけではなく、むしろ適切なキーワード選定
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後、コンテンツの質を大切にしている。  

 マーケッターは、検索エンジンのアルゴリズムの進化や AI 技術の導入が進んでいる現状

をしっかりと理解している。単純な文字数だけを意識した SEO 施策だけでは成果を出しにく

くなっていることも理解していた。 

  収益性については、導線設計が重要だとマーケッターは考えている。SEO 施策でオウンド

メディアからの流入は管理できるが、その後の問い合わせや発注に繋げる部分を重要視して

いる。例えば、アフィリエイト（成果報酬型広告）などで、ユーザーが自社に支払いを促す

よう誘導する施策を打つなどの手法が有効なように見受けられる。  

  マーケッターは、特定領域においては、ドメインの権威性に留意すべきだと考えている。

医療や金融などのセンシティブな情報を扱うジャンルでは、公的機関や専門家による記事が

信頼性の面で優位に立っている。医療機関からのリンク獲得を通じてドメインの権威を強化

することを大切にしている。オーソリティーサイトが多くて競合が激しいから、ロングテー

ル戦略が厳しい点に留意している。 

 

4.6 ⑥《SEO でブランドの強化と AI による最適化》  

 

《SEOでブランドを強化と AI による最適化》については、SEO 施策は、ブランディング戦

略に活用している。マーケッターは、特定のキーワードで検索した際に検索結果の上位に表

示されること自体がブランディング成功であると考えている。例えば、公益会社がミラノサ

ローネなどの展示会を検索した際に上位に出ることは、その会社が重要な位置を占めている

ことを意味し、強いブランドイメージを確立する助けになると強調している。マーケッター

は、会社名やブランド名に関する指名検索の最適化にも注力しており、総合的なブランド認

知と信頼の構築を目指している。 

 SEO 施策によって自社のサービスや製品にリーチするきっかけを作る事は、ブランド力向
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上につながるものと マーケッターは考えている。とりわけ、BtoBビジネス においては、そ

のような側面が顕著であるようだ。  

 マーケッターは SEO の限界を認識し、より幅広いマーケティング戦略の重要性を説いてい

ることがわかった。 マーケッターは、生成 AIなどの新しいテクノロジーが SEO戦略を大き

く変えるであろうと指摘しており、従来 の方法だけでは成果が出にくくなり、過去と新しい

技術を取り入れた柔軟な戦略が必要だと考えている。 

 

4.7 ⑦《収益拡大のための集客と SEO による最適化戦略》   

 

 《収益拡大のための集客と SEO による最適化戦略》については、キーワードは自社のサー

ビスや製品に親和性の高い、相性のいいものをマーケッターは選んでいる。親和性の高い、

相性のいいものを選ぶと、申し込み率を示すコンバージョン率が高くなるからである。マー

ケッターは、自社で合いやすいキーワードを特定して、そこをひたすら広げるのが重要だと

回答している。また、メディア上でネット広告における CTR（クリック率）の高いキーワー

ドを見つけるようにしている。SEO 施策による記事の CTR 率が異なるため、マーケッターは

効果の高い CTR記事を生み出すことに創意工夫をしている。 

  SEO 施策で集客した後のマネタイズポイントの確保も合わせて重要である。スタートアッ

プ企業の場合は、売上確保が必須要件であり、いかに SEO 施策により売上を伸ばせるかが会

社のコアビジネスになりうるという点も重要であると考えられる。 

 

第 5節 概念モデルの提示 

 

これまでの分析を通じて、７つの概念的カテゴリーが生成されたことから、概念モデル（図

3）を作成した。 

 ①《キーワード選定が重要》、②《SEO施策による戦略的なアプローチと精緻な管理手法の
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確立》、③《変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供を追求する》、 ④《戦略的最適化と

アルゴリズムへの対応》、⑤《質と信頼性を重視したユーザー中心設計》、⑥《SEO でブラン

ドの強化と AIによる最適化》⑦《収益拡大のための 集客と SEOによる最適化戦略》の 7つ

の概念カテゴリーを体系化したものが図１の構造モデルである。以下、構築された概念モデ

ルについて説明したい。    

 まず、SEO 施策では、①《キーワード選定が重要》であり、自社で狙いやすいキーワードを

特定することが重要となる。SEO 施策の出発点は、ターゲットとなる消費者に親和性の高い

キーワードの選定である。広告で高い CVR（申し込み率）や CTR（クリック率）のキーワー

ド を見つけることも重要となる。 

 次に、②《SEO 施策による戦略的なアプローチと精緻な管理手法の確立》をすることであ

る。KPI の設定や専門コンテンツの強化することと戦略的な領域選定と素早い判断である。

KPI を設定することにより、施策の評価と検証が容易となる。   

  そして、③《変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供を追求する》ことである。これ

には、成功の不確実性と継続性やニッチ戦略で忠実な顧客基盤を築くことが求められる。コ

ンテンツマーケティングでは、試すことが重要である。試行錯誤の泥臭い作業を積み重ねる

ことで、Googleに評価されていくようになる。  

  また、SEO 施策では、④《戦略的最適化とアルゴリズムへの対応》が必要となる。検索エン

ジンのアルゴリズムは常に進化しているため、SEO 施策もこれに対応し、 最適化する必要が

求められる。高品質なコンテンツを適切なキーワードで最適化する。結果として、キーワー

ドボリュームがあるところからの流入が増えていく。  

  続いて、⑤《質と信頼性を重視したユーザー中心設計》 に取り組むことが重要となる。質

とは記事の高い質を提供し続けることであり、ユーザー中心設計とはユーザー中心の戦略で

収益を最大化させることである。  

  そこから、⑥《SEOでブランドの強化と AIによる最適化》が可能となる。特定のキーワー
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ドで検索結果の上位に表示されることが SEO でブランド強化へと繋がる、検索結果での上位

表示が強いブランドイメージの確立に寄与する。また SEO は AI に任せて自動化することで、 

運用の効果をより一層高めていくこともできる。 

  最後に⑦《収益拡大のための集客と SEO による最適化戦略》が鍵となる。SEO 施策の最終

的な目的は、収益の最大化である。SEO 施策を通じた集客戦略を成功させ、多角的なマネタ

イズ戦略を展開し、収益化を最大化することが重要となる。 

 

 

 

図 3 SEO 施策の体系化プロセス：集客から顧客接点の最適化までの提案 

 

①から②の流れとして、キーワードを選定することで、 SEOの効果が出て、集客が増え

る。 

②において、成果が曖昧になりやすいので、目標設定となる KPI を設定する必要性が出

てくる。  
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そして、②から⑤へと取り組みを進める。KPI の指標で特に重要となるのは、コンテン

ツの質である。ユーザーの満足度を上げ、ユーザーを中心とした設計にすることが有効と

なる。  

さらに、⑤から⑦へと発展させる。これは、収益拡大をさせるためのマネタイズを考え

ることである。⑤においては、⑥につながることが可能で、コンテンツの質を向上させて、

検索エンジンで上位にくるようになると、サイトのブランド力も向上していくのである。  

この構造モデルでは、SEO 施策において、①⇒②⇒⑤⇒⑦という大きな流れに加えて、②

において③、④に取り組むこと、⑤において⑥への発展が可能なことであることが明らか

となった。それにより、マーケッターは消費者との接点を生み出すために、このプロセス

を経ることが有効な手立てであることがわかった。これは、IT企業、特にスタートアップ

企業の経営者が SEOを戦略的に活用するための知見を提供しているといえる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



   

 

132 

 

第 6節 SEO 施策の体系化プロセスと実務への提案 

 

   SEO施策の先行研究を調査すると、企業の集客の仕組みや顧客との接点の生み出し方の具

体的な取り組みや実態についての研究が進んでいない現状があった。そこで、本研究では、

6 名の経営者やフリーランスのマーケッターに SEO 施策に対するインタビューを実施した。

インタビュー結果を、質的データ分析法にかけ、コード化したのち、より中核的なコードを

上位コードとして生成し、7つの概念的カテゴリーを生成した。  

  生成された概念的カテゴリーは、①《キーワード選定が重要》、②《SEO施策による戦略的

なアプローチと精緻な管理手法の確立》、③《変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供を

追求する》、④《戦略的最適化とアルゴリズムへの対応》、⑤《質と信頼性を重視したユーザ

ー中心設計》、⑥《SEO でブランドの強化と AI による最適化》⑦《収益拡大のための集客と

SEO による最適化戦略》の 7つである。  

  SEO 施策の概念モデルは、①⇒②⇒⑤⇒⑦という大きな流れに加えて、②において③、④

に取り組むこと、⑤において⑥への発展が可能なことであることを示している。マーケッタ

ーは消費者との接点を生み出すために、このプロセスを経ることが有効な手立てであること

が本研究で明らかとなった。それは、IT起業、特にスタートアップ企業の経営者が SEOを戦

略的に活用するための知見を提供しているといえる。  
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第 5 章 結論 

第 1節 結論 

   

 本研究では、マザーズ市場に上場した優秀 IT 企業の成功要因と、スタートアップ IT 企

業における SEO 施策を中心としたマーケティング戦略という 2つの研究から得られた知見、

IT 業界における持続的成長とデジタル時代の集客手法について考察した。ここでは、両者を

一体として総括し、得られた知見の意義および今後の課題を提示する。 

 本研究では、第 1章でデジタルマーケティング研究の主要な到達点と未解決の課題、そし

て日本におけるスタートアップ企業の定義と現状および課題について整理を行った。日本の

スタートアップ企業に目を向けると、政府による積極的な支援策や投資環境の整備、さらに

は第四次スタートアップブームと呼ばれる起業熱の高まりによって、創業数やベンチャー投

資の総額は緩やかに増加してきた。しかし、欧米諸国をはじめとする他国と比較すると、日

本の開業率は依然として低水準にとどまっており、さらにユニコーン企業（企業評価額 10億

ドル以上の未上場企業）の数も極端に少ないという課題が浮き彫りになっている。背景とし

ては、個人保証を伴う銀行融資によるリスクの高さや、失敗を許容しない社会的風潮、エン

ジェル投資の不足などが挙げられる。こうした側面が、起業家を保守的な選択へと向かわせ、

失敗を恐れるあまり大胆な事業運営やビジネスモデルのピボット（大幅な方向転換）をため

らう傾向を助長していると指摘される。また、ディープテック系スタートアップでは、研究

開発に長期的な投資を要するため、VCやエンジェルの資金調達に苦戦するケースが多いとい

う構造的な問題も見受けられる。 

 第 2 章で確認されたのは、スタートアップ IT 企業の経営戦略を理解するための基本的な

視点と、日本における起業環境の現状である。まず、スタートアップは単なる新規企業では

なく、不確実性の高い状況でスケーラブルなビジネスモデルを模索し、急成長を目指す一時

的な組織として捉え直す必要があることを示した。その際、1970 年代以前の中小企業的な創
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業との連続性と非連続性を整理した。  

 次に、日本の起業環境については、国際比較で開業率が依然として低く、個人保証や資金

調達の脆弱性、規制の硬直性といった課題が残っている一方、第四次スタートアップブーム

や技術進歩により徐々に改善の兆しも見られることを明らかにした。     

さらに、経営戦略の分析枠組みとして外部環境（ファイブ・フォース）と内部資源（RBV）

が多用されてきたが、デジタル・プラットフォームが台頭する現代ではそれだけでは不十分

であることが確認された。そのため、両利き経営とダイナミック・ケイパビリティ、リレー

ショナル・ビュー、インスティチューション・ベースド・ビュー、マイクロ・ファンデーシ

ョンを組み合わせた、より統合的な分析の必要性が示された。 

 第 3章で確認されたのは、マザーズ市場に上場する優秀 IT 企業の成長要因である。マザー

ズ市場に上場する IT 企業へのインタビュー調査を通じて、スタートアップ企業が厳しい競

争環境の中でどのように成功し続けているかを解明した。とりわけ、中小企業白書（2017）

の統計や岩崎（2017）のデータによれば、起業後 5 年で多くの企業が退場し、スタートアッ

プとして長期的に生存することは極めて困難であることが示唆される。一方で、マザーズ上

場 IT 企業の中には、初期の資金調達や経営資源の不足といった共通の困難を乗り越え、持続

的な成長を遂げる事例が存在する。本章では、それらの優秀 IT企業に焦点を当て、成功要因

を定性的に抽出した。 

 優秀 IT企業の定義として、新原(2007)の考え方を踏襲し、売上高の連続増加、経常利益の

連続黒字、自己資本利益率（ROE）の三つの財務指標を組み合わせ、マザーズ上場企業のうち

これらを満たす IT関連企業を抽出した。2014年時点でのマザーズ上場企業 192 社中、IT 企

業 62 社に対して基準を適用し、最終的に 7社を対象としてインタビューを行った。調査方法

としては半構造化インタビューを採用し、1社あたり 1 時間～1時間半程度をかけて経営者、

役員、創業メンバーなどに成功要因を尋ね、ICレコーダーに録音後、逐語録を作成して分析

を行った。 
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 インタビュー調査の結果、企業ごとに扱う製品や市場は異なるものの、以下の六つの成功

要因がみられた。 

 第一に、ニッチ市場への参入と自社製品の差別化である。ブイキューブやオークファン、

エイジア、エンカレッジテクノロジといった企業は、既存大企業が着目しにくい領域や新市

場で独自の技術・サービスを提供し、市場における独占的な立場を得ている。第二に、M&A を

活用した業務転換である。リアルコムの事例に見られるように、ソフトウェアライセンス事

業からクリーンエネルギー事業へと大きく方向転換し、生き残りを図っている。第三に、会

社は人が大事だと捉える姿勢であり、オークファンやサイオステクノロジーでは全員参加型

の経営や社員の幸福を重視する企業文化が形成されていた。第四に、経営者の倫理観が高い

ことである。エイジアの経営者が示すように、社長自らが私的流用を厳格に禁じるなど、社

員からの信頼を勝ち得る言動と行動の一貫性が強調されている。第五に、強固な財務基盤を

持つことが挙げられる。サイオステクノロジーやアステリアのように、創業段階または親会

社との関係で資金調達に余裕がある企業は、大胆な投資や事業拡大を実行可能である。第六

に、営業とマーケティングの強化である。ブイキューブでは社長が自ら海外で営業活動を行

い、アステリアでは売上高の 10％をマーケティング費用に充てるなど、積極的なアプローチ

を採用している。 

 以上の結果は、IT スタートアップが生き残るために必要な条件として、「独自技術や差別

化したサービスによるニッチ市場の掌握」「必要に応じた M&A の活用」「人を経営の中心に据

えた組織づくり」「経営者の高い倫理観」「強い財務基盤」「営業・マーケティング活動への積

極投資」の重要性を示唆している。第 3章で確認されたのは、スタートアップ IT企業の SEO

施策である。第 2 の調査研究では、スタートアップ IT 企業における SEO 施策を中心とした

消費者との接点創出方法を明らかにするため、6 名の経営者・フリーランスマーケッターへ

の半構造化インタビューを行い、得られた逐語録を、質的データ分析法を用いてコード化し、

概念モデルを構築した。分析の結果、①《キーワード選定が重要》、②《SEO 施策による戦略
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的なアプローチと精緻な管理手法の確立》、③《変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供

を追求する》、④《戦略的最適化とアルゴリズムへの対応》、⑤《質と信頼性を重視したユー

ザー中心設計》、⑥《SEOでブランドの強化と AIによる最適化》、⑦《収益拡大のための集客

と SEOによる最適化戦略》の 7つの概念カテゴリーが抽出された。 

 まず、①《キーワード選定が重要》では、企業や事業内容に「親和性の高いキーワード」

を特定し、それを軸に記事を量産することが不可欠と示唆された。広告運用やコンバージョ

ン率の高いキーワードを見つけ出し、そこから SEO でも活用するなど、キーワードの選定・

拡張が流入増と売上拡大を左右する。一方、②《SEO 施策による戦略的なアプローチと精緻

な管理手法の確立》では、KPI 管理やダッシュボードの活用が重要視された。日々の運用を

定量的に把握し、アクセス数や CVR などの指標を検証することで、問題点を速やかに発見し

改善できる。 

 さらに、③《変化と不確実性を理解し、継続的な価値提供を追求する》は、Google アルゴ

リズムや市場の変動、競合状況に対応しながら試行錯誤を続ける必要性を強調する。④《戦

略的最適化とアルゴリズムへの対応》では、高品質な記事と適切なキーワードによる検索最

適化の重要性が示され、ツールや競合分析を活用して優位性を確立するアプローチが有効と

された。⑤《質と信頼性を重視したユーザー中心設計》に関しては、ユーザーファーストか

つ信頼性の高い情報提供が鍵となり、特にセンシティブな分野では専門性が高く正確なコン

テンツが求められる。 

 続いて、⑥《SEOでブランドの強化と AIによる最適化》では、検索上位表示によるブラン

ド認知の向上や、最新の AI技術による自動化・高度化の可能性が議論された。最後に⑦《収

益拡大のための集客と SEO による最適化戦略》では、多角的なマネタイズ方法を組み合わせ

ることで、集客から売上までを一貫して最大化する視点が重要とされる。以上のプロセスを

踏むことで、スタートアップ IT企業は限られたリソースを有効活用しつつ、検索エンジンを

介した新規顧客との接点を強化し、持続的な成長を狙うことが可能となる。 
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 これらは、まずターゲットに合わせたキーワード選定から始まり、KPI の設定と運用、ア

ルゴリズムへの柔軟な対応、ブランド構築や収益化までを一貫して包含する戦略的プロセス

を示しているといえる。 

 最終的には、①⇒②⇒⑤⇒⑦という大きな流れを軸に、②の段階で③や④に取り組むこと、

また⑤において⑥へ発展する可能性が示唆された。すなわち、キーワードの精査を出発点と

しながら、モニタリングや評価システムを活用して質を高め、ユーザー中心の設計を行うこ

とでブランド価値を確立し、収益最大化へつなげる取り組みが効果的であると考えられる。

これにより、スタートアップ IT 企業が消費者との接点を生み出し、事業を拡大していくた

めの一連のプロセスモデルが構築されたのである。 

 本研究の目的は、スタートアップ経営の成功要因とスタートアップの SEO 戦略の成功に関

する要因を明らかにすることで、スタートアップ企業における成長戦略を検討することであ

った。本研究では、まずマザーズ市場に上場する優秀なスタートアップ IT企業の成長要因と

して、IT企業が持続的成長を遂げるための経営戦略を 6つ明らかにした。そして、経営戦略

の中で特に重要視されているマーケティング戦略に特化し、SEO を用いてマーケッターは消

費者との接点をどのように生み出すのかという問いに対して、SEO プロセスを概念モデルと

して提示した。本研究によって、この二つの成功要因を実施すれば、スタートアップ企業が

成長できる可能性があることを示した。このモデルは、IT企業、後進の経営者やマーケッタ

ーが SEOを戦略的に活用するため、有効な選択肢の一つとして活用されることが期待される。  
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第 2節 考察 

 

 先行研究が示す外部環境視点（ポーターの構造分析）と内部資源視点（バーニーの RBV）

は、デジタル化・プラットフォーム化の進展下では単独では不十分である。本研究の二つの

調査は、この二分法を動態的に橋渡しする具体的メカニズムを明らかにした。 

 第一に、調査 1 で抽出された、①ニッチ市場の獲得と自社製品の差別化、②M&A を梃子に

した事業転換、③「会社は人が資産」という認識に基づく人材設計、④経営倫理の確立、⑤

強固な財務基盤の確保、⑥営業・マーケティング機能の強化、六つの実践項目は、外部要因

への「ポジショニング」と内部要因の「資源・能力設計」を同時に駆動させる実践パッケー

ジである。たとえば、ニッチ市場の獲得と差別化（外部）を、M&A による技術・顧客・人材の

取り込み（内部再構成）で加速し、倫理と財務規律を「耐久財」として基盤に据える設計は、

ダイナミック・ケイパビリティ（sensing–seizing–transforming）に親和的である。 

 第二に、調査 2の SEO 概念モデルは、外部の需要を「感知」するキーワード起点の探索、

KPI・専門コンテンツ・最適化で「捕捉」し、ブランディングと収益設計で「再構成」する一

連の学習プロセスとして読め、探索（exploration）と深化（exploitation）といった両利き

運用を具体のルーティンに落とし込んでいる。 

 リレーショナル・ビューおよびエコシステム視点に立つと、営業・マーケティング強化や

ブランディングは、補完者（代理店・開発者・メディア）・ユーザー・検索／SNSプラットフ

ォームとの関係設計そのものとして把握できる。 

 本論の定性調査では、たとえば Web マーケティング企業が Google のキーワードプランナ

ーやラッコキーワードを用いたキーワード選定と指名検索の最適化をクライアントと共同で

回す“補完者”として機能していたことが確認できる。 

 また、アクセス数・コンバージョン数を KPI で管理し、日次で把握し、運用改善に即時反

映する枠組みが重視されている。さらに、Search Console で検索ボリュームや月間流入を追
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跡し、優先キーワードを絞り込む実務が定着しており、最初の 100 本の記事データで伸長可

否を判定し、伸びない場合は早期に損切りする意思決定ルールも観察された。 

 オウンドメディア作成においては、見出し構造、適正文字数の設定といった形式面に加え、

センシティブ領域では専門性と正確性を一段高く求める内容で具体化される。権威性の強化

では、医療機関からのリンク獲得がドメイン評価を押し上げる実践例も確認された。プラッ

トフォーム適応の面では、Google のアルゴリズム変化への継続対応、初期段階の高頻度更新、

SNS 流入の最大化などがルーティン化しており、検索上位表示がブランド強化に直結すると

の理解が広まっている。 

 調査 2 で示された「戦略的最適化とアルゴリズム対応」「ユーザー中心設計」「AI 最適化」

は、まさに上記の制度的ルール束と技術的境界資源を媒介として価値共創を運用するための

実践知である。つまり、デジタルマーケティングは単なる周辺施策ではなく、関係設計と制

度適応を統合して管理する仕組みである。KPI の設定と運用での遵守と結果のフィードバッ

クという循環により、効果を測定し継続的に改善できるといえる。 

 二つの調査を合わせると、会社の土台づくり（ニッチ選択・M&A・倫理・財務・人材・営業）

と、顧客との接点づくり（キーワード探索・KPI設計・最適化・ユーザー中心・ブランド化・

AIの活用・収益化）がかみ合って回ることがわかる。土台が整い、接点で需要と学びを得て、

資源がまた増える。この循環で成長が続くといえる。 
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第 3節 意義 

 

 本論文の二つの質的調査は、企業レベルの成長戦略と市場側の接点設計を同一座標上で結

び付ける実装単位を抽出できた点に意義がある。調査 1（旧マザーズ上場 IT企業の経営戦略）

では、半構造化面接の横断分析から、優秀 IT企業に共通する六つの実践項目――①ニッチ市

場の獲得と自社製品の差別化、②M&A を梃子にした事業転換、③「会社は人が資産」という

認識に基づく人材設計、④経営倫理の確立、⑤強固な財務基盤の確保、⑥営業・マーケティ

ング機能の強化――が反復的に確認された。これらは外部の競争構造への鋭敏な位置取りと、

内部資源の構築・再構成とを同時並行で回すための「動かせる単位（ルーティン・意思決定・

資源配分規則）」として語られ、上場後の持続成長や市場変更に至る実務的プロセスの手触り

を与えた。 

 調査 2（スタートアップ IT企業の SEO施策）では、6名の経営者・実務家に対する半構造化

面接（選定基準：10 万 PV 級の運用経験、経験年数 5 年以上、多業種経験、スタートアップ

当事者）を実施し、質的データ分析法により 47コード／16上位コード／7概念カテゴリーを

抽出した。  

 導出された 7概念は、①《キーワード選定が重要》、②《戦略的アプローチと精緻な管理》、

③《変化と不確実性の理解と継続的価値提供》、④《戦略的最適化とアルゴリズム対応》、⑤

《質と信頼性重視のユーザー中心設計》、⑥《ブランド強化と AIによる最適化》、⑦《収益拡

大のための集客と最適化戦略》であり、①⇒②⇒⑤⇒⑦を主系列とし、②から③・④へ、⑤

から⑥への発展を伴う概念モデルとして体系化された。 

 このモデルは、単発のテクニックではなく、KPI 設計・専門コンテンツ強化・CTR/ CVR 学

習・アルゴリズム適応・ブランド構築・収益化設計を統合する運用システムとして機能する

ことを示した。さらに、SEOを通じた接点形成は、（広告で発見された高 CVR キーワードの内

製化など）「探索」と「深化」を往還する学習メカニズムを備え、限られた資源の下でも持続
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的に集客―収益化を自己強化する仕組みになりうることが示唆された。 

 総じて調査 1 は企業戦略側の共通実装を、調査 2 は市場接点側の共通実装を可視化し、両

者が補完的に結節する全体像を提示したといえる。 
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第 4節 課題 

 

 本論文には、次の課題が残る。 

 第一に、方法面である。二つの調査はいずれも質的・探索的であり、事例数が限られてい

るため、安易に結果を一般化することには注意が必要である。今後は、より大きな対象での

量的検証や、インタビューと数値分析を組み合わせた混合研究によって、結論の確かさを高

める必要がある。 

 第二に、適用範囲である。本研究の主な対象は日本の成長市場に属する IT企業と、検索エ

ンジンを前提とした SEO 運用である。制度や文化、媒体環境が異なる場面で同じ結果が得ら

れるとは限らない。よって、業種や地域、時期を変えた追試や、規制・アルゴリズム更新の

前後を追う比較研究により、外部妥当性を確認すべきといえる。 

 第三に、因果関係の明確化である。本論文はプロセスの描写を重視したが、「どの要因がど

の結果を生んだのか」を厳密には示し切れていない。どの経営戦略上の具体的な施策や対応

策がどのような結果に繋がったのかを厳密に示すことはできなかった。さらに詳細な研究を

重ね、原因と結果のつながりをよりはっきりさせる必要がある。 

 第四に、実務適用の際の配慮である。とくに SEO 運用では、ユーザーの信頼を損なわない

品質基準、データの取得・利用の透明性、生成 AIの適正利用といった倫理・コンプライアン

ス面の設計が不可欠である。制度と現場の規範の両方に整合する運用ルールを明確にしてお

くべきである。 

第五に、生成 AIの登場による SEO施策が受ける影響である。生成 AIによって、コンテン

ツの量が大幅に増え、質の差別化がより重要になる。また、検索エンジン自体も AI を活用し

て、ユーザーの意図をより深く理解し、検索結果を高度にパーソナライズする可能性がある。

こうした点を今後検討する必要がある。 

 以上の課題を踏まえ、これからの研究として、一つの業種・業態での調査・考察に留まら
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ず、 異なる業種・業態や非優秀 IT 企業との失敗要因の比較分析等を行うことによって、よ

り広範な視点からの成功要因を分析したい。 

 さらに、多くの企業に対して定量的なアンケート調査を実施することで、成功に深く関係

している要素を分析したい。例えば、ある企業が特定のマーケティング戦略を採用して成功

した事例や、失敗した企業がどのような共通の問題を抱えていたかを詳細に調査することで、

成功のための指針をより明確にすることができると考える。   
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付録 定性調査 2 質問 1－7 

‐スタートアップ企業のマーケッターにおける SEO 成功要因のコードマトリックス‐ 

 質問 1  質問 2-5  質問 6  質問 7 

 事業内容と市場で

の位置づけ  

 SEO 施策内容  WEB 集客における SEO

の重要性 

A 1. フリーランス

活動  

- 企業の SEOコン

サルティ ングを

主に行う  

2. データコンサ

ルティング プロ

ジェクト  

- 他のデータコ

ンサルティン グ

会社のプロジェ

クトに参加 - 不

動産関係のマー

ケティングを担

当  

3. LINE 公式アカ

ウ ン ト 運 営  - 

LINE 公式アカウ

ントの運営を手

掛ける  

4. イベント企画・

運営  

- イベントの企

画・運営を 行い、

実務部隊として

1. マーケティン

グ戦略のターゲ

ット - 地方の高

齢者に焦点を当

てる  

- 住宅選択の課題

に対処する情報提

供 と教育を強化  

2. アプローチ方法  

- SNS 広 告 と

Google リスティン

グを活用 - 興味

を引くコンテンツ

配信  

- オンラインイベ

ントを通じてター 

ゲット層にアプロ

ーチ  

3. 結果への導線  

- モデルルームの

来場促進  

- 成約につなげる  

4. コンテンツマー

ケティング  

- 限られた予算で

1. 競合の状況

を把握する  

- メディア運営

が上手な会社を

特定  

2. キーワード

や市場での位

置づけを調査

する  

- 優れたコン

テンツや戦略

を取り 入れる  

3. 自社の記事

を強化する  

- キーワードを

重視  

- 目次の構成に

注目  

4. 競合より優

れたメリット

を訴求 - 記事

の質を向上 

1. キーワードの重

要性  

- キーワードが多

いほど重要視 する  

- 業種や業態によ

ってはキー ワード

が合わない場合が

ある - 飲食業な

ど、親和性が低い分 

野は避ける  

2. 自分での実施方

法  

- ツール系をトラ

イすることが 多い  

- SEOや SNS に関連

したコンサルティ

ングが多い  

3. アプローチ方法  

- コンサルティン

グ内容に合わせた

アプローチを行う  

- キーワードのボ

リュームがあると

ころで対応  

- ボリュームが少
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活動  

5. マーケティン

グオート メーシ

ョンツール  

- アカウントエン

ゲージメントの

導入コンサルテ

ィングを実施 

SEO を中心に実施 

- 定期的なキーワ

ードリサーチとコ

ン テンツ更新を強

調  

5. SEO戦略  

- 高品質な記事作

成で検索エンジン

の 可視性を高める  

- 自然な流入を促

進する戦略を採用 

ないところで  は

SEO に注力するのは

難しい 

B 1. 現在の事業  

- 障害者雇用サ

ービス事業 を行

う企業を経営  

- 障害者を雇用

する企業や 教育

施設、福祉施設向

けの サービスツ

ール開発に注力  

2. キャリアの始

まり  

- 2012 年に新卒

でリブセン スに

入社  

- Web マ ー ケ 

テ ィ ン グ や 

Web ディレクショ

ンを担当  - 医 

療 系 メ デ ィ 

ア で 月 間 120

1. マーケティング

戦略の主軸  

- SEOとリスティン

グ広告に依存  

2. SEOの強み  

- 医療系メディア

としての専門性を

活 かす  

- 高品質なコンテ

ンツの提供  

- サイト内部構造

の最適化  

3. リスティング広

告の活用  

- 特定資格者への

啓発キャンペーン

に 使用  

4. コンテンツマー

ケティングとツー 

ル提供  

1. 自社で狙い

やすいキーワ

ード を特定  

- 重要: そのキ

ーワードを広げ

る  

2. 広告で高い

CVR（申し込み

率） や CTR（ク

リック率）のキ

ーワー ドを見

つける  

- 広告から有

効なキーワー

ドを発 見する

ことが多い  

3. SEOのポイン

ト  

- コンバージョ

ン率が高いキー 

1. キーワードの重

要性  

- キーワードが多

いほど重要と 考え

る  

- 業種や業態によ

って合わない 場合

がある  

- 飲食業など、親和

性が低い業 界は避

ける  

2. 自分での実施  

- ツール系を試すこ

とが多い  

3. SEOや SNSとの関

わり  

- コンサルティン

グが多く、それに合

わせたアプローチ

を行う  
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万 PVを達成  

3. 医療系スター

トアップ - 医療

系スタートアッ

プを 主軸とし、

患者向けに情報 

提供  

- 製薬会社 

- 病名に基づく情

報提供  

- 診断サポートを

行う  

- ウェブサイトの

トラフィックと患

者 エンゲージメン

トの向上を目指す  

5. オーガニック

サーチの最適化 - 

医療機関からのリ

ンク獲得を通じて 

ドメインの権威を

強化  

- オーガニックト

ラフィックの増加

を 図る  

- 検索エンジンラン

キングの向上を実現 

ワードを重視  

- リンクが集ま

りやすいキーワ

ー ドを優先 

4. 対応方針  

- キーワードボリ

ュームがある とこ

ろで対応  

- ボリュームが少

ないところで  は

SEO に注力するのは

難しい 

C 1. 主な職務  

- 自動車製造業の

会社に勤務  

2. 副業  

- 人事関連の分

野に特化した会

社を創業  

3. メディア事業  

- コンテンツマー

ケティングを中

心に展開  

- 所有するメデ

1. マーケティング

戦略の主軸  

- 主に SEO に依存  

- Googleからのアク

セス向上に重点を置

く  

2. 具体的な SEO 施

策  

- 適正な文字数設

定  

- SEOを意識した見

出しの配列  

1. 記事投稿を

開始  

- 記事を最上

位に引き上げ

ることを目指

す  

2. 記事コンテ

ンツの質を高

くする - 欲し

いキーワード

で他より優位 

性の高い記事

1. SEO を意識した

記事作成 - 適正な

文字数、高品質な内

容 を重視  

- よく検索される

キーワードを 使用  

2. 重要なポイント  

- 記事ごとに重要

点が異なるため、一

概に「これが正解」

と は言えない  

- キーワード選定、
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ィアは月間 30万

以上のアクセス

を維持 

- 検索してほしい

キーワードの多用  

3. 記事作成とペー

ジ更新  

- 質の高い記事の

作成  

- 頻繁なページ更

新  

4. 検索ランキング

への影響  

- 記事の質と更新

頻度が検索ランキ

ングに大きく影響  

5. 成功の評価基準  

- アクセス数  

- 検索キーワード

の存在感  

6. キーワード選定

の重要性  

- 効果的なキーワー

ド選定が成功に直結 

を作成  

3. 記事の大量

発信（例: 100

本） - アクセ

ス数が集まる

記事と集まら

ない記事を分

類  

4. インサイト

の活用  

- 分析結果から

具体的な発信内

容 を検討  

- 成功した内容

を横展開  

5. SEO 施策に反

映  

- 記事投稿の気

づきを基に改善 

更新頻度の 向上、

コンテンツの独自

性を 重視  

3. ペットメディア

の場合  

- 適正な文字数は

競合サイトとの比

較を考慮  

- 記事の種類によ

って適正文字 数が

変わる 
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D 1. 会社設立  

- 4 年前にファッ

ション関連 のメ

ディア事業会社

を創業  

2. 戦略の柱  

- SEO を中心とし

た戦略を 展開  

3. 提供するサー

ビス  

- ファッション

関連メディ アの

運営  

- ドローンによる

空撮サービス  

- Web サイトの制

作  

- ネット広告の運

用  

- 企業へのコンサ

ルティング 

1. 事業の主軸  

- デジタルマー

ケティングと

SEO に特化  - 

医療機器とペッ

ト関連サービス

を中 心に展開  

2. 提供するサ

ービス  

- Web サイト最

適化  

- ソーシャルメ

ディア戦略  

- ターゲット市

場に特化したコ

ンテンツの提供  

3. メディア事

業との連携  

- 相乗効果を追

求  

4. SEO最適化  

- オーガニック

サーチによる

SEO 最適化  - 

Google や Yahoo

での上位表示を

目指す  

5. オウンドメ

ディアの追加施

策 - ファッシ

ョン分野で SNS

1. 前職での実

績  

- ペットとのお

出かけ関連の

SEO 施策を担当  

- 月間約 50万 PV

のアクセスを達

成  

2. 現在の SEO施

策  

- ファッシ ョ 

ン が 好 き な 

方 や ファッシ

ョン初心者向け  

- SEO 施策を進

行中 

1. SEOが重

要な理由  

- 多くの

人 が調 べ

る 際に 検

索エ ンジ

ン を使 用

するため  

- 特 に 

Google や 

Yahoo な

どの 主要

な検索エ

ンジンを

利用  

2. 検索結

果の上位表

示  

- 検索結

果の上位

に位置す

ることで

自然に多

くのアク

セスを 獲

得  

3. SEOの必

要性  

- 検索エ

ンジンで

の視認性

を高める
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を活用した流入

施策を実施  

6. オンライン

集客戦略  

- 訪問者がサイ

トで長く滞在

し、変換につな

がる体験を提供 

ことが不

可欠  

- SEO の活

用 が Web

集客には

欠かせな

い 

E 1. 過去の事業  

- SEO を主軸とす

るフィッ トネス

メディアを運営  

- 月間 600万ペー

ジビュー を記録  

- 2016 年頃に 

BuyOut で他社に

譲渡  

2. 現在の活動  

- アルメニアに在

住  

- スタートアッ

プ会社への 投資  

- 飲食店の経営 

1. 集客施策の

概要  

- 自社のオウン

ドメディアで

SEO を中心に集

客施策を展開  

- 月間 600 万ペ

ージビューを達

成  

2. キーワード

戦略  

- Googleのキー

ワードプランナ

ーを活用 - 高

ボリュームのキ

ーワードを選定  

3. 記事作成の

手法  

- 3000文字から

6000 文字の詳

1. 過去の SEO施

策  

- SEO で低コス

トで大量集客が

可能だった  

- Googleキーワ

ードプランナー

で検索 ボリュ

ームのあるキー

ワードを探す - 

ロングテールキ

ーワードを網羅 

し、記事を作成  

- 3000 〜 6000 

文 字 の 記 事 

を 約 1000 本 

ア ッ プ し、 

月 間 600 万 

PVを達成  

- インターネッ

ト普及期に、検

1. SEOの有

効性  

- 事業に

よって大

きく異な

る - オン

ラインビ

ジネスで

は有効 だ

が、すべて

のビジネ

スに適 用

できるわ

けではな

い  

2. 業種に

よる効果の

違い  

- レスト

ラン事業

で は SEO
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細な記事を作成  

- 各記事が数万

の閲覧数を獲得  

4. トピックカ

バー  

- 広範なトピッ

クをカバーし、

高いトラフィッ

クを確保  

5. オーガニッ

クサーチ最適化  

- 適切なキーワ

ードリサーチ  

- ユーザーの検

索意図に応じた

充実した記事の

定期的な掲載  

6. 戦略の効果  

- 多様な検索キ

ーワードに効果

的に応答 - サ

イトの訪問者数

を増加 

索エンジンのト

ップ表示が重要

だった - SEOは

効率的で低コス

トの集客 手法

だった  

2. 現在の状況  

- 検索エンジン

のアルゴリズム

が進 化し、AI

技術の導入も進

んでいる - 単

純な SEO 施策で

は成果が出に 

くくなっている  

- オンラインだ

けでなくオフラ

イン ビジネス

でも、他の戦略

が重要に - SNS 

の 利 用 や ロ 

ーカルマーケテ

ィングの重要性

が増している - 

Google マップ

の活用や口コミ

が オフライン

集客に効果的  

- SEO よりもコ

ミュニティやロ

ーカルな手法が

有効かもしれな

の効果が

限定的  

- 売上に直

結しにくい  

3. SEOの活

用  

- マッチ

ングが良

いビジネ

ス領 域で

メディア

を作ると

効果的 - 

現在は SEO

だけで成

功するの 

は難しい

時代  

4. オフラ

イン事業の

集客  

- SNS での

バ ズり や

Google マ

ップ での

表 示が 効

果的  

- コミュ

ニティ内

での口コ

ミが 重要  

- これら
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い の方法が

コストを

抑えつつ

リピータ

ー増加に

貢献 

F 1. 会社の概要  

- Web マーケテ 

ィングおよび Web

関連事業のプロ 

フェッショナル

集団を運営-特に

マーケティング

領域に強み  

2. 提供するサー

ビス  

-SFDC

（ Salesforce.co

m） の構築  

- Web サイト制作  

- Webマーケティン

グ全般  

3. 会社の特徴  

- Web マーケティ

ングに特化 - 創

1. 集客施策の

中心  

- ターゲット層

に合ったキーワ

ードの 選定  

- 質の高いコン

テンツ制作  

2. キーワード

と市場分析  

- Google のキー

ワードプランナ

ーや ラッコキ

ーワードを利用  

- 市場と競合の

分析を実施  

3. 差別化され

たコンテンツ

提供 - 検索エ

ンジンでの上

1. メディア立

ち上げ  

- 自社サービス

に興味を持つ顧

客 との接点を

持つために日本

のメ ディアを

立ち上げる  

2. キーワード

選定  

- Googleのキー

ワード検索ツー

ル や SEO 関連

調査ツールを使

用 - 競合分析

を行い、マッチ

する キーワー

ドを選定  

3. データ分析  

1. 基本的

な情報収集

方法  

- 気  に 

な  る  情 

報  が  あ 

る  時  は 

Google で

検索して

比較検討

するのが

基本  

-そこでし

っかり接

点を作る

ことが重

要  

2. 広告と

SEOの違い  
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業 5〜6 年目  

4. サービスの範

囲  

- 広告、SEO、SNS 運

用  

- 戦略立案、KPI 策

定  

- デジタルマー

ケティングの 一

貫したソリュー

ション提供  

5. 市場での位置

づけ  

- デジタルマー

ケティングソ リ

ューションを提

供する専門企 業

として位置づけ

られている 

位表示を目指

す - 効果的な

集客を実現  

4. 広告運用の

解決策  

- 広告運用に関

する具体的な解

決策を 提供  

- 潜在顧客のニ

ーズに対応  

5. 指名検索の

最適化  

- 会社名やブラ

ンド名に関する

指名検 索の最

適化に注力  

- 総合的なブラ

ンド認知と信頼

の構築 を目指

す 

- Googleキーワ

ードコンソール

で 検索ボリュ

ームや月間流入

を確認 - 結果

をもとに優先す

べきキー ワー

ドを決定  

4. コンテンツ

設計  

- 選定したキー

ワードに基づい

て コンテンツ

を設計  

5. 広告運用  

- Facebook広告

やメタ広告で困

っている顧客を

ターゲットにす

る方 法を検討  

- 市場のニーズ

やキーワードの

ボ リュームを

調査し、キーワ

ードを精査 

- 広告で

の集客は

短期的で

その 月で

終わりが

ち  

- SEO は

一度順位

を確保す

れ ば、安

定した流

入が見込

め る  - 

SEOは資産

として残

りやすい  

3. 集客手

段としての

SEO  

- 中小企

業や小規

模な事業

でも 戦略

的な記事

制作で集

客が可能 

- 内部で

の戦略的

な記事制

作により、

コストを

抑えて集
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客できる  

4. 最新技

術と SEO の

関係  

- 生成 AI

など新技

術の登場

により、

Google の

アルゴリ

ズムも変

化  

- 昔なが

らのSEO知

識と最新

動向への

対応の両

方が重要 
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付録 定性調査 2 質問 8-12 

‐スタートアップ企業のマーケッターにおける SEO 成功要因のコードマトリックス‐ 

 質問 8  質問 9  質問 10  質問 11  質問 12 

 SEO 以外で

集客に重要 

なもの 

SEO が成功し

た大きな要因  

売 上 と

SEOに よ 

る施策で

影響 

SEO 戦略とは  SEO がうまく

いく場合とい

かない場合の

違い 

A 1. Google 

アルゴリズ 

ムの変化  

- アルゴリ

ズムは頻繁 

に 変 わ る

が、質の高

い  記事を

提供し続け

ることが最

終的に評価 

される  

2. ユーザー

フ ァ ー ス 

トのアプロ

ーチ  

- ユーザー

が求めるコ 

ンテンツを

提 供 す る 

ことが検索

順 位 に お 

いて重要  

- Googleは

回答なし  リードの

顧客を月

間 で8件

獲得 

1. ブランデ

ィングと SEO 

の関係  

- 特定のキー

ワ ードで 検 

索結果の上位

に 表示さ れ 

ることがブラ

ン ディン グ 

の成功と考え

る  

2. 具体例  

- 公  益  会 

社 が ミ ラ 

ノ サ ローネ

などの展示会

を検索した際

に上位に表示

される  

- これはその

会 社 が重要 

な位置を占め

て い ること 

を示す  

1. マーケタ

ーとしての課

題 - 多くの

施策に携わる

中で、不 適切

な記事が増え

ることがある 

- 不適切な記

事が全体の評

価  を下げる

リスクがある  

2. Google ア

ルゴリズムの

評 価基準  

- Google はサ

イト全体を評

価 する  

- SEO を無視

した記事があ

る  と全体の

評価に影響  

3. 記事管理の

必要性  
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広告収入の 

ため、ユー

ザーが求め 

るコンテン

ツ を 上 位 

に表示させ

る  

3. センシ

ティブな情 

報の取り扱

い  

- 医療や金

融などの分 

野では、公

的機関や専 

門家による

記 事 が 信 

頼性で優位  

- 信頼性が

高いコンテ 

ンツが上位

表 示 さ れ 

る傾向にあ

る 

3. ブランデ

ィングへの効

果 - 検索結

果での上位表

示 が強いブ

ランドイメー

ジ の確立に

寄与  

- SEO はブラ

ン ディン グ 

戦略として重

要 

- マーケター

が意図しない

記  事の増加

を防ぐ体制が

必要  

4. 専門性の重

要性  

- 特定のテー

マに焦点を当

てた  専門性

のあるコンテ

ンツが成功 - 

ジャンルが多

岐に渡り専門 

性が低いと評

価が低くなる  

5. 中小企業の

成功の鍵  

- 中小企業で

は専門性が特

に  重要視さ

れる  

- 大企業に比

べてジャンル

の  絞り込み

が成功の鍵 
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B 1. SEO 以 

外  の  顧 

客 獲 得方

法  

- オフライ

ンでの獲得 

方法も検討  

2. 初期顧

客獲得手法 

- Twitter 

で  直  接 

ア プ ロー

チする  

- 紹介を求

める手法を 

活用  

3. オ  フ 

ラ  イ  ン 

ア プ ロー

チの重要性  

- オ ン ラ 

イ  ン  よ 

り も オフ

ラインでの

アプ  ロー

チを重視  

- 後の拡張

がしやすい 

ように資産

を 重 視 す 

る 

1. コンテン

ツマーケティ

ング のアプ

ローチ  

- 自分ではあ

ま り 実 施 せ

ず、 主にアド

バイスを提供  

2. トレンド

と品質の管理 

- トレンドの

変化を意識す

る - 低品質

のコンテンツ

を避ける  - 

ユーザーにと

って意味のあ 

る内容を提供

することを重

視  

3. コンテ

ン ツ 評 価

の指標  - 

CVR（申し

込み率）  

- 滞在時間  

- コンテンツ

の質と量を具

体  的な指標

で評価  

4. データ

分 析 と 仮

1. SEO の

影響  

- SEO の

成長によ

り  新 し

いビジネ

ス モ デ 

ルが登場  

2. Web 集

客の重要

性 - Web

集客が非

常 に  重

要と考え

ている 

1. 戦略的な

選択  

- 戦う場所を

う ま く 選 ぶ 

ことが重要  

2. キーワー

ドの基礎  

- 基礎となる

キーワード 

のボリュー

ムを把握  

3. 戦い方の

戦略  

- キーワー

ドのボリュ

ー ムに応じ

て、どこでど

う 戦うかを

決める 

1. 成功の要因  

- 効 果 的 な

KPI とモニタ

リングのシス

テムが整って

いるところは

成功しやすい  

- KPI とモニ

タリングがし

っかり整理さ

れ、それを評

価できる人が

いることが重

要  

2. SEO の重要

要素  

- タイミング

とリズムが大

事 - ダッシ

ュボードを活

用して効率よ

く情報を確認

できる仕組み

が役立つ  

3. リズムの影

響  

- 特定のリズ

ムでの更新や

計  測がサイ

トの成功に寄

与 - 例: ゲ

ームウィズの
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説構築  - 

デ ー タ 分

析 の 重 要

性  

- 分析に基づ

いた仮説構築

が SEOに役立

つ 

ようなサイト

が良いリズム

で成功してい

る 

C 1. ユーザ

ーからの収 

益化の重要

性  

- 検索結果

から訪れた 

ユーザーに

対 し て 収 

益を生み出

す 方 法 が 

重要  

2. 収益化の

方法  

- アフィリ

エイトが代 

表的な手法  

3. 施策の必

要性  

- ユーザー

を自社サイ 

トで支払い

に 誘 導 す 

1. コンテン

ツ制作の進め

方 - 手探り

で進める部分

が多い - 試

行錯誤しなが

ら「これだ！」 

と思えるもの

を見つける作

業  

2. 成功の不確

実性  

- 成功するか

どうかは不明

だ が、試して

みることが重

要 - やって

みたもん勝ち

の精神  

3. 初期の困難

と努力  

- 最初は特に

1. アク

セスと売

上  の 関

係  

- アクセ

スが伸び

れば売上

も比例し

て伸びる  

2. 事業

の成熟度

と SEO依

存  

- 事業が

成熟して

い れ ば

SEO に 左 

右されず

安定した

売 上 と 

キャッシ

ュフロー

1. SEO の手

法と Google

の 評価基準  

- SEO 手法は

Google の 評 

価基準に大き

く依存  

- 時代によっ

て 評 価 基 準 

は変化する  

2. 明確な答

えがない理由 

- 明確な答え

はなく、実 際

にやりながら

効果のある方

法を探る必要

がある  

3. 予測と検

証のプロセス 

- 予測と検証

を繰り返す - 

1. サイトの成

功判断  

- アクセス数

でうまくいく

サ  イトとう

まくいかない

サイト  の違

いを判断  

2. 初期データ

の分析  

- 最初の 100

本の記事デー

タ を分析  

- 伸びるか伸び

ないかを判断  

3. 早めの損切

り  

- 伸びないと

判断したら早

め  に損切り

を行うのが賢

明  
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る施策を実

施する 

厳しい  

- 泥臭い作業

を積み重ねる

こ と で 、

Googleに評価

され始める - 

アクセスが集

まり始める  

4. 初期の努力

の重要性  

- 眠れないほ

ど大変な過程 

- 初期の頑張

りが結果につ

ながる  

5. コンテン

ツの美しさと

評価 - オウ

ンドメディア 

としてページ

やコンテンツ

が美しいかど

うか  

- 客観的に評価

できるかが大切 

を  確 保

可能  

3. メ デ

ィア事業

の特性 - 

主 な 収 

入 源 は 

Google か 

ら の 広 

告 収入  

- SEO の

効果が売

上  に 直

結  

4. SEO と

売上の関

係 - SEO

を通じた

集 客  が

売上増に

直接結び 

つく 

Google が 何

を評価して 

いるかの仮説

を立てる  - 

仮説に基づき

SEO 戦略 を

調整 

4. 技術の進化

と評価  

- 技術の進歩

に伴い、サイ

ト の Google

からの評価が

上がる  

- 異常な伸び

を見せること

も ある  

5. 適切な領域

選び  

- 適切な領域

選びがサイト

の  成功にお

いて重要 
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D 1. SEO 

以  外 

で  重 

要  な 

ポイン

ト  

- オウ

ンドメ

ディア

の集客

におい

て、一

貫 し 

てユー

ザー目

線に立 

つこと

が重要  

2. ペル

ソ ナ 設

定  

- 想定

するお

客さん

の  ペ

ルソナ

を 考

え、検

索  キ

ーワー

ドを設

定する  

1. SEO 成功

の要因  

- ユーザー

目線に立つ

ことが  重

要  

- 初期段階

での記事更

新頻度  を

高く保つ  

- 継続的にデ

ータを収集し

分析  

2. 効果的な

サイト運営  

- 日々更新

を 行 い 、

PDCA サ イ

クルを効率

的に回す  

3. コンテ

ンツ作成の

ポイント - 

オリジナリ

ティを重視  

- ユーザー

が求める情

報を提供 - 

現地での取

材や専門家

への  イン

タビューな

1. サイトの

売り方 の種

類  

- サイト自

体を売る - 

広告収入を

得る  

- 実店舗に

誘導する - 

商品販売に

誘導する  

2. サイトの

役割  

- 街中の看

板のよう な

役割  

- MEO （ Map 

Engine  

Optimization

）広告のよう

にお金をかけ 

ずにオンライ

ンで行うこと

も可能  

3. SEOの重要

性  

- 見られる

ポイント を

SEOで作る  

- その後の

収入は広 告

の使い方次

1. 目的

による結

果の違い 

- サイト

を売る  

- 広告を

取る  

- 実店舗

に誘導す

る  

- 商品に

誘導する  

- 目的次第

で結果が変

わる  

2. SEO の

役割  

- 街中の

看板と同

じ役割  

3. 具体例  

- 病院の

広告をオ

ン ラ イ 

ンでお金

をかけず

に行う - 

広告の使

い方次第

で 収  入

が変わる  

4. SEOの

なし 



   

 

189 

 

3. ユ

ーザー

の疑問

を  理

解する

方法  

- ユー

ザーが

持つ疑

問 や、

業界外

の人に

と っ 

て の

「当た

り前で

は な 

い」事

項を理

解する  

- 業界

知識が

ない人

へ の

インタ

ビュー

が有効  

4. ユー

ザー フ

ァー ス 

トの 視

点  

どの一手間

を 加える  

4. 記事の構

造と可読性  

- HTMLタグ

を適切に使

用 - 構造

的にユーザ

ーにとって 

読みやすい

記事作成  

- 検索エン

ジンに理解

されや  す

い記事を目

指す  

5. 更新頻度

の重要性  

- 特に初期

段階では毎

日の更  新

が理想的  

- 早 期 に

Google に評

価 さ れ る 

ためには密

な更新が効

果的  

6. SNS との

関連性  

- プラット

フォームの

第  

4. ゴールの

違いと 収入  

- 最終的な

ゴールはサ 

イトによっ

て異なる  - 

売上の幅も

さまざま 

ポイント

と 売 上 

向上  

- SEOで見

られるポ

イ ン  ト

を作る  

- そこか

ら 別 の

SEO 以外 

の売上向

上の議論

が 始 ま 

る 
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- 大変

な作業

でも常

に  ユ

ーザー

ファー

ス ト 

の視点

を維持

する  

- これが

集客の鍵

となる 

特性を  生

かした戦略

を展開  

- SNS から

の流入を最

大化して集

客を促進 

E 1. ビ

ジネス

の違い

による

影響  

- ビ ジ 

ネ ス 

の  種 

類  に 

よ  っ 

て SEO

の  重 

要 性 

は異な

る  

2. BtoB

1. 過 去 の

SEO状況  

- 競合が少

なく、持っ

ていた  ノ

ウハウで勝

てるチャン

スが  あっ

た  

- アクセス

数で収益化

できた  

2. 現在の状

況の変化  

- 競合が増

え、SEOだけ

1. ウェブサ

イトの パフ

ォーマンス  

- 月間 600 万

ページ ビュ

ー（PV）のウ

ェブサイト  

2. 収益  

- 約 半 分 

の PV か ら 

月  商  300 

万 円 か ら 

400 万円を得

ていた  

3. コストと

1. 興味

のある人

へのリー 

チ  

- 興味の

ある人に

リ ー チ 

する施策

が必要  

- 単に検

索して流

入 す る 

だけでは

売上に繋

が ら な 

い 

1. SEO 成功の要因  

- 成功には運とタイミン

グが 重要  

- アルゴリズムの頻繁な

変化 により、ノウハウが

活かせる タイミングで成

功することが ある  

2. 競合とチャンス  

- 競合が少ない領域では

勝つ チャンスがあった  

- 現 在 は 戦 略 が 多 

様 化 し、 SNS 強化や 

Twitter を通じた 営業が

求められる  

3. 成功するサイトの
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の場合  

- 業界

の人た

ちとの

繋がり

がビジ

ネスに

大  き

く影響

する  

- SEO

が重要

であっ

て も、

実際の

効果は

国 や 

業界、

時代に

よって

変  わ

る 

で成功する

のが難しく

なっている 

- ターゲッ

トを絞り、

忠実な  顧

客を確保す

るビジネス

モデ  ルが

求められる  

3. SNS の強

化  

- SEO より

も SNS を強

化する  方

が効果的  

- フォロワ

ー を 増 や

し、常連 客

をつける戦

略が重要  

4. ビジネ

スモデルの

変化 - 少

ないフォロ

ワーでも忠

実  な顧客

を確保する  

- 競合が少

ない状況で

正しい SEO

戦略を取れ

粗利益 - 記

事は自分で

作成 - 主な

コストはサ

ーバー代の

みで、非常 

に低コスト  

- ほぼ 100％

に近い 粗利

益 

2. ロ ン

グテール

戦略の現 

状  

- オーソ

リティー

サ イ ト 

が多く、

競合が激

し い  - 

ロングテ

ール戦略

の 効  果

が減少  

3. SEO の

評価  

- 現在の

SEO は微

妙 で あ 

ると判断  

- SEO は

AI に任せ

て 自 動 

化すべき  

4. 広告戦

略  

- ターゲ

ティング

を絞る - 

SNS だけ

でなくオ

フラ  イ

特徴 - オーソリティ

が高い  

- 適切なキーワード戦略

と ユーザーの検索意図に

沿った コンテンツを提供  

- 高評価を得ている  

4. 失敗するサイトの

特徴 - SEO 最適化が不

十分  

- 特定のニッチ市場に特

化していない  

- 流入が限定的  

5. 今後の SEO 戦略  

- AI を活用した SEO 戦略

が重 要になる 
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ば成功の可

能性はあっ

たが、今は

異なる 

ンでも広

告を展開  

5. 多 角

的な視点

の重要性 

- 時代と

共に SEO

の ウ エ 

イトが変

わる  

- 多角的

な視点が

必要 

 

F 1. 導線設

計 の 重要

性 - 流入

後 の 導線

設計が 非

常に重要  

2. オウン

ドメディ

ア からの

流入  

- SEO で最

適 化 さ れ

た オウン

ド メ デ ィ

アか らの

流 入 は 管

1. オウンドメ

ディア立ち上

げ の重要ポイ

ント  

- 競争の少な

い領域を選定 

- 勝てるキー

ワードを選ぶ

ことが重要  

- 間違ったキ

ーワード選定

を 避ける  

2. 記事投稿の

継続  

- 品質が担保

された状態で

1. オン

ライン集

客  の現

状  

- 直接顧

客の売上

に  はま

だ大きく

繋 が っ 

ていない  

2. オン

ライン集

客  の重

要性  

- 売上の

何割かを

1. 良質なコ

ンテンツ作

成 の重要性  

- 基本的に

は良質なコ

ン テンツ作

成が基盤  

- しかし、単

独では効果 

が限られる  

2. コンテン

ツ作成の基

準 - 最低で

も 3000 文字

の高 品質な

コンテンツ

1. SEOの長期的

な施策  

- SEO だけに頼

るのは長期的 

に我慢が必要  

- すぐに成果

を期待するの

は 難しい  

2. 広告と SEO

の併用  

- 広告と並行

して SEO も取

り 組むべき  

3. コンバージ

ョンポイント

の活用 - メデ
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理可能 - 

そ の 後 の

問 い 合 わ

せ や発注

に つ な げ

る部 分が

重要  

3. 内部導

線設計  

- オウン

ド メ デ ィ

アか ら自

然 に 問 い

合わせ へ

導 く 設 計

が必要  

- SEO と同

じ く ら い

重 要な部

分 と し て

捉える 

記 事を継続的

に投稿  

3. コンテンツ

の質と更新頻

度 - コンテン

ツの質を高く

保つ - 更新頻

度を維持する

ことが SEO 成

功のカギ 

占める重

要なチャ

ネル  

3. 集客

手段とし

て  の位

置づけ  

- 集客に

おける重

要な  一

手段にな

っている 

を作成 - 競

合と重なら

ないキー ワ

ード選定が

重要  

3. 分析とコ

ンテンツ提

供 - 正しい

分析を行い、

間違 いのな

いコンテン

ツを提供 - 

適切なキー

ワード選択 

が必要  

4. 成功の確

信  

- 分析がし

っかりして

いれば、一定

のアクセス

数 を達成可

能  

- 正しい分

析とキーワ

ー ド 選 定 

に よ り、

Web メ ディ

アは成功す

ると確信 

ィアからの集

客を利用し 

、後からコンバ

ージョンポイ

ントを作る  

4. 継続的な作

業の重要性 - 

社内での記事

更新などの継 

続的な作業が

必要  

- 人員配置を

考慮する必要

が ある  

5. 分析と戦略

の重要性  

- 分析や戦略

が曖昧なまま

で は結果が出

にくい 

 


